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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板に形成された貫通孔の内側にレンズが配置されたレンズ付き基板どうしが直接接合
により接合されて積層されている積層レンズ構造体と、
　AF用コイルとAF用マグネットで構成され、前記積層レンズ構造体を光軸方向に移動させ
て、前記積層レンズ構造体と受光素子との間の距離を調整する第１駆動部と
　を備え、
　前記積層レンズ構造体の最上層の前記レンズ付き基板の平面形状が、その他の前記レン
ズ付き基板の平面形状よりも大きく形成されており、
　前記AF用コイルまたは前記AF用マグネットの一方が、前記積層レンズ構造体と一体とさ
れ、最上層の前記レンズ付き基板に突き当てて位置合わせするように構成される
　AFモジュール。
【請求項２】
　前記AF用コイルが、前記積層レンズ構造体の外周に巻き付けられて一体とされており、
　前記最上層の前記レンズ付き基板以外の前記レンズ付き基板の平面形状は略八角形とさ
れている
　請求項１に記載のAFモジュール。
【請求項３】
　前記AF用コイルが、前記積層レンズ構造体と一体とされ、
　前記AF用マグネットは、略四角形の前記レンズ付き基板の四隅と対向する位置に配置さ
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れている
　請求項１に記載のAFモジュール。
【請求項４】
　前記AF用コイルが、前記積層レンズ構造体と一体とされ、
　前記AF用マグネットは、略四角形の前記レンズ付き基板の平面部分と対向する位置に配
置されている
　請求項１に記載のAFモジュール。
【請求項５】
　基板に形成された貫通孔の内側にレンズが配置されたレンズ付き基板どうしが直接接合
により接合されて積層されている積層レンズ構造体と、
　AF用コイルとAF用マグネットで構成され、前記積層レンズ構造体を光軸方向に移動させ
て、前記積層レンズ構造体と受光素子との間の距離を調整する第１駆動部と
　を備え、
　前記AF用マグネットの一部が、前記積層レンズ構造体を構成する複数枚のレンズ付き基
板に埋め込まれて構成される
　AFモジュール。
【請求項６】
　前記積層レンズ構造体を光軸方向と直交する方向に移動させる第２駆動部をさらに備え
る
　請求項１乃至５のいずれかに記載のAFモジュール。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれかに記載のAFモジュールと、
　前記AFモジュールにより集光された入射光を受光する受光素子と
　を備えるカメラモジュール。
【請求項８】
　請求項７に記載のカメラモジュール
　を備える電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本技術は、AFモジュール、カメラモジュール、および、電子機器に関し、特に、様々な
用途に利用可能なカメラモジュールを提供することができるようにしたAFモジュール、カ
メラモジュール、および、電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ウエハ基板の平面方向にレンズを複数配列させるウエハレベルレンズプロセスは、レン
ズを形成する際の形状精度や位置精度の要求が厳しい。特に、ウエハ基板どうしを積層し
て積層レンズ構造体を製造するプロセスは非常に難易度が高く、量産レベルでは３層以上
の積層は実現されていない。
【０００３】
　ウエハレベルレンズプロセスについては、これまでも様々な技術が考案され、提案され
ている。例えば、特許文献１では、基板に形成した貫通孔内にレンズ材料を充填してレン
ズを形成する際、そのレンズ材料をそのまま接着剤とすることで、ウエハ基板を積層する
方法が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－２７９７９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　近年、ウエハレベルレンズプロセスを用いて作製された積層レンズを光学ユニットとし
てカメラモジュールに採用し、様々な用途に利用することが検討されている。
【０００６】
　本技術は、このような状況に鑑みてなされたものであり、様々な用途に利用可能なカメ
ラモジュールを提供することができるようにするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本技術の第１の側面のAFモジュールは、基板に形成された貫通孔の内側にレンズが配置
されたレンズ付き基板どうしが直接接合により接合されて積層されている積層レンズ構造
体と、AF用コイルとAF用マグネットで構成され、前記積層レンズ構造体を光軸方向に移動
させて、前記積層レンズ構造体と受光素子との間の距離を調整する第１駆動部とを備え、
前記積層レンズ構造体の最上層の前記レンズ付き基板の平面形状が、その他の前記レンズ
付き基板の平面形状よりも大きく形成されており、前記AF用コイルまたは前記AF用マグネ
ットの一方が、前記積層レンズ構造体と一体とされ、最上層の前記レンズ付き基板に突き
当てて位置合わせするように構成される。
　本技術の第２の側面のAFモジュールは、基板に形成された貫通孔の内側にレンズが配置
されたレンズ付き基板どうしが直接接合により接合されて積層されている積層レンズ構造
体と、AF用コイルとAF用マグネットで構成され、前記積層レンズ構造体を光軸方向に移動
させて、前記積層レンズ構造体と受光素子との間の距離を調整する第１駆動部とを備え、
前記AF用マグネットの一部が、前記積層レンズ構造体を構成する複数枚のレンズ付き基板
に埋め込まれて構成される。
【０００８】
　本技術の第３の側面のカメラモジュールは、上記第１の側面または第２の側面のAFモジ
ュールと、前記AFモジュールにより集光された入射光を受光する受光素子とを備える。
【０００９】
　本技術の第４の側面の電子機器は、上記第３の側面のカメラモジュールを備える。
【００１０】
　本技術の第１乃至第４の側面においては、基板に形成された貫通孔の内側にレンズが配
置されたレンズ付き基板どうしが直接接合により接合されて積層されている積層レンズ構
造体が光軸方向に移動されて、前記積層レンズ構造体と受光素子との間の距離が調整され
る。第１の側面においては、前記積層レンズ構造体の最上層の前記レンズ付き基板の平面
形状が、その他の前記レンズ付き基板の平面形状よりも大きく形成されており、前記AF用
コイルまたは前記AF用マグネットの一方が、前記積層レンズ構造体と一体とされ、最上層
の前記レンズ付き基板に突き当てて位置合わせするように構成される。第２の側面におい
ては、前記AF用マグネットの一部が、前記積層レンズ構造体を構成する複数枚のレンズ付
き基板に埋め込まれて構成される。
【００１１】
　AFモジュール、カメラモジュール、及び、電子機器は、独立した装置であっても良いし
、他の装置に組み込まれる形態であっても良い。
【発明の効果】
【００１２】
　本技術の第１乃至第４の側面によれば、様々な用途に利用可能なカメラモジュールを提
供することができる。
【００１３】
　なお、ここに記載された効果は必ずしも限定されるものではなく、本開示中に記載され
たいずれかの効果であってもよい。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１の実施の形
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態を示す図である。
【図２】特許文献１に開示された積層レンズ構造体の断面構造図である。
【図３】図１のカメラモジュールの積層レンズ構造体の断面構造図である。
【図４】レンズ付き基板の直接接合を説明する図である。
【図５】図１のカメラモジュールを形成する工程を示す図である。
【図６】図１のカメラモジュールを形成する工程を示す図である。
【図７】図１のカメラモジュールを形成する別の工程を示す図である。
【図８】レンズ付き基板の構成を説明する図である。
【図９】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２の実施の形
態を示す図である。
【図１０】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第３の実施の
形態を示す図である。
【図１１】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第４の実施の
形態を示す図である。
【図１２】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第５の実施の
形態を示す図である。
【図１３】第４の実施の形態に係るカメラモジュールの詳細構成を説明する図である。
【図１４】担体基板とレンズ樹脂部の平面図と断面図である。
【図１５】積層レンズ構造体と絞り板を示す断面図である。
【図１６】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第６の実施の
形態を示す図である。
【図１７】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第７の実施の
形態を示す図である。
【図１８】レンズ付き基板の詳細構成を示す断面図である。
【図１９】レンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図２０】レンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図２１】レンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図２２】レンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図２３】レンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図２４】レンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図２５】レンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図２６】レンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図２７】レンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図２８】レンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図２９】レンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図３０】基板状態のレンズ付き基板どうしの接合を説明する図である。
【図３１】基板状態のレンズ付き基板どうしの接合を説明する図である。
【図３２】５枚のレンズ付き基板を基板状態で積層する第１の積層方法を説明する図であ
る。
【図３３】５枚のレンズ付き基板を基板状態で積層する第２の積層方法を説明する図であ
る。
【図３４】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第８の実施の
形態を示す図である。
【図３５】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第９の実施の
形態を示す図である。
【図３６】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１０の実施
の形態を示す図である。
【図３７】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１１の実施
の形態を示す図である。
【図３８】比較構造例１としてのウエハレベル積層構造の断面図である。
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【図３９】比較構造例２としてのレンズアレイ基板の断面図である。
【図４０】図３９のレンズアレイ基板の製造方法を説明する図である。
【図４１】比較構造例３としてのレンズアレイ基板の断面図である。
【図４２】図４１のレンズアレイ基板の製造方法を説明する図である。
【図４３】比較構造例４としてのレンズアレイ基板の断面図である。
【図４４】図４３のレンズアレイ基板の製造方法を説明する図である。
【図４５】比較構造例５としてのレンズアレイ基板の断面図である。
【図４６】レンズとなる樹脂がもたらす作用を説明する図である。
【図４７】レンズとなる樹脂がもたらす作用を説明する図である。
【図４８】比較構造例６としてのレンズアレイ基板を模式的に表した図である。
【図４９】比較構造例７としての積層レンズ構造体の断面図である。
【図５０】図４９の積層レンズ構造体がもたらす作用を説明する図である。
【図５１】比較構造例８としての積層レンズ構造体の断面図である。
【図５２】図５１の積層レンズ構造体がもたらす作用を説明する図である。
【図５３】本構造を採用した積層レンズ構造体の断面図である。
【図５４】図５３の積層レンズ構造体を模式的に表した図である。
【図５５】カバーガラスに絞りを追加した第１の構成例を示す図である。
【図５６】図５５のカバーガラスの製造方法を説明する図である。
【図５７】カバーガラスに絞りを追加した第２の構成例を示す図である。
【図５８】カバーガラスに絞りを追加した第３の構成例を示す図である。
【図５９】貫通孔の開口自体を絞り機構とする構成例を示す図である。
【図６０】金属接合を用いたウエハレベルでの貼り合わせを説明する図である。
【図６１】高濃度ドープ基板を用いたレンズ付き基板の例を示す図である。
【図６２】図６１のAのレンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図６３】図６１のBのレンズ付き基板の製造方法を説明する図である。
【図６４】カメラモジュールに備わる絞り板の平面形状の例を表す図である。
【図６５】カメラモジュールの受光領域の構成を説明する図である。
【図６６】カメラモジュールの受光領域の画素配列の第１の例を示す図である。
【図６７】カメラモジュールの受光領域の画素配列の第２の例を示す図である。
【図６８】カメラモジュールの受光領域の画素配列の第３の例を示す図である。
【図６９】カメラモジュールの受光領域の画素配列の第４の例を示す図である。
【図７０】図６６に示した画素配列の変形例を示す図である。
【図７１】図６８の画素配列の変形例を示す図である。
【図７２】図６９の画素配列の変形例を示す図である。
【図７３】カメラモジュールの受光領域の画素配列の第５の例を示す図である。
【図７４】カメラモジュールの受光領域の画素配列の第６の例を示す図である。
【図７５】カメラモジュールの受光領域の画素配列の第７の例を示す図である。
【図７６】カメラモジュールの受光領域の画素配列の第８の例を示す図である。
【図７７】カメラモジュールの受光領域の画素配列の第９の例を示す図である。
【図７８】カメラモジュールの受光領域の画素配列の第１０の例を示す図である。
【図７９】カメラモジュールの受光領域の画素配列の第１１の例を示す図である。
【図８０】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１２の実施
の形態を示す図である。
【図８１】第１２の実施の形態における受光素子の構造を説明する図である。
【図８２】第１２の実施の形態における受光素子の構造を説明する図である。
【図８３】第１２の実施の形態における受光素子の構造を説明する図である。
【図８４】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１３の実施
の形態を示す図である。
【図８５】第１３の実施の形態における受光素子の基板構成例を示す図である。
【図８６】第１３の実施の形態における受光素子の処理例を説明する図である。
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【図８７】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１４の実施
の形態を示す図である。
【図８８】第１４の実施の形態における受光素子の駆動方法を説明する図である。
【図８９】第１４の実施の形態における受光素子の構成例を示す図である。
【図９０】第１の形状可変レンズを有するカメラモジュールの概略断面図である。
【図９１】第２の形状可変レンズを有するカメラモジュールの概略断面図である。
【図９２】第３の形状可変レンズを有するカメラモジュールの概略断面図である。
【図９３】第４の形状可変レンズを有するカメラモジュールの概略断面図である。
【図９４】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１５の実施
の形態を示す図である。
【図９５】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１６の実施
の形態を示す図である。
【図９６】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１７の実施
の形態を示す図である。
【図９７】第１７の実施の形態に係るカメラモジュールのサスペンションの平面形状につ
いて説明する図である。
【図９８】サスペンションの位置決め方法を説明する図である。
【図９９】カメラモジュールの第１７の実施の形態の第１変形例を示す図である。
【図１００】カメラモジュールの第１７の実施の形態の第２変形例を示す図である。
【図１０１】第１７の実施の形態の第１変形例及び第２変形例のレンズ付き基板の加工方
法を説明する図である。
【図１０２】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１８の実
施の形態を示す図である。
【図１０３】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１９の実
施の形態を示す図である。
【図１０４】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２０の実
施の形態を示す図である。
【図１０５】第２０の実施の形態のレンズ付き基板の加工方法を説明する図である。
【図１０６】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２１の実
施の形態を示す図である。
【図１０７】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２２の実
施の形態を示す図である。
【図１０８】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２３の実
施の形態を示す図である。
【図１０９】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２４の実
施の形態を示す図である。
【図１１０】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２５の実
施の形態を示す図である。
【図１１１】本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２６の実
施の形態を示す図である。
【図１１２】第２６の実施の形態に係るカメラモジュールを複眼カメラモジュールとした
場合の例を示す図である。
【図１１３】第４の実施の形態に係るカメラモジュールの変形例を示す図である。
【図１１４】積層レンズ構造体の主な構成例を示す断面図である。
【図１１５】レンズ付き基板の主な構成例を示す断面図である。
【図１１６】レンズ付き基板の主な構成例を示す断面図である。
【図１１７】積層レンズ構造体の主な構成例を示す断面図である。
【図１１８】積層レンズ構造体の主な構成例を示す断面図である。
【図１１９】積層レンズ構造体の主な構成例を示す断面図である。
【図１２０】積層レンズ構造体の主な構成例を示す断面図である。
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【図１２１】積層レンズ構造体の主な構成例を示す断面図である。
【図１２２】本技術を適用した電子機器としての撮像装置の構成例を示すブロック図であ
る。
【図１２３】体内情報取得システムの概略的な構成の一例を示すブロック図である
【図１２４】内視鏡手術システムの概略的な構成の一例を示す図である。
【図１２５】カメラヘッド及びＣＣＵの機能構成の一例を示すブロック図である。
【図１２６】車両制御システムの概略的な構成の一例を示すブロック図である。
【図１２７】車外情報検出部及び撮像部の設置位置の一例を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本技術を実施するための形態（以下、実施の形態という）について説明する。な
お、説明は以下の順序で行う。
１．カメラモジュールの第１の実施の形態
２．カメラモジュールの第２の実施の形態
３．カメラモジュールの第３の実施の形態
４．カメラモジュールの第４の実施の形態
５．カメラモジュールの第５の実施の形態
６．第４の実施の形態のカメラモジュールの詳細構成
７．カメラモジュールの第６の実施の形態
８．カメラモジュールの第７の実施の形態
９．レンズ付き基板の詳細構成
１０．レンズ付き基板の製造方法
１１．レンズ付き基板どうしの直接接合
１２．カメラモジュールの第８及び第９の実施の形態
１３．カメラモジュールの第１０の実施の形態
１４．カメラモジュールの第１１の実施の形態
１５．他の構造と比較した本構造の効果
１６．各種の変形例
１７．受光素子の画素配列と絞り板の構造と用途説明
１８．カメラモジュールの第１２の実施の形態
１９．カメラモジュールの第１３の実施の形態
２０．カメラモジュールの第１４の実施の形態
２１．形状可変レンズを有する積層レンズ構造体の例
２２．カメラモジュールの第１５の実施の形態
２３．カメラモジュールの第１６の実施の形態
２４．カメラモジュールの第１７の実施の形態
２５．カメラモジュールの第１７の実施の形態の変形例
２６．カメラモジュールの第１８の実施の形態
２７．カメラモジュールの第１９の実施の形態
２８．カメラモジュールの第２０の実施の形態
２９．カメラモジュールの第２１の実施の形態
３０．カメラモジュールの第２２の実施の形態
３１．カメラモジュールの第２３の実施の形態
３２．カメラモジュールの第２４の実施の形態
３３．カメラモジュールの第２５の実施の形態
３４．カメラモジュールの第２６の実施の形態
３５．積層レンズ構造体の概要
３６．側壁の形状例
３７．電子機器への適用例
３８．体内情報取得システムへの応用例
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３９．内視鏡手術システムへの応用例
４０．移動体への応用例
【００１６】
＜１．カメラモジュールの第１の実施の形態＞
　図１は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１の実施の
形態を示す図である。
【００１７】
　図１のAは、カメラモジュール１の第１の実施の形態としてのカメラモジュール１Aの構
成を示す模式図である。図１のBは、カメラモジュール１Aの概略断面図である。
【００１８】
　カメラモジュール１Aは、積層レンズ構造体１１と受光素子１２とを備える。積層レン
ズ構造体１１は、縦横それぞれ５個ずつ、合計２５個の光学ユニット１３を備える。受光
素子１２は、光学ユニット１３に対応して複数の受光領域（画素アレイ）を有する固体撮
像装置である。光学ユニット１３は、１本の光軸方向に複数枚のレンズ２１を含んで構成
され、入射光を、対応する受光素子１２に集光させる。カメラモジュール１Aは、光学ユ
ニット１３を複数個備えた複眼カメラモジュールである。
【００１９】
　カメラモジュール１Aが備える複数個の光学ユニット１３の光軸は、図１のBに示される
ように、モジュールの外側に向かって広がるように配置され、これにより広角の画像の撮
影が可能とされている。
【００２０】
　なお、図１のBでは、簡単のため、積層レンズ構造体１１はレンズ２１を３層だけ積層
した構造になっているが、より多くのレンズ２１を積層して良いことは言うまでもない。
【００２１】
　図１のカメラモジュール１Aは、複数個の光学ユニット１３を介して撮影した複数枚の
画像をつなぎ合わせて、１枚の広角画像を作り出すことができる。複数枚の画像をつなぎ
合わせるため、各画像を撮影する各光学ユニット１３の形成および配置には、高い精度が
要求される。また、特に広角側の光学ユニット１３は、レンズ２１への光の入射角度が小
さいため、光学ユニット１３の内での各レンズ２１の位置関係と配置にも、高い精度が要
求される。
【００２２】
　図２は、特許文献１が開示する、樹脂による固着技術を用いた積層レンズ構造体の断面
構造図である。
【００２３】
　図２に示される積層レンズ構造体５００においては、レンズ５１１を備えた基板５１２
どうしを固着する手段として、樹脂５１３が用いられている。樹脂５１３は、ＵＶ硬化性
などのエネルギー硬化性樹脂である。
【００２４】
　基板５１２どうしを貼り合わせる前に、基板５１２表面全面に樹脂５１３の層が形成さ
れる。その後、基板５１２どうしが貼り合わされ、さらに、樹脂５１３が硬化される。こ
れにより、貼り合わせた基板５１２どうしが固着される。
【００２５】
　しかし、樹脂５１３を硬化させた際に、樹脂５１３は硬化収縮する。図２に示される構
造の場合、基板５１２全体に樹脂５１３の層を形成した後、樹脂５１３を硬化させるため
、樹脂５１３の変位量が大きくなってしまう。
【００２６】
　また、基板５１２どうしを貼り合わせて形成した積層レンズ構造体５００を個片化し、
撮像素子を組み合わせてカメラモジュールを形成した後も、カメラモジュールに備わる積
層レンズ構造体５００は、図２に示されるように、レンズ５１１を備えた基板５１２間全
体に、樹脂５１３が存在している。このため、カメラモジュールをカメラの筐体内に搭載
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し、実使用した際に、機器の発熱による温度上昇により、積層レンズ構造体５００の基板
間の樹脂が熱膨張する懸念がある。
【００２７】
　図３は、図１のカメラモジュール１Aの積層レンズ構造体１１のみを示した断面構造図
である。
【００２８】
　カメラモジュール１Aの積層レンズ構造体１１も、レンズ２１を備えたレンズ付き基板
４１を複数枚積層して形成されている。
【００２９】
　カメラモジュール１Aの積層レンズ構造体１１では、レンズ２１を備えたレンズ付き基
板４１どうしを固定する手段として、図２の積層レンズ構造体５００やその他の先行技術
文献に示されるものとは全く異なる固定手段が用いられている。
【００３０】
　すなわち、積層される２枚のレンズ付き基板４１は、一方の基板表面に形成した酸化物
や窒化物による表面層と、他方の基板表面に形成した酸化物や窒化物による表面層と、の
間の共有結合によって、直接接合される。具体例として、図４に示されるように、積層す
る２枚のレンズ付き基板４１それぞれの表面に、表面層としてシリコン酸化膜もしくはシ
リコン窒化膜が形成され、これに水酸基を結合させた後、２枚のレンズ付き基板４１どう
しが貼り合わされ、昇温されて脱水縮合される。その結果、２枚のレンズ付き基板４１の
表面層の間で、シリコン－酸素共有結合が形成される。これにより２枚のレンズ付き基板
４１が直接接合される。なお、縮合の結果、２枚の表面層に含まれる元素同士が直接共有
結合を形成することも起こり得る。
【００３１】
　本明細書では、このように、２枚のレンズ付き基板４１の間に配置した無機物の層を介
して２枚のレンズ付き基板４１を固定すること、あるいは、２枚のレンズ付き基板４１の
表面にそれぞれ配置した無機物の層どうしを化学結合させることで２枚のレンズ付き基板
４１を固定すること、あるいは、２枚のレンズ付き基板４１の表面にそれぞれ配置した無
機物の層の間に脱水縮合による結合を形成することで２枚のレンズ付き基板４１を固定す
ること、あるいは、２枚のレンズ付き基板４１の表面にそれぞれ配置した無機物の層の間
に、酸素を介した共有結合あるいは互いの無機物の層に含まれる元素どうしの共有結合を
形成することで２枚のレンズ付き基板４１を固定すること、あるいは、２枚のレンズ付き
基板４１の表面にそれぞれ配置したシリコン酸化物層もしくはシリコン窒化物層の間に、
シリコン―酸素共有結合あるいはシリコン―シリコン共有結合を形成することで２枚のレ
ンズ付き基板４１を固定すること、を直接接合と呼ぶ。
【００３２】
　この貼り合わせと昇温による脱水縮合を行うため、本実施の形態では、半導体装置やフ
ラットディスプレイ装置の製造分野で使用される基板を用いて、基板状態でレンズが形成
され、基板状態で貼り合わせおよび昇温による脱水縮合が行われ、基板状態で共有結合に
よる接合が行われる。２枚のレンズ付き基板４１の表面に形成した無機物の層の間を、共
有結合によって接合させた構造は、特許文献１が開示する図２で説明した技術を用いた場
合に懸念される、基板全体に渡る樹脂５１３の硬化収縮による変形や、実使用時の樹脂５
１３の熱膨張による変形を抑える、という作用または効果をもたらす。
【００３３】
　図５及び図６は、積層レンズ構造体１１と受光素子１２を組み合わせた図１のカメラモ
ジュール１Aを形成する工程を示す図である。
【００３４】
　まず、図５に示されるように、各レンズ２１（不図示）が平面方向に複数形成されたレ
ンズ付き基板４１Wが複数枚用意され、これらが積層される。これにより、基板状態のレ
ンズ付き基板４１Wが複数枚積層された、基板状態の積層レンズ構造体１１Wが得られる。
【００３５】
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　次に、図６に示されるように、受光素子１２が平面方向に複数形成された基板状態のセ
ンサ基板４３Wが、図５に示した基板状態の積層レンズ構造体１１Wとは別に作製され、用
意される。
【００３６】
　そして、基板状態のセンサ基板４３Wと、基板状態の積層レンズ構造体１１Wが、積層さ
れ、貼り合わせた基板のモジュール毎に外部端子を着けることで、基板状態のカメラモジ
ュール４４Wが得られる。
【００３７】
　最後に、基板状態のカメラモジュール４４Wが、モジュール単位またはチップ単位に個
片化される。個片化されたカメラモジュール４４が、別途用意された筐体（不図示）に封
入されることで、最終的なカメラモジュール４４が得られる。
【００３８】
　なお、本明細書及び図面においては、例えば、レンズ付き基板４１Wのように、符号に
“W”が付加された部品は、それが基板状態（ウエハ状態）であることを表し、レンズ付
き基板４１のように“W”が付されていないものは、モジュール単位またはチップ単位に
個片化された状態であることを表す。その他、センサ基板４３W、カメラモジュール４４W
などについても同様である。
【００３９】
　図７は、積層レンズ構造体１１と受光素子１２を組み合わせた図１のカメラモジュール
１Aを形成する別の工程を示す図である。
【００４０】
　まず、上述した工程と同様に、基板状態のレンズ付き基板４１Wが複数枚積層された、
基板状態の積層レンズ構造体１１Wが製造される。
【００４１】
　次に、基板状態の積層レンズ構造体１１Wが、個片化される。
【００４２】
　また、基板状態の積層レンズ構造体１１Wとは別に、基板状態のセンサ基板４３Wが作製
され、用意される。
【００４３】
　そして、基板状態のセンサ基板４３Wの各受光素子１２の上に、個片化された積層レン
ズ構造体１１が１個ずつマウントされる。
【００４４】
　最後に、個片化された積層レンズ構造体１１がマウントされた、基板状態のセンサ基板
４３Wがモジュール単位またはチップ単位に個片化される。積層レンズ構造体１１がマウ
ントされ、個片化されたセンサ基板４３が、別途用意された筐体（不図示）に封入され、
さらに外部端子が着けられることで、最終的なカメラモジュール４４が得られる。
【００４５】
　さらに、積層レンズ構造体１１と受光素子１２を組み合わせた図１のカメラモジュール
１Aを形成する別の工程の例として、図７に示した基板状態のセンサ基板４３Wを個片化し
、その結果得られた個々の受光素子１２へ、個片化後の積層レンズ構造体１１をそれぞれ
マウントして、個片化されたカメラモジュール４４を得ても良い。
【００４６】
　図８は、カメラモジュール１Aにおけるレンズ付き基板４１の構成を説明する図である
。
【００４７】
　図８のAは、図１のAと同様の、カメラモジュール１Aの構成を示す模式図である。
【００４８】
　図８のBは、図１のBと同様の、カメラモジュール１Aの概略断面図である。
【００４９】
　カメラモジュール１Aは、図８のBに示されるように、複数枚のレンズ２１を組み合わせ
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て形成し、１本の光軸を備えた光学ユニット１３を、複数個備えた複眼カメラモジュール
である。積層レンズ構造体１１は、縦横それぞれ５個ずつ、合計２５個の光学ユニット１
３を備える。
【００５０】
　カメラモジュール１Aでは、複数個の光学ユニット１３の光軸が、モジュールの外側に
向かって広がるように配置され、これにより、広角の画像の撮影が可能とされている。図
８のBでは、簡単のため、積層レンズ構造体１１は、レンズ付き基板４１を３層だけ積層
した構造になっているが、より多くのレンズ付き基板４１を積層して良いことは言うまで
もない。
【００５１】
　図８のC乃至Eは、積層レンズ構造体１１を構成する３層のレンズ付き基板４１それぞれ
の平面形状を示す図である。
【００５２】
　図８のCは、３層のうちの最上層のレンズ付き基板４１の平面図であり、図８のDは、中
層のレンズ付き基板４１の平面図であり、図８のDは、最下層のレンズ付き基板４１の平
面図である。カメラモジュール１は、複眼広角カメラモジュールであるため、上層になる
に従って、レンズ２１の径が大きくなると共に、レンズ間のピッチが広がっている。
【００５３】
　図８のF乃至Hは、図８のC乃至Eに示したレンズ付き基板４１を得るための、基板状態の
レンズ付き基板４１Wの平面図である。
【００５４】
　図８のFに示されるレンズ付き基板４１Wは、図８のCのレンズ付き基板４１に対応する
基板状態を示し、図８のGに示されるレンズ付き基板４１Wは、図８のDのレンズ付き基板
４１に対応する基板状態を示し、図８のHに示されるレンズ付き基板４１Wは、図８のEの
レンズ付き基板４１に対応する基板状態を示している。
【００５５】
　図８のF乃至Hに示される基板状態のレンズ付き基板４１Wは、図８のAに示したカメラモ
ジュール１Aを、基板１枚につき８個得られる構成とされている。
【００５６】
　図８のF乃至Hの各レンズ付き基板４１Wの間で、モジュール単位のレンズ付き基板４１
内のレンズ間のピッチは、上層のレンズ付き基板４１Wと下層のレンズ付き基板４１Wとで
異なる一方、各レンズ付き基板４１Wにおいて、モジュール単位のレンズ付き基板４１を
配置するピッチは、上層のレンズ付き基板４１Wから下層のレンズ付き基板４１Wまで、一
定となっていることがわかる。
【００５７】
＜２．カメラモジュールの第２の実施の形態＞
　図９は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２の実施の
形態を示す図である。
【００５８】
　図９のAは、カメラモジュール１の第２の実施の形態としてのカメラモジュール１Bの外
観を示す模式図である。図９のBは、カメラモジュール１Bの概略断面図である。
【００５９】
　カメラモジュール１Bは、２個の光学ユニット１３を備える。２個の光学ユニット１３
は、積層レンズ構造体１１の最上層に、絞り板５１を備える。絞り板５１には、開口部５
２が設けられている。
【００６０】
　カメラモジュール１Bは２個の光学ユニット１３を備えるが、これら２つの光学ユニッ
ト１３の光学パラメータは異なる。すなわち、カメラモジュール１Bは、光学性能が異な
る２種類の光学ユニット１３を備える。２種類の光学ユニット１３は、例えば、近景を撮
影するための焦点距離が短い光学ユニット１３と、遠景を撮影するために焦点距離が長い
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光学ユニット１３とすることができる。
【００６１】
　カメラモジュール１Bでは、２つの光学ユニット１３の光学パラメータが異なるため、
例えば、図９のBに示されように、２つの光学ユニット１３のレンズ２１の枚数が異なる
。また、２つの光学ユニット１３が備える積層レンズ構造体１１の同じ層のレンズ２１に
おいて、径、厚さ、表面形状、体積、または、隣接するレンズとの距離、のいずれかが異
なる構成が可能となっている。このため、カメラモジュール１Bにおけるレンズ２１の平
面形状は、例えば、図９のCに示されるように、２つの光学ユニット１３が同じ径のレン
ズ２１を備えていても良いし、図９のDに示すように、 異なる形状のレンズ２１を備えて
いても良いし、図９のEに示すように、一方がレンズ２１を備えない空洞２１Xとなった構
造でも良い。
【００６２】
　図９のF乃至Hは、図９のC乃至Eに示したレンズ付き基板４１を得るための、基板状態の
レンズ付き基板４１Wの平面図である。
【００６３】
　図９のFに示されるレンズ付き基板４１Wは、図９のCのレンズ付き基板４１に対応する
基板状態を示し、図９のGに示されるレンズ付き基板４１Wは、図９のDのレンズ付き基板
４１に対応する基板状態を示し、図９のHに示されるレンズ付き基板４１Wは、図９のEの
レンズ付き基板４１に対応する基板状態を示している。
【００６４】
　図９のF乃至Hに示される基板状態のレンズ付き基板４１Wは、図９のAに示したカメラモ
ジュール１Bを、基板１枚につき１６個得られる構成とされている。
【００６５】
　図９のF乃至Hに示されるように、カメラモジュール１Bを形成するために、基板状態の
レンズ付き基板４１Wの基板全面に同じ形状のレンズを形成することや、異なる形状のレ
ンズを形成することや、レンズを形成したり形成しなかったりすることが可能である。
【００６６】
＜３．カメラモジュールの第３の実施の形態＞
　図１０は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第３の実施
の形態を示す図である。
【００６７】
　図１０のAは、カメラモジュール１の第３の実施の形態としてのカメラモジュール１Cの
外観を示す模式図である。図１０のBは、カメラモジュール１Cの概略断面図である。
【００６８】
　カメラモジュール１Cは、光の入射面上に、縦横２個ずつ、合計４個の光学ユニット１
３を備える。４個の光学ユニット１３どうしでは、レンズ２１の形状は同じになっている
。
【００６９】
　４個の光学ユニット１３は、積層レンズ構造体１１の最上層に、絞り板５１を備えるが
、その絞り板５１の開口部５２の大きさが、４個の光学ユニット１３の間で異なる。これ
により、カメラモジュール１Cは、例えば、以下のようなカメラモジュール１Cを実現する
ことができる。すなわち、例えば防犯用の監視カメラにおいて、昼間のカラー画像監視用
に、ＲＧＢ３種類のカラーフィルタを備えてＲＧＢ３種の光を受光する受光画素と、夜間
の白黒画像監視用に、ＲＧＢ用のカラーフィルタを備えない受光画素と、を備えた受光素
子１２を用いたカメラモジュール１Cにおいて、照度が低い夜間の白黒画像を撮影するた
めの画素だけ絞りの開口の大きさを大きくすることが可能となる。このため、１個のカメ
ラモジュール１Cにおけるレンズ２１の平面形状は、例えば図１０のCに示されるように、
４つの光学ユニット１３が備えるレンズ２１の径は同じであって、かつ、図１０のDに示
されるように、絞り板５１の開口部５２の大きさは、光学ユニット１３によっては異なる
。
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【００７０】
　図１０のEは、図１０のCに示したレンズ付き基板４１を得るための、基板状態のレンズ
付き基板４１Wの平面図である。図１０のFは、図１０のDに示した絞り板５１を得るため
の、基板状態での絞り板５１Wを示す平面図である。
【００７１】
　図１０のEの基板状態のレンズ付き基板４１W、及び、図１０のFの基板状態の絞り板５
１Wでは、図１０のAに示したカメラモジュール１Cを、基板１枚につき８個得られる構成
とされている。
【００７２】
　図１０のFに示されるように、基板状態での絞り板５１Wでは、カメラモジュール１Cを
形成するために、カメラモジュール１Cが備える光学ユニット１３毎に、異なる開口部５
２の大きさを設定することができる。
【００７３】
＜４．カメラモジュールの第４の実施の形態＞
　図１１は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第４の実施
の形態を示す図である。
【００７４】
　図１１のAは、カメラモジュール１の第４の実施の形態としてのカメラモジュール１Dの
外観を示す模式図である。図１１のBは、カメラモジュール１Dの概略断面図である。
【００７５】
　カメラモジュール１Dは、カメラモジュール１Cと同様に、光の入射面上に、縦横２個ず
つ、合計４個の光学ユニット１３を備える。４個の光学ユニット１３どうしでは、レンズ
２１の形状と絞り板５１の開口部５２の大きさは同じになっている。
【００７６】
　カメラモジュール１Dは、光の入射面の縦方向と横方向のそれぞれについて２個ずつ配
置した光学ユニット１３に備わる光軸が、同じ方向に延びている。図１１のBに示される
１点鎖線は、光学ユニット１３それぞれの光軸を表している。この様な構造のカメラモジ
ュール１Dは、超解像技術を利用して、１個の光学ユニット１３で撮影するよりも、解像
度が高い画像を撮影することに適している。
【００７７】
　カメラモジュール１Dでは、縦方向と横方向のそれぞれについて、光軸が同じ方向を向
きながら、異なる位置に配置された複数個の受光素子１２で画像を撮影することにより、
あるいは１個の受光素子１２の中の異なる領域の受光画素で画像を撮影することにより、
光軸が同じ方向を向きながら、必ずしも同一ではない複数枚の画像を得ることができる。
これら同一ではない複数枚の画像が持っている場所毎の画像データを合わせることで、解
像度が高い画像を得ることができる。このため、１個カメラモジュール１Dにおけるレン
ズ２１の平面形状は、図１１のCに示されるように、４つの光学ユニット１３で同じにな
っていることが望ましい。
【００７８】
　図１１のDは、図１１のCに示したレンズ付き基板４１を得るための、基板状態のレンズ
付き基板４１Wの平面図である。基板状態のレンズ付き基板４１Wは、図１１のAに示した
カメラモジュール１Dを、基板１枚につき８個得られる構成とされている。
【００７９】
　図１１のDに示されるように、基板状態のレンズ付き基板４１Wでは、カメラモジュール
１Dを形成するために、カメラモジュール１Dが複数個のレンズ２１を備え、この１個のモ
ジュール用のレンズ群が、基板上に一定のピッチで複数個配置されている。
【００８０】
＜５．カメラモジュールの第５の実施の形態＞
　図１２は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第５の実施
の形態を示す図である。
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【００８１】
　図１２のAは、カメラモジュール１の第５の実施の形態としてのカメラモジュール１Eの
外観を示す模式図である。図１２のBは、カメラモジュール１Eの概略断面図である。
【００８２】
　カメラモジュール１Eは、１本の光軸を有する光学ユニット１３をカメラモジュール１E
内に１個備える、単眼のカメラモジュールである。
【００８３】
　図１２のCは、カメラモジュール１Eにおけるレンズ２１の平面形状を示すレンズ付き基
板４１の平面図である。カメラモジュール１Eは、１個の光学ユニット１３を備える。
【００８４】
　図１２のDは、図１２のCに示したレンズ付き基板４１を得るための、基板状態のレンズ
付き基板４１Wの平面図である。基板状態のレンズ付き基板４１Wは、図１２のAに示した
カメラモジュール１Eを、基板１枚につき３２個得られる構成とされている。
【００８５】
　図１２のDに示されるように、基板状態のレンズ付き基板４１Wでは、カメラモジュール
１E用のレンズ２１が、基板上に一定のピッチで複数個配置されている。
【００８６】
＜６．第４の実施の形態のカメラモジュールの詳細構成＞
　次に、図１３を参照して、図１１に示した第４の実施の形態に係るカメラモジュール１
Dの詳細構成について説明する。
【００８７】
　図１３は、図１１のBに示したカメラモジュール１Dの断面図である。
【００８８】
　カメラモジュール１Dは、複数のレンズ付き基板４１ａ乃至４１ｅが積層された積層レ
ンズ構造体１１と、受光素子１２を含んで構成される。積層レンズ構造体１１は、 複数
個の光学ユニット１３を備える。１点鎖線８４は、それぞれの光学ユニット１３の光軸を
表す。受光素子１２は、積層レンズ構造体１１の下側に配置されている。カメラモジュー
ル１Dにおいて、上方からカメラモジュール１D内へと入射した光は、積層レンズ構造体１
１を透過し、積層レンズ構造体１１の下側に配置された受光素子１２で受光される。
【００８９】
　積層レンズ構造体１１は、積層された５枚のレンズ付き基板４１ａ乃至４１ｅを備える
。５枚のレンズ付き基板４１ａ乃至４１ｅを特に区別しない場合には、単に、レンズ付き
基板４１と記述して説明する。
【００９０】
　積層レンズ構造体１１を構成する各レンズ付き基板４１の貫通孔８３の断面形状は、下
側(受光素子１２を配置する側)に向かって開口幅が小さくなる、いわゆる下すぼみの形状
となっている
【００９１】
　積層レンズ構造体１１の上には、絞り板５１が配置されている。絞り板５１は、例えば
、光吸収性もしくは遮光性を有する材料で形成された層を備える。絞り板５１には、開口
部５２が設けられている。
【００９２】
　受光素子１２は、例えば、表面照射型または裏面照射型のCMOS（Complementary Metal 
Oxide Semiconductor）イメージセンサで構成される。受光素子１２の積層レンズ構造体
１１側となる上側の面には、オンチップレンズ７１が形成されており、受光素子１２の下
側の面には、信号を入出力する外部端子７２が形成されている。
【００９３】
　積層レンズ構造体１１、受光素子１２、絞り板５１などは、レンズバレル７４に収納さ
れている。
【００９４】
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　受光素子１２の上側には、構造材７３が配置されている。その構造材７３を介して、積
層レンズ構造体１１と受光素子１２とが固定されている。構造材７３は、例えばエポキシ
系の樹脂である。
【００９５】
　本実施の形態では、積層レンズ構造体１１は、積層された５枚のレンズ付き基板４１ａ
乃至４１ｅを備えるが、レンズ付き基板４１の積層枚数は２枚以上であれば特に限定され
ない。
【００９６】
　積層レンズ構造体１１を構成するそれぞれのレンズ付き基板４１は、担体基板８１にレ
ンズ樹脂部８２が追加された構成である。担体基板８１は貫通孔８３を有し、貫通孔８３
の内側に、レンズ樹脂部８２が形成されている。レンズ樹脂部８２は、上述したレンズ２
１を含み、担体基板８１まで延在してレンズ２１を担持する部位も併せて、レンズ２１を
構成する材料によって一体となった部分を表す。
【００９７】
　なお、レンズ付き基板４１ａ乃至４１ｅそれぞれの担体基板８１、レンズ樹脂部８２、
または、貫通孔８３を区別する場合には、図１３に示されるように、レンズ付き基板４１
ａ乃至４１ｅに対応して、担体基板８１ａ乃至８１ｅ、レンズ樹脂部８２ａ乃至８２ｅ、
または、貫通孔８３ａ乃至８３ｅのように記述して説明する。
【００９８】
＜レンズ樹脂部の詳細説明＞
　次に、レンズ付き基板４１ａのレンズ樹脂部８２ａを例に、レンズ樹脂部８２の形状に
ついて説明する。
【００９９】
　図１４は、レンズ付き基板４１ａを構成する担体基板８１ａとレンズ樹脂部８２ａの平
面図と断面図である。
【０１００】
　図１４に示される担体基板８１ａとレンズ樹脂部８２ａの断面図は、平面図に示されて
いるB‐B’線とC‐C’線の断面図である。
【０１０１】
　レンズ樹脂部８２ａは、レンズ２１を構成する材料によって一体となって形成した部位
であり、レンズ部９１と担持部９２を備える。上述した説明において、レンズ２１とは、
レンズ部９１またはレンズ樹脂部８２ａ全体に相当する。
【０１０２】
　レンズ部９１は、レンズとしての性能を有する部位、言い換えれば、「光を屈折させて
集束もしくは発散させる部位」、あるいは、「凸面や凹面や非球面などの曲面を備えた部
位、もしくはフレネルレンズや回折格子を利用したレンズで用いる複数個の多角形を連続
して配置した部位」である。
【０１０３】
　担持部９２は、レンズ部９１から担体基板８１ａまで延在してレンズ部９１を担持する
部位である。担持部９２は、腕部１０１と脚部１０２で構成され、レンズ部９１の外周に
位置する。
【０１０４】
　腕部１０１は、レンズ部９１の外側に、レンズ部９１に接して配置し、レンズ部９１か
ら外側方向へ一定の膜厚で延在する部位である。脚部１０２は、担持部９２のなかで腕部
１０１以外の部分で、かつ貫通孔８３ａの側壁に接する部分を含む部位である。脚部１０
２は、腕部１０１よりも樹脂の膜厚が厚いことが好ましい。
【０１０５】
　担体基板８１ａに形成された貫通孔８３ａの平面形状は円形であり、その断面形状は当
然直径の方向によらず同じである。レンズ形成時に上型と下型の形によって決まる形状で
あるレンズ樹脂部８２ａの形状も、その断面形状が直径の方向によらず同じとなるように
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形成されている。
【０１０６】
　図１５は、図１３のカメラモジュール１Dの一部である積層レンズ構造体１１と絞り板
５１を示す断面図である。
【０１０７】
　カメラモジュール１Dでは、モジュールに入射される光が絞り板５１で絞られた後、積
層レンズ構造体１１の内部で広げられて、積層レンズ構造体１１の下方に配置された受光
素子１２（図１５では不図示）へと入射される。すなわち、積層レンズ構造体１１全体に
ついて概観すると、モジュールに入射された光は、絞り板５１の開口部５２から下側に向
かって、ほぼ末広がりに広がって進行する。このため、積層レンズ構造体１１に備わるレ
ンズ樹脂部８２の大きさの一例として、図１５の積層レンズ構造体１１においては、絞り
板５１の直下に配置されたレンズ付き基板４１ａに備わるレンズ樹脂部８２ａが最も小さ
く、積層レンズ構造体１１の最下層に配置されたレンズ付き基板４１ｅに備わるレンズ樹
脂部８２ｅが最も大きくなっている。
【０１０８】
　仮にレンズ付き基板４１のレンズ樹脂部８２の厚さを一定にした場合、大きさが小さな
レンズよりも大きなレンズを作る方が難しい。それは例えば、レンズを製造する際にレン
ズに加わる荷重によってレンズが変形しやすい、大きさが大きいゆえに強度を保つのが難
しい、との理由による。このため、大きさが大きなレンズは、大きさが小さなレンズより
も、厚さを厚くすることが好ましい。このため、図１５の積層レンズ構造体１１において
は、レンズ樹脂部８２の厚さは、最下層に配置したレンズ付き基板４１ｅに備わるレンズ
樹脂部８２ｅが最も厚くなっている。
【０１０９】
　図１５の積層レンズ構造体１１は、レンズ設計の自由度を高めるために、さらに以下の
特徴の少なくとも一つを備える。
（１）　担体基板８１の厚さが、積層レンズ構造体１１を構成する少なくとも複数枚のレ
ンズ付き基板４１の間で異なる。例えば、担体基板８１の厚さが、下層のレンズ付き基板
４１の方が厚い。
（２）　レンズ付き基板４１に備わる貫通孔８３の開口幅が、積層レンズ構造体１１を構
成する少なくとも複数枚のレンズ付き基板４１の間で異なる。例えば、貫通孔８３の開口
幅が、下層のレンズ付き基板４１の方が大きい。
（３）　レンズ付き基板４１に備わるレンズ部９１の直径が、積層レンズ構造体１１を構
成する少なくとも複数枚のレンズ付き基板４１の間で異なる。例えば、レンズ部９１の直
径が、下層のレンズ付き基板４１のレンズ部９１の方が大きい。
（４）　レンズ付き基板４１に備わるレンズ部９１の厚さが、積層レンズ構造体１１を構
成する少なくとも複数枚のレンズ付き基板４１の間で異なる。例えば、レンズ部９１の厚
さが、下層のレンズ付き基板４１のレンズ部９１の方が厚い。
（５）　レンズ付き基板４１に備わるレンズ間の距離が、積層レンズ構造体１１を構成す
る少なくとも複数枚のレンズ付き基板４１の間で異なる。
（６）　レンズ付き基板４１に備わるレンズ樹脂部８２の体積が、積層レンズ構造体１１
を構成する少なくとも複数枚のレンズ付き基板４１の間で、異なる。例えば、レンズ樹脂
部８２の体積が、下層のレンズ付き基板４１のレンズ樹脂部８２の方が大きい。
（７）　レンズ付き基板４１に備わるレンズ樹脂部８２の材料が、積層レンズ構造体１１
を構成する少なくとも複数枚のレンズ付き基板４１の間で異なる。
【０１１０】
　一般的に、カメラモジュールに入射される入射光は、垂直入射光と射入射光とを併せて
含んでいる。射入射光の多くは絞り板５１に当たり、そこで吸収もしくはカメラモジュー
ル１Dの外側へ反射される。絞り板５１によって絞りきれなかった射入射光は、その入射
角度によっては貫通孔８３の側壁に当たってしまい、そこで反射される可能性がある。
【０１１１】
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　射入射光の反射光が進行する方向は、図１３において示される、射入射光８５の入射角
度と、貫通孔８３の側壁の角度とによって決まる。貫通孔８３の開口幅が、入射側から受
光素子１２側へ向かって大きくなる、いわゆる、末広がりの形状の場合、絞り板５１によ
って絞りきれなかった特定の入射角度の射入射光８５が、貫通孔８３の側壁に当たってし
まった際には、それが受光素子１２方向へと反射されてしまい、これが迷光あるいはノイ
ズ光となる可能性がある。
【０１１２】
　しかしながら、図１３に示した積層レンズ構造体１１においては、図１５に示されるよ
うに、貫通孔８３は、下側(受光素子１２を配置する側)に向かって開口幅が小さくなる、
いわゆる下すぼみの形状となっている。この形状の場合、貫通孔８３の側壁に当たった射
入射光８５は、下側方向いわゆる受光素子１２の方向ではなく、上側方向、いわゆる入射
側方向へと反射される。これにより、迷光あるいはノイズ光の発生を抑えるという作用ま
たは効果が得られる。
【０１１３】
　レンズ付き基板４１の貫通孔８３は、その側壁に当たって反射される光を低減するため
に、光吸収性の材料を側壁に配置するとなお良い。
【０１１４】
　一例として、カメラモジュール１Dをカメラとして使用する際に受光したい波長の光（
例えば可視光）を、第１の光とし、その第１の光とは波長が異なる光（例えばＵＶ光）を
、第２の光とした場合、第２の光（ＵＶ光）によって硬化する樹脂に、第１の光（可視光
）の吸収材料としてカーボン粒子を分散させたものを、担体基板８１の表面に塗布または
噴射し、貫通孔８３の側壁部の樹脂のみに第２の光（ＵＶ光）を照射して硬化させ、これ
以外の領域の樹脂を除去することで、貫通孔８３の側壁に、第１の光（可視光）に対する
光吸収性を有する材料の層を形成して良い。
【０１１５】
　図１５に示した積層レンズ構造体１１は、積層した複数枚のレンズ付き基板４１の一番
上に、絞り板５１を配置した構造の例である。絞り板５１は、積層した複数枚のレンズ付
き基板４１の一番上ではなく、中間のレンズ付き基板４１のどこかに挿入して配置しても
良い。
【０１１６】
　さらに別の例として、板状の絞り板５１をレンズ付き基板４１と別に備えるのではなく
、レンズ付き基板４１の表面に、光吸収性を有する材料の層を形成して、これを絞りとし
て機能させても良い。例えば、上記第２の光（ＵＶ光）によって硬化する樹脂に、上記第
１の光（可視光）の吸収材料としてカーボン粒子を分散させたものを、レンズ付き基板４
１の表面に塗布または噴射し、絞りとして機能させる際に光を透過させたい領域を除いて
、それ以外の領域の樹脂へ第２の光（ＵＶ光）を照射して、上記樹脂を硬化させて残し、
硬化させなかった領域、すなわち絞りとして機能させる際に光を透過させたい領域、の樹
脂を除去することで、レンズ付き基板４１の表面に絞りを形成しても良い。
【０１１７】
　なお、上記表面に絞りを形成するレンズ付き基板４１は、積層レンズ構造体１１の最上
層に配置されたレンズ付き基板４１であって良いし、あるいは、積層レンズ構造体１１の
内層となるレンズ付き基板４１であっても良い。
【０１１８】
　図１５に示した積層レンズ構造体１１は、レンズ付き基板４１を積層した構造を備える
。
【０１１９】
　別の実施形態として、積層レンズ構造体１１は、レンズ付き基板４１を複数枚と、レン
ズ樹脂部８２を備えない担体基板８１を少なくも１枚、併せて備えた構造であっても良い
。この構造において、レンズ樹脂部８２を備えない担体基板８１は、積層レンズ構造体１
１の最下層もしくは最上層に配置しても良いし、積層レンズ構造体１１における内側の層
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として配置しても良い。この構造は、例えば、積層レンズ構造体１１が備える複数枚のレ
ンズ間の距離や、積層レンズ構造体１１の最下層のレンズ樹脂部８２と積層レンズ構造体
１１の下側に配置される受光素子１２との距離を、任意に設定し得る、と言う作用または
効果をもたらす。
【０１２０】
　あるいはまた、この構造は、レンズ樹脂部８２を備えない担体基板８１の開口幅を適切
に設定し、かつ、開口部を除いた領域に光吸収性を有する材料を配置することによって、
これを絞り板として機能させ得る、と言う作用または効果をもたらす。
【０１２１】
＜７．カメラモジュールの第６の実施の形態＞
　図１６は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第６の実施
の形態を示す図である。
【０１２２】
　図１６において、図１３に示した第４の実施の形態と対応する部分については同一の符
号を付してあり、図１３のカメラモジュール１Dと異なる部分に注目して説明する。
【０１２３】
　図１６に示されるカメラモジュール１Fにおいても、図１３に示したカメラモジュール
１Dと同様に、入射した光が、絞り板５１で絞られた後、積層レンズ構造体１１の内部で
広がり、積層レンズ構造体１１の下方に配置された受光素子１２へと入射される。すなわ
ち、積層レンズ構造体１１全体について概観すると、光は、絞り板５１の開口部５２から
下側に向かって、末広がりに広がって進行する。
【０１２４】
　図１６のカメラモジュール１Fは、積層レンズ構造体１１を構成する各レンズ付き基板
４１の貫通孔８３の断面形状が、下側(受光素子１２を配置する側)に向かって開口幅が大
きくなる、いわゆる末広がりの形状となっている点が、図１３に示したカメラモジュール
１Dと異なる。
【０１２５】
　カメラモジュール１Fの積層レンズ構造体１１は、入射した光が、絞り板５１の開口部
５２から下側に向かって末広がりに広がって進行する構造であるため、貫通孔８３の開口
幅が下側向かって大きくなる末広がり形状は、貫通孔８３の開口幅が下側に向かって小さ
くなる下すぼみ形状よりも、例えば、担体基板８１が光路の邪魔になりにくい。これによ
り、レンズ設計の自由度が高いという作用をもたらす。
【０１２６】
　また、担持部９２を含めたレンズ樹脂部８２の基板平面方向の断面積は、貫通孔８３の
開口幅が下側に向かって小さくなる下すぼみ形状の場合、レンズ樹脂部８２の下面におい
ては、レンズ２１に入射した光線を透過させるために特定の大きさとなり、かつ、レンズ
樹脂部８２の下面から上面に向かって、その断面積が大きくなって行く。
【０１２７】
　これに対して、貫通孔８３の開口幅が下側向かって大きくなる末広がり形状の場合、レ
ンズ樹脂部８２の下面における断面積は、下すぼみ形状の場合と概ね同じとなるが、レン
ズ樹脂部８２の下面から上面に向かって、その断面積が小さくなって行く。
【０１２８】
　これにより、貫通孔８３の開口幅が下側に向かって大きくなる構造は、担持部９２を含
めたレンズ樹脂部８２の大きさを、小さく抑えることができるという作用または効果をも
たらす。また、これにより、先に述べたレンズが大きい場合に生じるレンズ形成の難しさ
を、低減できるという作用または効果をもたらす。
【０１２９】
＜８．カメラモジュールの第７の実施の形態＞
　図１７は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第７の実施
の形態を示す図である。
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【０１３０】
　図１７においても、図１３と対応する部分については同一の符号を付してあり、図１３
に示したカメラモジュール１Dと異なる部分に注目して説明する。
【０１３１】
　図１７のカメラモジュール１Gは、やはり、積層レンズ構造体１１を構成する各レンズ
付き基板４１のレンズ樹脂部８２と貫通孔８３の形状が、図１３に示したカメラモジュー
ル１Dと異なる。
【０１３２】
　カメラモジュール１Gの積層レンズ構造体１１は、貫通孔８３の形状が、下側(受光素子
１２を配置する側)に向かって開口幅が小さくなる、いわゆる下すぼみの形状となったレ
ンズ付き基板４１と、貫通孔８３の形状が、下側に向かって開口幅が大きくなる、いわゆ
る末広がりの形状となったレンズ付き基板４１と、の双方を備える。
【０１３３】
　貫通孔８３が、下側に向かって開口幅が小さくなる、いわゆる下すぼみの形状となった
レンズ付き基板４１は、先に述べたように、貫通孔８３の側壁に当たった射入射光８５が
、上側方向いわゆる入射側方向へと反射され、これにより迷光あるいはノイズ光の発生を
抑える、という作用または効果をもたらす。
【０１３４】
　そこで、図１７の積層レンズ構造体１１においては、積層レンズ構造体１１を構成する
複数枚のレンズ付き基板４１のうち、特に上側（入射側）の複数枚において、貫通孔８３
が、下側に向かって開口幅が小さくなる、いわゆる下すぼみの形状となったレンズ付き基
板４１が用いられている。
【０１３５】
　貫通孔８３が、下側に向かって開口幅が大きくなる、いわゆる末広がりの形状となった
レンズ付き基板４１は、先に述べたように、レンズ付き基板４１に備わる担体基板８１が
光路の邪魔となりにくく、これによって、レンズ設計の自由度が増す、あるいは、レンズ
付き基板４１に備わる担持部９２を含めたレンズ樹脂部８２の大きさを小さく抑える、と
いう作用または効果をもたらす。
【０１３６】
　図１７の積層レンズ構造体１１においては、光は絞りから下側に向かって、末広がりに
広がって進行するため、積層レンズ構造体１１を構成する複数枚のレンズ付き基板４１の
うち、下側に配置した何枚かのレンズ付き基板４１に備わるレンズ樹脂部８２の大きさが
大きい。このような大きいレンズ樹脂部８２において、末広がりの形状の貫通孔８３を用
いると、レンズ樹脂部８２の大きさを抑制する作用が大きく現れる。
【０１３７】
　そこで、図１７の積層レンズ構造体１１においては、積層レンズ構造体１１を構成する
複数枚のレンズ付き基板４１のうち、特に下側の複数枚において、貫通孔８３が、下側に
向かって開口幅が大きくなる、いわゆる末広がりの形状となったレンズ付き基板４１を用
いている。
【０１３８】
＜９．レンズ付き基板の詳細構成＞
　次に、レンズ付き基板４１の詳細構成について説明する。
【０１３９】
　図１８は、レンズ付き基板４１の詳細構成を示す断面図である。
【０１４０】
　なお、図１８では、５枚のレンズ付き基板４１ａ乃至４１ｅのうちの、最上層のレンズ
付き基板４１ａが図示されているが、その他のレンズ付き基板４１も同様に構成されてい
る。
【０１４１】
　レンズ付き基板４１の構成としては、図１８のA乃至Cのいずれかの構成をとることがで
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きる。
【０１４２】
　図１８のAに示されるレンズ付き基板４１には、担体基板８１に設けられた貫通孔８３
に対して、上面からみて貫通孔８３を塞ぐようにレンズ樹脂部８２が形成されている。レ
ンズ樹脂部８２は、図１４を参照して説明したように、中央部のレンズ部９１（不図示）
と、その周辺部の担持部９２（不図示）で構成される。
【０１４３】
　レンズ付き基板４１の貫通孔８３となる側壁には、光反射を起因とするゴーストやフレ
アを防止するために光吸収性もしくは遮光性を有する膜１２１が成膜されている。これら
の膜１２１を便宜的に遮光膜１２１と呼ぶ。
【０１４４】
　担体基板８１とレンズ樹脂部８２の上側表面には、酸化物もしくは窒化物あるいはその
他の絶縁物を含む上側表面層１２２が形成されており 、担体基板８１とレンズ樹脂部８
２の下側表面には、酸化物もしくは窒化物あるいはその他の絶縁物を含む下側表面層１２
３が形成されている。
【０１４５】
　上側表面層１２２は、一例として、低屈折膜と高屈折膜を交互に複数層積層した反射防
止膜を構成している。反射防止膜は、例えば、低屈折膜と高屈折膜を交互に合計４層積層
して構成することができる。低屈折膜は、例えば、SiOx（１≦x≦２）、SiOC、SiOFなど
の酸化膜、高屈折膜は、例えば、TiO、TaO、Nb2O5などの金属酸化膜で構成される。
【０１４６】
　なお、上側表面層１２２の構成は、例えば、光学シミュレーションを用いて所望の反射
防止性能が得られるように設計されていればよく、低屈折膜及び高屈折膜の材料、膜厚、
積層数などは特に限定されない。本実施の形態では、上側表面層１２２の最表面は、低屈
折膜となっており、その膜厚は、例えば２０乃至１０００nm、密度は、例えば２．２乃至
２．５ｇ／cm3、平坦度が、例えば１nm以下程度の二乗平均粗さRq（RMS）となっている。
また、詳細は後述するが、この上側表面層１２２は、他のレンズ付き基板４１と接合され
る際の接合膜にもなっている。
【０１４７】
　上側表面層１２２は、一例として、低屈折膜と高屈折膜を交互に複数層積層した反射防
止膜であって良く、そのなかでも無機物の反射防止膜であって良い。上側表面層１２２は
、別の例として、酸化物もしくは窒化物あるいはその他の絶縁物を含む単層膜であっても
良く、そのなかでも無機物の膜であっても良い。
【０１４８】
　下側表面層１２３も、一例として、低屈折膜と高屈折膜を交互に複数層積層した反射防
止膜であって良く、そのなかでも無機物の反射防止膜であって良い。下側表面層１２３は
、別の例として、酸化物もしくは窒化物あるいはその他の絶縁物を含む単層膜であっても
良く、そのなかでも無機物の膜であっても良い。
【０１４９】
　図１８のB及びCのレンズ付き基板４１については、図１８のAに示したレンズ付き基板
４１と異なる部分についてのみ説明する。
【０１５０】
　図１８のBに示されるレンズ付き基板４１においては、担体基板８１とレンズ樹脂部８
２の下側表面に形成されている膜が、図１８のAに示したレンズ付き基板４１と異なる。
【０１５１】
　図１８のBのレンズ付き基板４１では、担体基板８１の下側表面には、酸化物もしくは
窒化物あるいはその他の絶縁物を含む下側表面層１２４が形成されている一方、レンズ樹
脂部８２の下側表面には、下側表面層１２４が形成されていない。下側表面層１２４は、
上側表面層１２２と同一材料でもよいし、異なる材料でもよい。
【０１５２】
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　このような構造は、例えば、レンズ樹脂部８２を形成する前に、担体基板８１の下側表
面に下側表面層１２４を形成しておき、その後、レンズ樹脂部８２を形成する製法により
、形成し得る。あるいは、レンズ樹脂部８２を形成した後に、レンズ樹脂部８２にマスク
を形成し、担体基板８１上にはマスクを形成しない状態で、下側表面層１２４を構成する
膜を、例えばＰＶＤにより、担体基板８１の下側表面に堆積させることで、形成し得る。
【０１５３】
　図１８のCのレンズ付き基板４１においては、担体基板８１の上側表面に、酸化物もし
くは窒化物あるいはその他の絶縁物を含む上側表面層１２５が形成されている一方、レン
ズ樹脂部８２の上側表面には、上側表面層１２５が形成されていない。
【０１５４】
　同様に、レンズ付き基板４１の下側表面においても、担体基板８１の下側表面に、酸化
物もしくは窒化物あるいはその他の絶縁物を含む下側表面層１２４が形成されている一方
、レンズ樹脂部８２の下側表面には、下側表面層１２４が形成されていない。
【０１５５】
　このような構造は、例えば、レンズ樹脂部８２が形成される前に、担体基板８１に上側
表面層１２５と下側表面層１２４を形成しておき、その後、レンズ樹脂部８２を形成する
製法により、形成し得る。あるいは、レンズ樹脂部８２を形成した後に、レンズ樹脂部８
２にマスクを形成し、担体基板８１上にはマスクを形成しない状態で、上側表面層１２５
および下側表面層１２４を構成する膜を、例えばＰＶＤにより、担体基板８１の表面に堆
積させることで、形成し得る。下側表面層１２４と上側表面層１２５は、同一材料でもよ
いし、異なる材料でもよい。
【０１５６】
　レンズ付き基板４１は、以上のように構成することができる。
【０１５７】
＜１０．レンズ付き基板の製造方法＞
　次に、図１９乃至図２９を参照して、レンズ付き基板４１の製造方法を説明する。
【０１５８】
　初めに、複数の貫通孔８３が形成された基板状態の担体基板８１Wが用意される。担体
基板８１Wは、例えば、通常の半導体装置に用いる、シリコンの基板を用いることができ
る。担体基板８１Wの形状は、例えば図１９のAに示されるような円形で、その直径は、例
えば200ｍｍや300mmなどとされる。担体基板８１Wは、シリコンの基板ではなく、例えば
、ガラスの基板、樹脂の基板、あるいは金属の基板であっても良い。
【０１５９】
　また、貫通孔８３の平面形状は、本実施の形態では、図１９のAに示されるように円形
であるとするが、図１９のBに示されるように、貫通孔８３の平面形状は、例えば四角形
などの多角形であっても良い。
【０１６０】
　貫通孔８３の開口幅は、例えば、100μm程度から20mm程度まで採り得る。この場合、担
体基板８１Wには、例えば100個程度から500万個程度まで配置し得る。
【０１６１】
　本明細書においては、レンズ付き基板４１の平面方向における貫通孔８３の大きさを、
開口幅と呼ぶ。開口幅は、特に断り書きがが無い限り、貫通孔８３の平面形状が四角形で
ある場合は一辺の長さ、貫通孔８３の平面形状が円形である場合は直径を意味する。
【０１６２】
　貫通孔８３は、図２０に示されるように、担体基板８１Wの第１の表面における第１の
開口幅１３１よりも、第１の表面と対向する第２の表面における第２の開口幅１３２の方
が、小さくなっている。
【０１６３】
　第１の開口幅１３１よりも第２の開口幅１３２の方が小さい貫通孔８３の３次元形状の
例として、貫通孔８３は、図２０のAに示される円錐台の形状であって良いし、多角形の
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角錐台の形状であっても良い。貫通孔８３の側壁の断面形状は、図２０のAに示されるよ
うな直線であって良いし、図２０のBに示されるような曲線であってもよい。あるいはま
た、図２０のCに示されるように、段差があっても良い。
【０１６４】
　第１の開口幅１３１よりも第２の開口幅１３２の方が小さい形状である貫通孔８３は、
貫通孔８３内に樹脂を供給し、この樹脂を、第１と第２の表面のそれぞれから対向する方
向へ型部材で押すことでレンズ樹脂部８２を形成する際に、レンズ樹脂部８２となる樹脂
が、対向する２つの型部材からの力を受けて、貫通孔８３の側壁に押し付けられる。これ
により、レンズ樹脂部８２となる樹脂と担体基板との密着強度が高くなるという作用をも
たらし得る。
【０１６５】
　なお、貫通孔８３の他の実施の形態として、第１の開口幅１３１と第２の開口幅１３２
が等しい形状、すなわち貫通孔８３の側壁の断面形状が垂直となる形状であっても良い。
【０１６６】
＜ウェットエッチングを用いた貫通孔の形成方法＞
　担体基板８１Wの貫通孔８３は、担体基板８１Wをウェットエッチングにより、エッチン
グすることによって形成することができる。具体的には、担体基板８１Wをエッチングす
る前に、担体基板８１Wの非開口領域がエッチングされることを防ぐためのエッチングマ
スクが、担体基板８１Wの表面に形成される。エッチングマスクの材料には、例えばシリ
コン酸化膜あるいはシリコン窒化膜などの絶縁膜が用いられる。エッチングマスクは、エ
ッチングマスク材料の層を担体基板８１Wの表面に形成し、この層に貫通孔８３の平面形
状となるパターンを開口することで、形成される。エッチングマスクが形成された後、担
体基板８１Wをエッチングすることにより、担体基板８１Wに貫通孔８３が形成される。
【０１６７】
　担体基板８１Wとして、例えば、基板表面方位が(100)の単結晶シリコンを使用する場合
、貫通孔８３を形成するためには、KOHなどのアルカリ性の溶液を用いた結晶異方性ウェ
ットエッチングを採用することができる。
【０１６８】
　基板表面方位が(100)の単結晶シリコンである担体基板８１Wに、KOHなどのアルカリ性
の溶液を用いた結晶異方性ウェットエッチングを行うと、開口側壁に(111)面が現れるよ
うにエッチングが進行する。その結果、エッチングマスクの開口部の平面形状が円形もし
くは四角形のどちらであっても、平面形状が四角形であって、貫通孔８３の開口幅は第１
の開口幅１３１よりも第２の開口幅１３２の方が小さく、貫通孔８３の３次元形状が角錐
台もしくはこれに類似の形状となる貫通孔８３が得られる。角錐台となる貫通孔８３の側
壁の角度は、基板平面に対して、約５５°の角度となる。
【０１６９】
　貫通孔形成のためのエッチングは、別の実施の例として、国際公開第２０１１/０１７
０３９号などに開示された、結晶方位の制約を受けずに任意の形状にシリコンをエッチン
グ可能な薬液を用いたウェットエッチングによって行っても良い。この薬液としては、例
えば、TMAH（水酸化テトラメチルアンモニウム）水溶液に、界面活性剤であるポリオキシ
エチレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシアルキレンアルキルエーテル、ポリエチ
レングリコールの少なくとも１つを加えた薬液、もしくは、KOH水溶液にイソプロピルア
ルコールを加えた薬液、などを採用することができる。
【０１７０】
　基板表面方位が(100)の単結晶シリコンである担体基板８１Wに、上述したいずれかの薬
液を用いて貫通孔８３形成のためのエッチングを行うと、エッチングマスクの開口部の平
面形状が円形である場合は、平面形状が円形であって、第１の開口幅１３１よりも第２の
開口幅１３２の方が小さく、３次元形状が円錐台もしくはこれに類似の形状、となる貫通
孔８３が得られる。
【０１７１】
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　エッチングマスクの開口部の平面形状が四角形である場合には、平面形状が四角形であ
って、開口幅は第１の開口幅１３１よりも第２の開口幅１３２の方が小さく、３次元形状
が角錐台もしくはこれに類似の形状、となる貫通孔８３が得られる。上記円錐台もしくは
角錐台となる貫通孔８３の側壁の角度は、基板平面に対して、約４５°の角度となる。
【０１７２】
＜ドライエッチングを用いた貫通孔の形成方法＞
　また、貫通孔８３形成のエッチングには、上述したウェットエッチングではなく、ドラ
イエッチングを用いることも可能である。
【０１７３】
　図２１を参照して、ドライエッチングを用いた貫通孔８３の形成方法について説明する
。
【０１７４】
　図２１のAに示されるように、担体基板８１Wの一方の表面に、エッチングマスク１４１
が形成される。エッチングマスク１４１は、貫通孔８３を形成する部分が開口されたマス
クパターンとなっている。
【０１７５】
　次に、図２１のBに示されるように、エッチングマスク１４１の側壁を保護するための
保護膜１４２が形成された後、図２１のCに示されるように、ドライエッチングにより担
体基板８１Wが所定の深さでエッチングされる。ドライエッチング工程により、担体基板
８１W表面とエッチングマスク１４１表面の保護膜１４２は除去されるが、エッチングマ
スク１４１側面の保護膜１４２は残存し、エッチングマスク１４１の側壁は保護される。
エッチング後、図２１のDに示されるように、側壁の保護膜１４２が除去され、エッチン
グマスク１４１が、開口パターンのパターンサイズを大きくする方向に後退される。
【０１７６】
　そして、再び、図２１のB乃至Dの保護膜形成工程、ドライエッチング工程、エッチング
マスク後退工程が、複数回繰り返し行われる。これにより、図２１のEに示されるように
、担体基板８１Wは、周期性のある段差を持つ階段形状（凹凸形状）となるようにエッチ
ングされる。
【０１７７】
　最後に、エッチングマスク１４１が除去されると、図２１のFに示されるように、階段
形状の側壁をもつ貫通孔８３が、担体基板８１Wに形成される。貫通孔８３の階段形状の
平面方向の幅（１段の幅）は、例えば、４００nm乃至１μｍ程度とされる。
【０１７８】
　以上のようにドライエッチングを用いて貫通孔８３を形成する場合には、保護膜形成工
程、ドライエッチング工程、エッチングマスク後退工程が繰り返し実行される。
【０１７９】
　貫通孔８３の側壁が周期性のある階段形状（凹凸形状）であることにより、入射光の反
射を抑制することができる。また、仮に、貫通孔８３の側壁がランダムな大きさの凹凸形
状である場合には、貫通孔８３内に形成されるレンズと側壁との間の密着層にボイド（空
隙）が発生し、そのボイドが原因でレンズとの密着性が低下する場合がある。しかしなが
ら、上述した形成方法によれば、貫通孔８３の側壁は周期性のある凹凸形状となるので、
密着性が向上し、レンズ位置ずれによる光学特性の変化を抑制することができる。
【０１８０】
　各工程で使用される材料の一例としては、例えば、担体基板８１Wは単結晶シリコン、
エッチングマスク１４１はフォトレジスト、保護膜１４２は、C4F8やCHF3などのガスプラ
ズマを用いて形成するフロカーボンポリマー、エッチング処理は、SF6/O2、C4F8/SF6など
Fを含むガスを用いたプラズマエッチング、マスク後退工程は、O2ガス、CF4/O2などO2を
含むプラズマエッチングとすることができる。
【０１８１】
　あるいはまた、担体基板８１Wは単結晶シリコン、エッチングマスク１４１はSiO2、エ
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ッチングは、Cl2を含むプラズマ、保護膜１４２は、O2プラズマを用いてエッチング対象
材を酸化させた酸化膜、エッチング処理は、Cl2を含むガスを用いたプラズマエッチング
マスク後退工程は、CF4/O2などFを含むガスを用いたプラズマエッチングとすることがで
きる。
【０１８２】
　以上のように、ウェットエッチング、または、ドライエッチングにより、担体基板８１
Wに、複数の貫通孔８３を同時形成することができるが、担体基板８１Wには、図２２のA
に示されるように、貫通孔８３を形成していない領域に貫通溝１５１を形成しても良い。
【０１８３】
　図２２のAは、貫通孔８３に加えて貫通溝１５１を形成した担体基板８１Wの平面図であ
る。
【０１８４】
　貫通溝１５１は、例えば、図２２のAに示されるように、行列状に配置された複数個の
貫通孔８３を避けて、行方向と列方向のそれぞれの貫通孔８３の間の一部にだけ配置され
る。
【０１８５】
　また、担体基板８１Wの貫通溝１５１は、積層レンズ構造体１１を構成する各レンズ付
き基板４１どうしで、同一の位置に配置することができる。この場合には、積層レンズ構
造体１１として複数枚の担体基板８１Wが積層された状態では、図２２のBの断面図のよう
に、複数枚の担体基板８１Wの貫通溝１５１が、複数枚の担体基板８１Wの間で貫通した構
造となる。
【０１８６】
　レンズ付き基板４１の一部としての担体基板８１Wの貫通溝１５１は、例えば、レンズ
付き基板４１を変形させる応力がレンズ付き基板４１の外部から働く場合に、応力による
レンズ付き基板４１の変形を緩和する作用または効果をもたらし得る。
【０１８７】
　あるいは、貫通溝１５１は、例えば、レンズ付き基板４１を変形させる応力がレンズ付
き基板４１の内部から発生する場合に、応力によるレンズ付き基板４１の変形を緩和する
作用または効果をもたらし得る。
【０１８８】
＜レンズ付き基板の製造方法＞
　次に、図２３を参照して、基板状態のレンズ付き基板４１Wの製造方法について説明す
る。
【０１８９】
　初めに、図２３のAに示されるように、貫通孔８３が複数形成された担体基板８１Wが用
意される。貫通孔８３の側壁には遮光膜１２１が成膜されている。図２３では、紙面の制
約上、２個の貫通孔８３のみが示されているが、実際には、図１９で示したように、担体
基板８１Wの平面方向に、多数の貫通孔８３が形成されている。また、担体基板８１Wの外
周に近い領域には、位置合わせのためのアライメントマーク（不図示）が形成されている
。
【０１９０】
　担体基板８１W上側の表側平坦部１７１と、下側の裏側平坦部１７２は、後の工程で行
われるプラズマ接合が可能な程度に平坦に形成された平坦面となっている。担体基板８１
Wの厚みは、最終的にレンズ付き基板４１として個片化され、他のレンズ付き基板４１と
重ねられた際に、レンズ間距離を決定するスペーサとしての役割も担っている。
【０１９１】
　担体基板８１Wには、熱膨張係数が１０ppm／℃以下の低熱膨張係数の基材を用いるのが
好ましい。
【０１９２】
　次に、図２３のBに示されるように、凹形状の光学転写面１８２が一定の間隔で複数配
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置された下型１８１の上に、担体基板８１Wが配置される。より詳しくは、凹形状の光学
転写面１８２が担体基板８１Wの貫通孔８３の内側に位置するように、担体基板８１Wの裏
側平坦部１７２と下型１８１の平坦面１８３とが重ね合わされる。下型１８１の光学転写
面１８２は、担体基板８１Wの貫通孔８３と１対１に対応するように形成されており、対
応する光学転写面１８２と貫通孔８３の中心が光軸方向で一致するように、担体基板８１
Wと下型１８１の平面方向の位置が調整される。下型１８１は、硬質の型部材で形成され
ており、例えば、金属やシリコン、石英、ガラスで構成される。
【０１９３】
　次に、図２３のCに示されるように、重ね合わされた下型１８１と担体基板８１Wの貫通
孔８３の内側に、エネルギー硬化性樹脂１９１が充填（滴下）される。レンズ樹脂部８２
は、このエネルギー硬化性樹脂１９１を用いて形成される。そのため、エネルギー硬化性
樹脂１９１は、気泡を含まないようにあらかじめ脱泡処理されていることが好ましい。脱
泡処理としては、真空脱泡処理、または、遠心力による脱泡処理であることが好ましい。
また、真空脱泡処理は充填後に行うことが好ましい。脱泡処理を行うことにより、気泡を
抱き込むことなく、レンズ樹脂部８２の成形が可能となる。
【０１９４】
　次に、図２３のDに示されるように、重ね合わされた下型１８１と担体基板８１Wの上に
、上型２０１が配置される。上型２０１には、凹形状の光学転写面２０２が一定の間隔で
複数配置されており、下型１８１を配置したときと同様に、貫通孔８３の中心と光学転写
面２０２の中心が光軸方向で一致するように、精度良く位置決めされた上で、上型２０１
が配置される。
【０１９５】
　紙面上の縦方向となる高さ方向については、上型２０１と下型１８１との間隔を制御す
る制御装置により、上型２０１と下型１８１との間隔が予め定めた距離となるように、上
型２０１の位置が固定される。このとき、上型２０１の光学転写面２０２と下型１８１の
光学転写面１８２とで挟まれる空間は、光学設計によって計算されたレンズ樹脂部８２（
レンズ２１）の厚みと等しくなる。
【０１９６】
　あるいはまた、図２３のEに示されるように、下型１８１を配置したときと同様に、上
型２０１の平坦面２０３と、担体基板８１Wの表側平坦部１７１とを、重ね合わせても良
い。この場合、上型２０１と下型１８１との距離は、担体基板８１Wの厚みと同値となり
、平面方向及び高さ方向の高精度な位置合わせが可能となる。
【０１９７】
　上型２０１と下型１８１との間隔が予め設定した距離となるように制御したとき、上述
した図２３のCの工程において、担体基板８１Wの貫通孔８３の内側に滴下されたエネルギ
ー硬化性樹脂１９１の充填量は、担体基板８１Wの貫通孔８３と、その上下の上型２０１
及び下型１８１とで囲まれる空間から溢れないようにコントロールされた量となっている
。これにより、エネルギー硬化性樹脂１９１の材料を無駄にすることなく、製造コストを
削減することができる。
【０１９８】
　続いて、図２３のEに示される状態において、エネルギー硬化性樹脂１９１の硬化処理
が行われる。エネルギー硬化性樹脂１９１は、例えば、熱またはUV光をエネルギーとして
与え、所定の時間放置することで、硬化する。硬化中には、上型２０１を下方向に押し込
んだり、アライメントをすることにより、エネルギー硬化性樹脂１９１の収縮による変形
を最小限に抑制することができる。
【０１９９】
　エネルギー硬化性樹脂１９１の代わりに、熱可塑性樹脂を用いても良い。その場合には
、図２３のEに示される状態において、上型２０１と下型１８１を昇温することでエネル
ギー硬化性樹脂１９１がレンズ形状に成形され、冷却することで硬化する。
【０２００】
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　次に、図２３のFに示されるように、上型２０１と下型１８１の位置を制御する制御装
置が、上型２０１を上方向、下型１８１を下方向へ移動させて、上型２０１と下型１８１
を担体基板８１Wから離型する。上型２０１と下型１８１が担体基板８１Wから離型される
と、担体基板８１Wの貫通孔８３の内側に、レンズ２１を含むレンズ樹脂部８２が形成さ
れている。
【０２０１】
　なお、担体基板８１Wと接触する上型２０１と下型１８１の表面をフッ素系またはシリ
コン系等の離型剤でコーティングしてもよい。そのようにすることにより、上型２０１と
下型１８１から担体基板８１Wを容易に離型することができる。また、担体基板８１Wとの
接触面から容易に離型する方法として、フッ素含有DLC（Diamond Like Carbon）等の各種
コーティングを行ってもよい。
【０２０２】
　次に、図２３のGに示されるように、担体基板８１Wとレンズ樹脂部８２の表面に上側表
面層１２２が形成され、担体基板８１Wとレンズ樹脂部８２の裏面に、下側表面層１２３
が形成される。上側表面層１２２及び下側表面層１２３の成膜前後において、必要に応じ
てCMP（Chemical Mechanical Polishing）等を行うことで、担体基板８１Wの表側平坦部
１７１と裏側平坦部１７２を平坦化してもよい。
【０２０３】
　以上のように、担体基板８１Wに形成された貫通孔８３に、エネルギー硬化性樹脂１９
１を上型２０１と下型１８１を用いて加圧成型（インプリント）することで、レンズ樹脂
部８２を形成し、レンズ付き基板４１を製造することができる。
【０２０４】
　光学転写面１８２及び光学転写面２０２の形状は、上述した凹形状に限定されるもので
はなく、レンズ樹脂部８２の形状に応じて適宜決定される。図１５に示したように、レン
ズ付き基板４１ａ乃至４１ｅのレンズ形状は、光学系設計により導出された様々な形状を
とることができ、例えば、両凸形状、両凹形状、平凸形状、平凹形状、凸メニスカス形状
、凹メニスカス形状、更には高次非球面形状などでもよい。
【０２０５】
　また、光学転写面１８２及び光学転写面２０２の形状は、形成後のレンズ形状がモスア
イ構造となる形状とすることもできる。
【０２０６】
　上述した製造方法によれば、エネルギー硬化性樹脂１９１の硬化収縮によるレンズ樹脂
部８２どうしの平面方向の距離の変動を、担体基板８１Wの介在によって断ち切ることが
できるので、レンズ距離間精度を高精度に制御することができる。また、強度の弱いエネ
ルギー硬化性樹脂１９１を、強度の強い担体基板８１Wによって補強する効果がある。こ
れにより、ハンドリング性の良いレンズを複数配置したレンズアレイ基板を提供すること
ができるとともに、レンズアレイ基板の反りを抑制できる効果を有する。
【０２０７】
＜貫通孔形状が多角形の例＞
　図１９のBに示したように、貫通孔８３の平面形状は、例えば四角形などの多角形であ
っても良い。
【０２０８】
　図２４は、貫通孔８３の平面形状が四角形である場合の、レンズ付き基板４１ａの担体
基板８１ａとレンズ樹脂部８２ａの平面図と断面図である。
【０２０９】
　図２４におけるレンズ付き基板４１ａの断面図は、平面図のB‐B’線とC‐C’線におけ
る断面図を示している。
【０２１０】
　B‐B’線断面図とC‐C’線断面図を比較して判るように、貫通孔８３ａが四角形の場合
、貫通孔８３ａの中心から貫通孔８３ａの上部外縁までの距離、および、貫通孔８３ａの
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中心から貫通孔８３ａの下部外縁までの距離は、四角形である貫通孔８３ａの辺方向と対
角線方向とで異なり、対角線方向の方が大きい。このため、貫通孔８３ａの平面形状が四
角形の場合、レンズ部９１を円形にすると、レンズ部９１外周から貫通孔８３ａ側壁まで
の距離、言い換えれば、担持部９２の長さを、四角形の辺方向と対角線方向とで異なる長
さにする必要がある。
【０２１１】
　そこで、図２４に示されるレンズ樹脂部８２ａは、以下の構造を備える。
（１）レンズ部９１の外周に配置した腕部１０１の長さは、四角形の辺方向と対角線方向
とで同じである。
（２）腕部１０１の外側に配置し、貫通孔８３ａ側壁まで延在する脚部１０２の長さは、
四角形の辺方向の脚部１０２の長さよりも対角線方向の脚部１０２の長さの方を、長くし
ている。
【０２１２】
　図２４に示されるように、脚部１０２は、レンズ部９１に直接は接していない一方、腕
部１０１は、レンズ部９１に直接接している。
【０２１３】
　図２４のレンズ樹脂部８２ａでは、レンズ部９１に直接接している腕部１０１の長さと
厚さを、レンズ部９１の外周全体に渡って一定にすることで、レンズ部９１全体を偏りな
く一定の力で支える、という作用または効果をもたらし得る。
【０２１４】
　さらに、レンズ部９１全体を偏りなく一定の力で支えることにより、例えば、貫通孔８
３ａを取り囲む担体基板８１ａから、貫通孔８３ａの外周全体に渡って応力が加わるよう
な場合には、これをレンズ部９１全体に偏りなく伝えることで、レンズ部９１の特定の部
分だけに偏って応力が伝わることを抑える、という作用または効果をもたらし得る。
【０２１５】
　図２５は、平面形状が四角形である貫通孔８３のその他の例について示す、レンズ付き
基板４１ａの担体基板８１ａとレンズ樹脂部８２ａの平面図と断面図である。
【０２１６】
　図２５におけるレンズ付き基板４１ａの断面図は、平面図のB‐B’線とC‐C’線におけ
る断面図を示している。
【０２１７】
　図２５においても、図２２と同様に、貫通孔８３ａの中心から貫通孔８３ａの上部外縁
までの距離、および、貫通孔８３ａの中心から貫通孔８３ａの下部外縁までの距離は、四
角形である貫通孔８３ａの辺方向と対角線方向とで異なり、対角線方向の方が大きい。こ
のため、貫通孔８３ａの平面形状が四角形の場合、レンズ部９１を円形にすると、レンズ
部９１外周から貫通孔８３ａ側壁までの距離、言い換えれば、担持部９２の長さを、四角
形の辺方向と対角線方向とで異なる長さにする必要がある。
【０２１８】
　そこで、図２５に示されるレンズ樹脂部８２ａは、以下の構造を備える。
（１）レンズ部９１の外周に配置した脚部１０２の長さを、貫通孔８３ａの四角形の４つ
の辺に沿って、一定にしている。
（２）上記（１）の構造を実現するために、腕部１０１の長さは、四角形の辺方向の腕部
の長さよりも対角線方向の腕部の長さの方を、長くしている。
【０２１９】
　図２５に示されるように、脚部１０２は腕部１０１よりも、樹脂の膜厚が厚い。このた
め、レンズ付き基板４１ａの平面方向の単位面積当たりの体積も、脚部１０２は腕部１０
１よりも大きい。
【０２２０】
　図２５の実施例では、脚部１０２の体積をできるだけ小さくし、かつ、貫通孔８３ａの
四角形の４辺に沿って一定にすることで、例えば樹脂の膨潤のような変形が発生するよう
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な場合には、これによる体積変化をできるだけ抑え、かつ体積変化がレンズ部９１の外周
全体に渡ってできるだけ偏らないようにする、という作用または効果をもたらし得る。
【０２２１】
　図２６は、レンズ付き基板４１のレンズ樹脂部８２と貫通孔８３の他の実施形態を示す
断面図である。
【０２２２】
　図２６に示されるレンズ樹脂部８２と貫通孔８３は、以下の構造を備える。
（１）貫通孔８３の側壁は、段付き部２２１を備える段付き形状である。
（２）レンズ樹脂部８２の担持部９２の脚部１０２が、貫通孔８３の側壁上方に配置され
るだけでなく、貫通孔８３に備わる段付き部２２１の上にも、レンズ付き基板４１の平面
方向に延在している。
【０２２３】
　図２７を参照して、図２６に示した段付き形状の貫通孔８３の形成方法について説明す
る。
【０２２４】
　初めに、図２７のAに示されるように、担体基板８１Wの一方の面に、貫通孔開口の際の
ウェットエッチングに対する耐性を有するエッチングストップ膜２４１が形成される。エ
ッチングストップ膜２４１は、例えば、シリコン窒化膜とすることができる。
【０２２５】
　次いで、担体基板８１Wのもう一方の面に、貫通孔開口の際のウェットエッチングに対
する耐性を有するハードマスク２４２が形成される。ハードマスク２４２も、例えばシリ
コン窒化膜とすることができる。
【０２２６】
　次に、図２７のBに示されるように、ハードマスク２４２の所定の領域が、１回目のエ
ッチングのために開口される。１回目のエッチングでは、貫通孔８３の段付き部２２１の
上段となる部分がエッチングされる。このため、１回目のエッチングのためのハードマス
ク２４２の開口部は、図２６に記載のレンズ付き基板４１の上側基板表面における開口に
対応した領域となる。
【０２２７】
　次に、図２７のCに示されるように、ウェットエッチングにより、ハードマスク２４２
の開口部に応じて、担体基板８１Wが所定の深さ分だけエッチングされる。
【０２２８】
　次に、図２７のDに示されるように、エッチング後の担体基板８１Wの表面に、ハードマ
スク２４３が改めて形成され、貫通孔８３の段付き部２２１の下側となる部分に対応して
ハードマスク２４３が開口される。２回目のハードマスク２４３も、例えばシリコン窒化
膜を採用することができる。
【０２２９】
　次に、図２７のEに示されるように、ウェットエッチングにより、ハードマスク２４３
の開口部に応じて、エッチングストップ膜２４１に到達するまで担体基板８１Wがエッチ
ングされる。
【０２３０】
　最後に、図２７のFに示されるように、担体基板８１Wの上側表面のハードマスク２４３
と、下側表面のエッチングストップ膜２４１が除去される。
【０２３１】
　以上のように、ウェットエッチングによる貫通孔形成のための担体基板８１Wのエッチ
ングを２回に分けて行うことで、図２６に示した段付き形状の貫通孔８３が得られる。
【０２３２】
　図２８は、貫通孔８３ａが段付き部２２１を有し、かつ、貫通孔８３ａの平面形状が円
形である場合の、レンズ付き基板４１ａの担体基板８１ａとレンズ樹脂部８２ａの平面図
と断面図である。
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【０２３３】
　図２８におけるレンズ付き基板４１ａの断面図は、平面図のB‐B’線とC‐C’線におけ
る断面図を示している。
【０２３４】
　貫通孔８３ａの平面形状が円形である場合、貫通孔８３ａの断面形状は当然直径の方向
によらず同じである。これに加えて、レンズ樹脂部８２ａの外縁、腕部１０１、及び脚部
１０２の断面形状も、直径の方向によらず同じとなるように形成されている。
【０２３５】
　図２８の段付き形状を有する貫通孔８３ａは、貫通孔８３ａ内に段付き部２２１を備え
ない図１４の貫通孔８３ａと比較して、レンズ樹脂部８２の担持部９２の脚部１０２が、
貫通孔８３ａの側壁と接触する面積を大きくできる、という作用または効果をもたらす。
また、これにより、レンズ樹脂部８２と貫通孔８３ａの側壁との密着強度、言い換えれば
、レンズ樹脂部８２ａと担体基板８１Wとの密着強度を増加させる、という作用または効
果をもたらす。
【０２３６】
　図２９は、貫通孔８３ａが段付き部２２１を有し、かつ、貫通孔８３ａの平面形状が四
角形である場合の、レンズ付き基板４１ａの担体基板８１ａとレンズ樹脂部８２ａの平面
図と断面図である。
【０２３７】
　図２９におけるレンズ付き基板４１ａの断面図は、平面図のB‐B’線とC‐C’線におけ
る断面図を示している。
【０２３８】
　図２９に示されるレンズ樹脂部８２と貫通孔８３は、以下の構造を備える。
（１）レンズ部９１の外周に配置した腕部１０１の長さは、四角形の辺方向と対角線方向
とで同じである。
（２）腕部１０１の外側に配置し、貫通孔８３ａの側壁まで延在する脚部１０２の長さは
、四角形の辺方向の脚部１０２の長さよりも、対角線方向の脚部１０２の長さが長い。
【０２３９】
　図２９に示されるように、脚部１０２は、レンズ部９１に直接は接していない一方、腕
部１０１は、レンズ部９１に直接接している。
【０２４０】
　図２９のレンズ樹脂部８２ａでは、図２４に記載のレンズ樹脂部８２ａと同様に、レン
ズ部９１に直接接している腕部１０１の長さと厚さを、レンズ部９１の外周全体に渡って
一定にすることで、レンズ部９１全体を偏りなく一定の力で支える、という作用または効
果をもたらし得る。
【０２４１】
　さらに、レンズ部９１全体を偏りなく一定の力で支えることにより、例えば、貫通孔８
３ａを取り囲む担体基板８１ａから、貫通孔８３ａの外周全体に渡って応力が加わるよう
な場合には、これをレンズ部９１全体に偏りなく伝えることで、レンズ部９１の特定の部
分だけに偏って応力が伝わることを抑える、という作用または効果をもたらし得る。
【０２４２】
　さらに、図２９の貫通孔８３ａの構造は、貫通孔８３ａ内に段付き部２２１を備えない
図２４等の貫通孔８３ａと比較して、レンズ樹脂部８２ａの担持部９２の脚部１０２が、
貫通孔８３ａの側壁と接触する面積を大きくできる、という作用または効果をもたらす。
これにより、レンズ樹脂部８２ａと貫通孔８３ａの側壁部との密着強度、言い換えれば、
レンズ樹脂部８２ａと担体基板８１ａとの密着強度が増加する、という作用または効果を
もたらす。
【０２４３】
＜１１．レンズ付き基板どうしの直接接合＞
　次に、複数のレンズ付き基板４１が形成された基板状態のレンズ付き基板４１Wどうし
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の直接接合について説明する。
【０２４４】
　以下の説明では、図３０に示されるように、複数のレンズ付き基板４１ａが形成された
基板状態のレンズ付き基板４１Wを、レンズ付き基板４１W－ａと記述し、複数のレンズ付
き基板４１ｂが形成された基板状態のレンズ付き基板４１Wを、レンズ付き基板４１W－ｂ
と記述する。その他のレンズ付き基板４１ｃ乃至４１ｅについても同様に表す。
【０２４５】
　図３１を参照して、基板状態のレンズ付き基板４１W－ａと、基板状態のレンズ付き基
板４１W－ｂとの直接接合について説明する。
【０２４６】
　なお、図３１では、レンズ付き基板４１W－ａの各部と対応するレンズ付き基板４１W－
ｂの部分には、レンズ付き基板４１W－ａと同じ符号を付して説明する。
【０２４７】
　レンズ付き基板４１W－ａとレンズ付き基板４１W－ｂの上側表面には、上側表面層１２
２または１２５が形成されている。レンズ付き基板４１W－ａとレンズ付き基板４１W－ｂ
の下側表面には、下側表面層１２３または１２４が形成されている。そして、図３１のA
に示されるように、レンズ付き基板４１W－ａと４１W－ａの接合される面となる、レンズ
付き基板４１W－ａの裏側平坦部１７２を含む下側表面全体、及び、レンズ付き基板４１W
－ｂの表側平坦部１７１を含む上側表面全体に、プラズマ活性処理が施される。プラズマ
活性処理に使用されるガスは、O2、N2、He、Ar、H2などプラズマ処理可能なガスであれば
何でもよい。ただし、プラズマ活性処理に使用されるガスとして、上側表面層１２２及び
下側表面層１２３の構成元素と同じガスを使用すると、上側表面層１２２及び下側表面層
１２３の膜自体の変質を抑制することができるので、好ましい。
【０２４８】
　そして、図３１のBに示されるように、活性化された表面状態のレンズ付き基板４１W－
ａの裏側平坦部１７２と、レンズ付き基板４１W－ｂの表側平坦部１７１とを貼り合わせ
る。
【０２４９】
　このレンズ付き基板どうしの貼り合わせ処理により、レンズ付き基板４１W－ａの下側
表面層１２３または１２４の表面のOH基の水素とレンズ付き基板４１W－ｂの上側表面層
１２２または１２５の表面のOH基の水素との間に水素結合が生じる。これにより、レンズ
付き基板４１W－ａとレンズ付き基板４１W－ｂとが固定される。このレンズ付き基板どう
しの貼り合わせ処理は、大気圧の条件下で行い得る。
【０２５０】
　上記貼り合わせ処理を行ったレンズ付き基板４１W－ａとレンズ付き基板４１W－ｂに、
アニール処理を加える。これによりOH基どうしが水素結合した状態から脱水縮合が起きて
、レンズ付き基板４１W－ａの下側表面層１２３または１２４と、レンズ付き基板４１W－
ｂの上側表面層１２２または１２５との間に、酸素を介した共有結合が形成される。ある
いは、レンズ付き基板４１W－ａの下側表面層１２３または１２４に含まれる元素と、レ
ンズ付き基板４１W－ｂの上側表面層１２２または１２５に含まれる元素とが共有結合す
る。これらの結合により、２枚のレンズ付き基板が強固に固定される。このように、上側
に配置したレンズ付き基板４１Wの下側表面層１２３または１２４と、下側に配置したレ
ンズ付き基板４１Wの上側表面層１２２または１２５との間に共有結合が形成され、これ
によって２枚のレンズ付き基板４１Wが固定されることを、本明細書では直接接合と呼ぶ
。特許文献１が開示する複数枚のレンズ付き基板を基板全面に渡って樹脂によって固着す
る方法は、樹脂の硬化収縮や熱膨張とこれによるレンズの変形の懸念がある。これに対し
て、本技術の直接接合は、複数枚のレンズ付き基板４１Wを固定する際に樹脂を用いない
ため、これによる硬化収縮や熱膨張を起こすことなく、複数枚のレンズ付き基板４１Wを
固定することができる、という作用または効果をもたらす。
【０２５１】
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　上記アニール処理も、大気圧の条件下で行い得る。このアニール処理は、脱水縮合を行
うため、１００℃以上または１５０℃以上もしくは２００℃以上で行い得る。一方、この
アニール処理は、レンズ樹脂部８２を形成するためのエネルギー性硬化樹脂１９１を熱か
ら保護する観点やエネルギー性硬化樹脂１９１からの脱ガスを抑える観点から、４００℃
以下または３５０℃以下もしくは３００℃以下で行い得る。
【０２５２】
　上記レンズ付き基板４１Wどうしの貼り合わせ処理あるいは上記レンズ付き基板４１Wど
うしの直接接合処理を、仮に大気圧以外の条件下で行った場合には、接合されたレンズ付
き基板４１W－ａとレンズ付き基板４１W－ｂを大気圧の環境に戻すと、接合されたレンズ
樹脂部８２とレンズ樹脂部８２との間の空間と、レンズ樹脂部８２の外部との圧力差が生
じてしまう。この圧力差により、レンズ樹脂部８２に圧力が加わり、レンズ樹脂部８２が
変形してしまう懸念がある。
【０２５３】
　上記レンズ付き基板４１Wどうしの貼り合わせ処理あるいは上記レンズ付き基板どうし
の直接接合処理の双方を、大気圧の条件下で行うことは、接合を大気圧以外の条件下で行
った場合に懸念されるレンズ樹脂部８２の変形を回避することができる、という作用また
は効果をもたらす。
【０２５４】
　プラズマ活性処理を施した基板を直接接合する、言い換えればプラズマ接合することで
、例えば、接着剤として樹脂を用いた場合のような流動性、熱膨張を抑制することができ
るので、レンズ付き基板４１W－ａとレンズ付き基板４１W－ｂを接合する際の位置精度を
向上させることができる。
【０２５５】
　レンズ付き基板４１W－ａの裏側平坦部１７２と、レンズ付き基板４１W－ｂの表側平坦
部１７１には、上述したように、上側表面層１２２または下側表面層１２３が成膜されて
いる。この上側表面層１２２及び下側表面層１２３は、先に行ったプラズマ活性処理によ
り、ダングリングボンドが形成されやすくなっている。即ち、レンズ付き基板４１W－ａ
の裏側平坦部１７２に成膜した下側表面層１２３と、レンズ付き基板４１W－ｂの表側平
坦部１７１に成膜した上側表面層１２２は、接合強度を増加させる役割も有している。
【０２５６】
　また、上側表面層１２２または下側表面層１２３が酸化膜で構成されている場合には、
プラズマ（O2）による膜質変化の影響を受けないため、レンズ樹脂部８２に対しては、プ
ラズマによる腐食を抑制する効果も有する。
【０２５７】
　以上のように、複数のレンズ付き基板４１ａが形成された基板状態のレンズ付き基板４
１W－ａと、複数のレンズ付き基板４１ｂが形成された基板状態のレンズ付き基板４１W－
が、プラズマによる表面活性化処理を施したうえで直接接合される、言い換えれば、プラ
ズマ接合を用いて接合される。
【０２５８】
　図３２は、図３１を参照して説明した基板状態のレンズ付き基板４１Wどうしの接合方
法を用いて、図１３の積層レンズ構造体１１に対応する５枚のレンズ付き基板４１ａ乃至
４１ｅを基板状態で積層する第１の積層方法を示している。
【０２５９】
　最初に、図３２のAに示されるように、積層レンズ構造体１１において最下層に位置す
る基板状態のレンズ付き基板４１W－ｅが用意される。
【０２６０】
　次に、図３２のBに示されるように、積層レンズ構造体１１において下から２層目に位
置する基板状態のレンズ付き基板４１W－ｄが、基板状態のレンズ付き基板４１W－ｅの上
に接合される。
【０２６１】
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　次に、図３２のCに示されるように、積層レンズ構造体１１において下から３層目に位
置する基板状態のレンズ付き基板４１W－ｃが、基板状態のレンズ付き基板４１W－ｄの上
に接合される。
【０２６２】
　次に、図３２のDに示されるように、積層レンズ構造体１１において下から４層目に位
置する基板状態のレンズ付き基板４１W－ｂが、基板状態のレンズ付き基板４１W－ｃの上
に接合させる。
【０２６３】
　次に、図３２のEに示されるように、積層レンズ構造体１１において下から５層目に位
置する基板状態のレンズ付き基板４１W－ａが、基板状態のレンズ付き基板４１W－ｂの上
に接合される。
【０２６４】
　最後に、図３２のFに示されるように、積層レンズ構造体１１においてレンズ付き基板
４１ａの上層に位置する絞り板５１Wが、基板状態のレンズ付き基板４１W－ａの上に接合
される。
【０２６５】
　以上のように、基板状態の５枚のレンズ付き基板４１W-ａ乃至４１W-ｅを、積層レンズ
構造体１１における下層のレンズ付き基板４１Wから、上層のレンズ付き基板４１Wへと、
１枚ずつ順番に積層していくことで、基板状態の積層レンズ構造体１１Wが得られる。
【０２６６】
　図３３は、図３１を参照して説明した基板状態のレンズ付き基板４１Wどうしの接合方
法を用いて、図１３の積層レンズ構造体１１に対応する５枚のレンズ付き基板４１ａ乃至
４１ｅを基板状態で積層する第２の積層方法を示している。
【０２６７】
　最初に、図３３のAに示されるように、積層レンズ構造体１１においてレンズ付き基板
４１ａの上層に位置する絞り板５１Wが用意される。
【０２６８】
　次に、図３３のBに示されるように、積層レンズ構造体１１において最上層に位置する
基板状態のレンズ付き基板４１W－ａが、上下を反転させたうえで、絞り板５１Wの上に接
合される。
【０２６９】
　次に、図３３のCに示されるように、積層レンズ構造体１１において上から２層目に位
置する基板状態のレンズ付き基板４１W－ｂが、上下を反転させたうえで、基板状態のレ
ンズ付き基板４１W－ａの上に接合される。
【０２７０】
　次に、図３３のDに示されるように、積層レンズ構造体１１において上から３層目に位
置する基板状態のレンズ付き基板４１W－ｃが、上下を反転させたうえで、基板状態のレ
ンズ付き基板４１W－ｂの上に接合される。
【０２７１】
　次に、図３３のEに示されるように、積層レンズ構造体１１において上から４層目に位
置する基板状態のレンズ付き基板４１W－ｄが、上下を反転させたうえで、基板状態のレ
ンズ付き基板４１W－ｃの上に接合される。
【０２７２】
　最後に、図３３のFに示されるように、積層レンズ構造体１１において上から５層目に
位置する基板状態のレンズ付き基板４１W－eが、上下を反転させたうえで、基板状態のレ
ンズ付き基板４１W－ｄの上に接合される。
【０２７３】
　以上のように、基板状態の５枚のレンズ付き基板４１W-ａ乃至４１W-ｅを、積層レンズ
構造体１１における上層のレンズ付き基板４１Wから、下層のレンズ付き基板４１Wへと、
１枚ずつ順番に積層していくことで、基板状態の積層レンズ構造体１１Wが得られる。
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【０２７４】
　図３２または図３３で説明した積層方法により積層した基板状態の５枚のレンズ付き基
板４１W-ａ乃至４１W-ｅは、ブレード若しくはレーザなどを用いてモジュール単位または
チップ単位に個片化されることで、５枚のレンズ付き基板４１ａ乃至４１ｅが積層された
積層レンズ構造体１１となる。
【０２７５】
＜１２．カメラモジュールの第８及び第９の実施の形態＞
　図３４は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第８の実施
の形態を示す図である。
【０２７６】
　図３５は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第９の実施
の形態を示す図である。
【０２７７】
　図３４及び図３５の説明では、図１３に示したカメラモジュールEと異なる部分につい
てのみ説明する。
【０２７８】
　図３４のカメラモジュール１Hと図３５のカメラモジュール１Jは、図１３に示したカメ
ラモジュールEにおける構造材７３の部分が異なる構造に置き換えられている。
【０２７９】
　図３４のカメラモジュール１Hでは、カメラモジュール１Jにおける構造材７３の部分が
、構造材３０１ａ及び３０１ｂと、光透過性基板３０２に置き換えられている。
【０２８０】
　具体的には、受光素子１２の上側の一部に、構造材３０１ａが配置されている。その構
造材３０１ａを介して、受光素子１２と光透過性基板３０２が固定されている。構造材３
０１ａは、例えばエポキシ系の樹脂である。
【０２８１】
　光透過性基板３０２の上側には、構造材３０１ｂが配置されている。その構造材３０１
ｂを介して、光透過性基板３０２と積層レンズ構造体１１が固定されている。構造材３０
１ｂは、例えばエポキシ系の樹脂である。
【０２８２】
　これに対して、図３５のカメラモジュール１Jでは、図３４のカメラモジュール１Hの構
造材３０１ａの部分が、光透過性を有する樹脂層３１１に置き換えられている。
【０２８３】
　樹脂層３１１は、受光素子１２の上側全面に配置されている。その樹脂層３１１を介し
て、受光素子１２と光透過性基板３０２が固定されている。受光素子１２の上側全面に配
置された樹脂層３１１は、光透過性基板３０２の上方から光透過性基板３０２に応力が加
わった場合に、これが受光素子１２の一部の領域に集中して印加されることを防ぎ、受光
素子１２全面に応力を分散させて受け止める作用または効果をもたらす。
【０２８４】
　光透過性基板３０２の上側には、構造材３０１ｂが配置されている。その構造材３０１
ｂを介して、光透過性基板３０２と積層レンズ構造体１１が固定されている。
【０２８５】
　図３４のカメラモジュール１Hと図３５のカメラモジュール１Jは、受光素子１２の上側
に光透過性基板３０２を備える。光透過性基板３０２は、例えば、カメラモジュール１H
または１Jを製造する途中で、受光素子１２に傷が着くことを抑える、という作用または
効果をもたらす。
【０２８６】
＜１３．カメラモジュールの第１０の実施の形態＞
　図３６は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１０の実
施の形態を示す図である。
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【０２８７】
　図３６に示されるカメラモジュール１Jにおいて、積層レンズ構造体１１は、レンズバ
レル７４に収納されている。レンズバレル７４は、シャフト３３１に沿って移動する移動
部材３３２と、固定部材３３３で固定されている。レンズバレル７４が不図示の駆動モー
タによってシャフト３３１の軸方向に移動されることにより、積層レンズ構造体１１から
受光素子１２の撮像面までの距離が調整される。
【０２８８】
　レンズバレル７４、シャフト３３１、移動部材３３２、及び、固定部材３３３は、ハウ
ジング３３４に収納されている。受光素子１２の上部には保護基板３３５が配置され、保
護基板３３５とハウジング３３４が、接着剤３３６により接続されている。
【０２８９】
　上記の積層レンズ構造体１１を移動させる機構は、カメラモジュール１Jを用いたカメ
ラが、画像を撮影する際に、オートフォーカス動作を行うことを可能にする、という作用
または効果をもたらす。
【０２９０】
＜１４．カメラモジュールの第１１の実施の形態＞
　図３７は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１１の実
施の形態を示す図である。
【０２９１】
　図３７のカメラモジュール１Lは、圧電素子による焦点調節機構を追加したカメラモジ
ュールである。
【０２９２】
　即ち、カメラモジュール１Lでは、図３４のカメラモジュール１Hと同様に、受光素子１
２の上側の一部に、構造材３０１ａが配置されている。その構造材３０１ａを介して、受
光素子１２と光透過性基板３０２が固定されている。構造材３０１ａは、例えばエポキシ
系の樹脂である。
【０２９３】
　光透過性基板３０２の上側には、圧電素子３５１が配置されている。その圧電素子３５
１を介して、光透過性基板３０２と積層レンズ構造体１１が固定されている。
【０２９４】
　カメラモジュール１Lでは、積層レンズ構造体１１の下側に配置した圧電素子３５１へ
電圧を印加および遮断することで、積層レンズ構造体１１を上下方向に移動させることが
できる。積層レンズ構造体１１を移動する手段としては、圧電素子３５１に限らず、電圧
の印加および遮断によって形状が変化する他のデバイスを用いることができる。例えばＭ
ＥＭＳデバイスを用いることができる。
【０２９５】
　上記の積層レンズ構造体１１を移動させる機構は、カメラモジュール１Lを用いたカメ
ラが、画像を撮影する際に、オートフォーカス動作を行うことを可能にする、という作用
または効果をもたらす。
【０２９６】
＜１５．他の構造と比較した本構造の効果＞
　積層レンズ構造体１１は、レンズ付き基板４１どうしを直接接合により固着させた構造
（以下、本構造という。）である。本構造の作用及び効果について、レンズが形成された
レンズ付き基板のその他の構造と比較して説明する。
【０２９７】
＜比較構造例１＞
　図３８は、本構造と比較するための第１の基板構造（以下、比較構造例１という。）で
あって、特開２０１１－１３８０８９号公報（以下、比較文献１という。）において図１
４（ｂ）として開示されたウエハレベル積層構造の断面図である。
【０２９８】
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　図３８に示されるウエハレベル積層構造１０００は、ウエハ基板１０１０上にイメージ
センサ１０１１が複数配列されているセンサアレイ基板１０１２の上に、２枚のレンズア
レイ基板１０２１が、柱状のスペーサ１０２２を介して積層された構造を有する。各レン
ズアレイ基板１０２１は、レンズ付き基板１０３１と、そのレンズ付き基板１０３１に複
数形成された貫通孔部分に形成されているレンズ１０３２とで構成される。
【０２９９】
＜比較構造例２＞
　図３９は、本構造と比較するための第２の基板構造（以下、比較構造例２という。）で
あって、特開２００９－２７９７９０号公報（以下、比較文献２という。）において図５
（ａ）として開示されたレンズアレイ基板の断面図である。
【０３００】
　図３９に示されるレンズアレイ基板１０４１では、板状の基板１０５１に設けられた複
数の貫通孔１０５２それぞれに、レンズ１０５３が設けられている。各レンズ１０５３は
、樹脂（エネルギー硬化性樹脂）１０５４で形成されており、その樹脂１０５４は、基板
１０５１の上面にも形成されている。
【０３０１】
　図４０を参照して、図３９のレンズアレイ基板１０４１の製造方法について簡単に説明
する。
【０３０２】
　図４０のAは、複数個の貫通孔１０５２が形成された基板１０５１が、下型１０６１の
上に置かれた状態を示している。下型１０６１は、この後の工程で、樹脂１０５４を下方
から上方へ押す金型である。
【０３０３】
　図４０のBは、複数個の貫通孔１０５２内部と基板１０５１上面に樹脂１０５４を塗布
した後、上型１０６２を基板１０５１の上に配置し、上型１０６２と下型１０６１を用い
て、加圧成型している状態を示している。上型１０６２は、樹脂１０５４を上方から下方
へ押す金型である。図４０のBに示される状態で、樹脂１０５４の硬化が行われる。
【０３０４】
　図４０のCは、樹脂１０５４が硬化した後、上型１０６２と下型１０６１を離形させ、
レンズアレイ基板１０４１が完成した状態を示している。
【０３０５】
　このレンズアレイ基板１０４１は、（１）基板１０５１の貫通孔１０５２の位置に形成
された樹脂１０５４がレンズ１０５３となり、このレンズ１０５３が基板１０５１に複数
個形成され、かつ、（２）これら複数個のレンズ１０５３の間に位置する基板１０５１の
上側表面全体に、樹脂１０５４の薄い層が形成されている、ことが特徴である。
【０３０６】
　このレンズアレイ基板１０４１を複数積層した構造体を形成する場合、基板１０５１の
上側表面全体に形成された樹脂１０５４の薄い層が、基板どうしを接着する接着剤として
の作用または効果をもたらす。
【０３０７】
　また、レンズアレイ基板１０４１を複数積層した構造体を形成する場合、比較構造例１
として示した図３８のウエハレベル積層構造１０００と比較して、基板どうしを接着する
面積を大きくすることができるので、基板どうしをより強い力で接着することができる。
【０３０８】
＜比較構造例２において樹脂がもたらす作用＞
　比較構造例２である図３９のレンズアレイ基板１０４１が開示されている比較文献２で
は、レンズ１０５３となる樹脂１０５４の作用として、以下のことが開示されている。
【０３０９】
　比較構造例２では、樹脂１０５４としてエネルギー硬化性樹脂が使用されている。そし
て、エネルギー硬化性樹脂の一例として、光硬化性樹脂が使用されている。エネルギー硬
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化性樹脂として光硬化性樹脂を使用した場合、ＵＶ光が樹脂１０５４に照射されると、樹
脂１０５４が硬化する。この硬化により、樹脂１０５４では、硬化収縮が起きる。
【０３１０】
　しかし、図３９のレンズアレイ基板１０４１の構造によれば、樹脂１０５４の硬化収縮
が起きても、複数個あるレンズ１０５３の間には基板１０５１が介在するので、樹脂１０
５４の硬化収縮によるレンズ１０５３間の距離の変動を断ち切ることができ、これにより
、複数個のレンズ１０５３を配置したレンズアレイ基板１０４１の反りを抑制することが
できるとしている。
【０３１１】
＜比較構造例３＞
　図４１は、本構造と比較するための第３の基板構造（以下、比較構造例３という。）で
あって、特開２０１０－２５６５６３号公報（以下、比較文献３という。）において図１
として開示されたレンズアレイ基板の断面図である。
【０３１２】
　図４１に示されるレンズアレイ基板１０８１では、板状の基板１０９１に設けられた複
数の貫通孔１０９２それぞれに、レンズ１０９３が設けられている。各レンズ１０９３は
樹脂（エネルギー硬化性樹脂）１０９４で形成されており、その樹脂１０９４は、貫通孔
１０９２が設けられていない基板１０９１の上面にも形成されている。
【０３１３】
　図４２を参照して、図４１のレンズアレイ基板１０８１の製造方法について簡単に説明
する。
【０３１４】
　図４２のAは、複数個の貫通孔１０９２が形成された基板１０９１が、下型１１０１の
上に置かれた状態を示している。下型１１０１は、この後の工程で、樹脂１０９４を下方
から上方へ押す金型である。
【０３１５】
　図４２のBは、複数個の貫通孔１０９２内部と基板１０９１上面に樹脂１０９４を塗布
した後、上型１１０２を基板１０９１の上に配置し、上型１１０２と下型１１０１を用い
て、加圧成型している状態を示している。上型１１０２は、樹脂１０９４を上方から下方
へ押す金型である。図４２のBに示される状態で、樹脂１０９４の硬化が行われる。
【０３１６】
　図４２のCは、樹脂１０９４が硬化した後、上型１１０２と下型１１０１を離形させ、
レンズアレイ基板１０８１が完成した状態を示している。
【０３１７】
　このレンズアレイ基板１０８１は、（１）基板１０９１の貫通孔１０９２の位置に形成
された樹脂１０９４がレンズ１０９３となり、このレンズ１０９３が基板１０９１に複数
個形成され、かつ、（２）これら複数個のレンズ１０９３の間に位置する基板１０９１の
上側表面全体に、樹脂１０９４の薄い層が形成されている、ことが特徴である。
【０３１８】
＜比較構造例３において樹脂がもたらす作用＞
　比較構造例３である図４１のレンズアレイ基板１０８１が開示されている比較文献３で
は、レンズ１０９３となる樹脂１０９４の作用として、以下のことが開示されている。
【０３１９】
　比較構造例３では、樹脂１０９４としてエネルギー硬化性樹脂が使用されている。そし
て、エネルギー硬化性樹脂の一例として、光硬化性樹脂が使用されている。エネルギー硬
化性樹脂として光硬化性樹脂を使用した場合、ＵＶ光が樹脂１０９４に照射されると、樹
脂１０９４が硬化する。この硬化により、樹脂１０９４では、硬化収縮が起きる。
【０３２０】
　しかし、図４１のレンズアレイ基板１０８１の構造によれば、樹脂１０９４の硬化収縮
が起きても、複数個あるレンズ１０９３の間には基板１０９１が介在するので、樹脂１０
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９４の硬化収縮によるレンズ１０９３間の距離の変動を断ち切ることができ、これにより
、複数個のレンズ１０９３を配置したレンズアレイ基板１０８１の反りを抑制することが
できるとしている。
【０３２１】
　以上のように、比較文献２及び３では、光硬化性樹脂が硬化する際、硬化収縮が起きる
ことが開示されている。なお、光硬化性樹脂が硬化する際、硬化収縮が起きることは、比
較文献２及び３以外にも、例えば、特開２０１３－１０９１号公報などでも開示されてい
る。
【０３２２】
　また、樹脂をレンズの形状に成型し、成型後の樹脂を硬化させると、樹脂に硬化収縮が
起きて問題となるのは、光硬化性樹脂に限ったことではない。例えば、光硬化性樹脂と同
様にエネルギー硬化性樹脂の一種である熱硬化性樹脂においても、硬化の際に硬化収縮が
起きることが問題となる。このことは、例えば、比較文献１や３、特開２０１０－２０４
６３１号公報などにおいても開示されている。
【０３２３】
＜比較構造例４＞
　図４３は、本構造と比較するための第４の基板構造（以下、比較構造例４という。）で
あって、上述した比較文献２において図６として開示されたレンズアレイ基板の断面図で
ある。
【０３２４】
　図４３のレンズアレイ基板１１２１は、図３９に示したレンズアレイ基板１０４１と比
較すると、貫通孔１０４２部分以外の基板１１４１の形状が、上側だけでなく下側にも突
出した形状となっている点、及び、基板１１４１の下側表面の一部にも、樹脂１１４４が
形成されている点が異なる。レンズアレイ基板１１２１のその他の構成は、図３９に示し
たレンズアレイ基板１０４１と同様である。
【０３２５】
　図４４は、図４３のレンズアレイ基板１１２１の製造方法を説明する図であって、図４
０のBに対応する図である。
【０３２６】
　図４４は、複数個の貫通孔１１４２内部と基板１１４１上面に樹脂１１４４を塗布した
後、上型１１５２と下型１１５１を用いて、加圧成型している状態を示している。樹脂１
１４４は、基板１１４１下面と下型１１５１との間にも注入されている。図４４に示され
る状態で、樹脂１１４４の硬化が行われる。
【０３２７】
　このレンズアレイ基板１１２１は、（１）基板１１４１の貫通孔１１４２の位置に形成
された樹脂１１４４がレンズ１１４３となり、このレンズ１１４３が基板１１４１に複数
個形成され、かつ、（２）これら複数個のレンズ１１４３の間に位置する基板１１４１の
上側表面全体に、樹脂１１４４の薄い層が形成されているだけでなく、基板１１４１の下
側表面の一部にも、樹脂１１４４の薄い層が形成されている、ことが特徴である。
【０３２８】
＜比較構造例４において樹脂がもたらす作用＞
　比較構造例４である図４３のレンズアレイ基板１１２１が開示されている比較文献２で
は、レンズ１１４３となる樹脂１１４４の作用として、以下のことが開示されている。
【０３２９】
　比較構造例４である図４３のレンズアレイ基板１１２１においても、樹脂１１４４とし
て、エネルギー硬化性樹脂の一例である光硬化性樹脂が使用されている。そして、ＵＶ光
が樹脂１１４４に照射されると、樹脂１１４４が硬化する。この硬化により、比較構造例
２および３と同様に、樹脂１１４４では、硬化収縮が起きる。
【０３３０】
　しかし、比較構造例４のレンズアレイ基板１１２１では、複数個のレンズ１１４３の間



(38) JP 6878018 B2 2021.5.26

10

20

30

40

50

に位置する基板１１４１の上側表面全体だけでなく、基板１１４１の下側表面の一定の領
域にも、樹脂１１４４の薄い層が形成されている。
【０３３１】
　このように、基板１１４１の上側表面と下側表面の双方に樹脂１１４４を形成した構造
とすることにより、レンズアレイ基板１１２１全体の反りの方向を相殺することができる
。
【０３３２】
　これに対して、比較構造例２として図３９に示したレンズアレイ基板１０４１では、複
数個のレンズ１０５３の間に位置する基板１０５１の上側表面全体には樹脂１０５４の薄
い層が形成されているが、基板１０５１の下側表面には、樹脂１０５４の薄い層が一切形
成されていない。
【０３３３】
　従って、図４３のレンズアレイ基板１１２１では、図３９のレンズアレイ基板１０４１
と比較して、反り量をより小さくしたレンズアレイ基板を提供することができる。
【０３３４】
＜比較構造例５＞
　図４５は、本構造と比較するための第５の基板構造（以下、比較構造例５という。）で
あって、上述した比較文献２において図９として開示されたレンズアレイ基板の断面図で
ある。
【０３３５】
　図４５のレンズアレイ基板１１６１は、図３９に示したレンズアレイ基板１０４１と比
較すると、基板１１７１に形成された貫通孔１１７２近傍の基板裏面に、樹脂はみだし領
域１１７５を有している点が異なる。レンズアレイ基板１１６１のその他の構成は、図３
９に示したレンズアレイ基板１０４１と同様である。
【０３３６】
　なお、図４５のレンズアレイ基板１１６１は、個片化された後の状態を示している。
【０３３７】
　このレンズアレイ基板１１６１は、（１）基板１１７１の貫通孔１１７２の位置に形成
された樹脂１１７４がレンズ１１７３となり、このレンズ１１７３が基板１１７１に複数
個形成され、かつ、（２）これら複数個のレンズ１１７３の間に位置する基板１１７１の
上側表面全体に、樹脂１１７４の薄い層が形成されているだけでなく、基板１１７１の下
側表面の一部にも、樹脂１１７４の薄い層が形成されている、ことが特徴である。
【０３３８】
＜比較構造例５において樹脂がもたらす作用＞
　比較構造例５である図４５のレンズアレイ基板１１６１が開示されている比較文献２で
は、レンズ１１７３となる樹脂１１７４の作用として、以下のことが開示されている。
【０３３９】
　比較構造例５である図４５のレンズアレイ基板１１６１においても、樹脂１１７４とし
て、エネルギー硬化性樹脂の一例である光硬化性樹脂が使用されている。そして、ＵＶ光
が樹脂１１７４に照射されると、樹脂１１７４が硬化する。この硬化により、比較構造例
２および３と同様に、樹脂１１７４では、硬化収縮が起きる。
【０３４０】
　しかし、比較構造例５のレンズアレイ基板１１７１では、複数個のレンズ１１７３の間
に位置する基板１１７１の上側表面全体だけでなく、基板１１７１の下側表面の一定の領
域にも、樹脂１１７４の薄い層（樹脂はみだし領域１１７５）が形成されている。これに
より、レンズアレイ基板１１７１全体の反りの方向を相殺し、反り量をより小さくしたレ
ンズアレイ基板を提供することができる。
【０３４１】
＜比較構造例２乃至５において樹脂がもたらす作用の比較＞
　比較構造例２乃至５において樹脂がもたらす作用についてまとめると、次のようになる
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。
【０３４２】
（１）比較構造例２及び３のように、レンズアレイ基板の上面全体に樹脂の層を配置した
構造の場合、複数個のレンズを配置した基板に、反りが発生してしまう。
【０３４３】
　図４６は、比較構造例２及び３のように、レンズアレイ基板の上面全体に樹脂の層を配
置した構造を模式的に表した図であり、レンズとなる樹脂がもたらす作用を説明する図で
ある。
【０３４４】
　図４６のA及びBに示されるように、レンズアレイ基板１２１１（レンズ及び貫通孔の図
示は省略）の上面に配置された光硬化性樹脂１２１２の層では、硬化のためのＵＶ光の照
射により、硬化収縮が生じる。これにより、光硬化性樹脂１２１２の層内では、光硬化性
樹脂１２１２に起因した収縮方向の力が発生する。
【０３４５】
　一方、レンズアレイ基板１２１１自体は、ＵＶ光を照射しても、収縮も膨張もしない。
すなわち、レンズアレイ基板１２１１自体には、基板に起因した力は発生しない。その結
果、レンズアレイ基板１２１１は、図４６のCに示されるように、下に凸の形状に反って
しまう。
【０３４６】
（２）しかし、比較構造例４および５のように、レンズアレイ基板の上面と下面の双方に
樹脂の層を配置した構造の場合、レンズアレイ基板の反りの方向が相殺されるので、比較
構造例２及び３よりも、レンズアレイ基板の反り量を小さくすることができる。
【０３４７】
　図４７は、比較構造例４及び５のように、レンズアレイ基板の上面と下面の双方に樹脂
の層を配置した構造を模式的に表した図であり、レンズとなる樹脂がもたらす作用を説明
する図である。
【０３４８】
　図４７のA及びBに示されるように、レンズアレイ基板１２１１の上面に配置した光硬化
性樹脂１２１２の層では、硬化のためのＵＶ光の照射により、硬化収縮が生じる。これに
より、レンズアレイ基板１２１１の上面に配置した光硬化性樹脂１２１２の層内では、光
硬化性樹脂１２１２に起因した収縮方向の力が発生する。このため、レンズアレイ基板１
２１１の上面側では、レンズアレイ基板１２１１を下に凸の形状に反らせようとする力が
働く。
【０３４９】
　これに対して、レンズアレイ基板１２１１自体は、ＵＶ光を照射しても、収縮も膨張も
しない。すなわち、レンズアレイ基板１２１１自体には、基板に起因した力は発生しない
。
【０３５０】
　一方、レンズアレイ基板１２１１の下面に配置した光硬化性樹脂１２１２の層では、硬
化のためのＵＶ光の照射により、硬化収縮が生じる。これにより、レンズアレイ基板１２
１１の下面に配置した光硬化性樹脂１２１２の層内では、光硬化性樹脂１２１２に起因し
た収縮方向の力が発生する。このため、レンズアレイ基板１２１１の下面側では、レンズ
アレイ基板１２１１を上に凸の形状に反らせようとする力が働く。
【０３５１】
　レンズアレイ基板１２１１の上面側における、レンズアレイ基板１２１１を下に凸の形
状に反らせようとする力と、レンズアレイ基板１２１１の下面側における、レンズアレイ
基板１２１１を上に凸の形状に反らせようとする力は、相殺されるように働く。
【０３５２】
　その結果、図４７のCに示されるように、比較構造例４及び５におけるレンズアレイ基
板１２１１の反り量は、図４６のCに示した比較構造例２及び３における反り量よりも低
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減される。
【０３５３】
　以上のように、レンズアレイ基板を反らせる力およびレンズアレイ基板の反り量は、
（１）当該レンズアレイ基板の上面において当該レンズアレイ基板に作用する力の方向お
よび大きさと、
（２）当該レンズアレイ基板の下面において当該レンズアレイ基板に作用する力の方向お
よび大きさと、
の相対関係の影響を受ける。
【０３５４】
＜比較構造例６＞
　そこで、例えば、図４８のAに示されるように、レンズアレイ基板１２１１の上面に配
置する光硬化性樹脂１２１２の層及び面積と、レンズアレイ基板１２１１の下面に配置す
る光硬化性樹脂１２１２の層及び面積とを、同一にするレンズアレイ基板構造が考えられ
る。このレンズアレイ基板構造を、本構造と比較するための第６の基板構造（以下、比較
構造例６という。）と呼ぶ。
【０３５５】
　比較構造例６では、レンズアレイ基板１２１１の上面に配置された光硬化性樹脂１２１
２の層では、光硬化性樹脂１２１２に起因した収縮方向の力が発生する。レンズアレイ基
板１２１１自体は、基板に起因した力が発生しない。このため、レンズアレイ基板１２１
１の上面側では、レンズアレイ基板１２１１を下に凸の形状に反らせようとする力が働く
。
【０３５６】
　一方、レンズアレイ基板１２１１の下面に配置された光硬化性樹脂１２１２の層では、
光硬化性樹脂１２１２に起因した収縮方向の力が発生する。レンズアレイ基板１２１１自
体は、基板に起因した力が発生しない。このため、レンズアレイ基板１２１１の下面側で
は、レンズアレイ基板１２１１を上に凸の形状に反らせようとする力が働く。
【０３５７】
　レンズアレイ基板１２１１を反らせようとする上記２つの力が、図４７のAに示した構
造よりもさらに相殺する方向に働く。その結果、レンズアレイ基板１２１１を反らせる力
およびレンズアレイ基板１２１１の反り量は、比較構造例４および５よりもさらに低減さ
れる。
【０３５８】
＜比較構造例７＞
　ところで、実際には、カメラモジュールに組み込まれる積層レンズ構造体を構成するレ
ンズ付き基板の形状は全て同じではない。より具体的には、積層レンズ構造体を構成する
複数のレンズ付き基板どうしは、例えば、レンズ付き基板の厚さや貫通孔の大きさが異な
っていたり、貫通孔に形成されるレンズの厚みや形状、体積などが異なる場合がある。さ
らに言えば、レンズ付き基板の上面及び下面に形成される光硬化性樹脂の膜厚なども、各
レンズ付き基板で異なる場合もある。
【０３５９】
　図４９は、第７の基板構造（以下、比較構造例７という。）としての、３枚のレンズ付
き基板の積層で構成される積層レンズ構造体の断面図である。この積層レンズ構造体では
、図４８で示した比較構造例６と同様に、各レンズ付き基板の上面及び下面に配置された
光硬化性樹脂の層及び面積が同一に形成されているものとする。
【０３６０】
　図４９に示される積層レンズ構造体１３１１は、３枚のレンズ付き基板１３２１乃至１
３２３で構成される。
【０３６１】
　以下では、３枚のレンズ付き基板１３２１乃至１３２３のうち、真ん中のレンズ付き基
板１３２１を、第１のレンズ付き基板１３２１、最上層のレンズ付き基板１３２２を、第
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２のレンズ付き基板１３２２、最下層のレンズ付き基板１３２３を、第３のレンズ付き基
板１３２３という。
【０３６２】
　最上層に配置された第２のレンズ付き基板１３２２と、最下層に配置された第３のレン
ズ付き基板１３２３は、基板の厚さ、及び、レンズの厚さが異なる。
【０３６３】
　より具体的には、レンズの厚さが、第２のレンズ付き基板１３２２よりも第３のレンズ
付き基板１３２３の方が厚く形成されており、それに伴い、基板の厚さも、第２のレンズ
付き基板１３２２よりも第３のレンズ付き基板１３２３の方が厚く形成されている。
【０３６４】
　第１のレンズ付き基板１３２１と第２のレンズ付き基板１３２２との接触面、及び、第
１のレンズ付き基板１３２１と第３のレンズ付き基板１３２３との接触面には、樹脂１３
４１が全面に渡って形成されている。
【０３６５】
　３枚のレンズ付き基板１３２１乃至１３２３の貫通孔の断面形状は、基板上面よりも基
板下面の方が広い、いわゆる末広がり形状である。
【０３６６】
　図５０を参照して、形状の異なる３枚のレンズ付き基板１３２１乃至１３２３がもたら
す作用について説明する。
【０３６７】
　図５０のA乃至Cは、図４９に示した積層レンズ構造体１３１１を模式的に表した図であ
る。
【０３６８】
　この積層レンズ構造体１３１１のように、第１のレンズ付き基板１３２１の上面と下面
に、基板の厚さが異なる第２のレンズ付き基板１３２２と第３のレンズ付き基板１３２３
を配置した場合、３枚のレンズ付き基板１３２１乃至１３２３の接触面全面に渡って存在
する樹脂１３４１の層が、積層レンズ構造体１３１１の厚さ方向のどの位置に存在するか
によって、この積層レンズ構造体１３１１を反らせる力、及び、積層レンズ構造体１３１
１の反る量が、変わる。
【０３６９】
　３枚のレンズ付き基板１３２１乃至１３２３の接触面全面に渡って存在する樹脂１３４
１の層が、積層レンズ構造体１３１１の中心線、即ち、積層レンズ構造体１３１１の厚さ
方向の中点を通って、基板平面方向に走る線に対して対称に配置されていないと、第１の
レンズ付き基板１３２１の上面と下面に配置された樹脂１３４１の硬化収縮によって発生
する力の作用を、図４８のCに示したように、完全に相殺することはできない。その結果
、積層レンズ構造体１３１１はどちらかの方向へ反ってしまう。
【０３７０】
　例えば、第１のレンズ付き基板１３２１の上面と下面の２層の樹脂１３４１が、積層レ
ンズ構造体１３１１の厚さ方向の中心線よりも上側方向にずれて配置される場合、２層の
樹脂１３４１が硬化収縮を起こすと、積層レンズ構造体１３１１は、図５０のCに示され
るように、下に凸の形状に反ってしまう。
【０３７１】
　さらに、第２のレンズ付き基板１３２２と第３のレンズ付き基板１３２３のうち、厚さ
が薄い方の基板の貫通孔の断面形状が、第１のレンズ付き基板１３２１の方向に向かって
大きくなる形状である場合には、レンズの欠損あるいは破損、となる懸念が増加する。
【０３７２】
　図４９に示した例では、第２のレンズ付き基板１３２２と第３のレンズ付き基板１３２
３のうち、厚さが薄い方の第２のレンズ付き基板１３２２の貫通孔の断面形状が、第１の
レンズ付き基板１３２１の方向に向かって大きくなる末広がり形状である。このような形
状において、第１のレンズ付き基板１３２１の上面と下面の２層の樹脂１３４１が硬化収
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縮した際には、積層レンズ構造体１３１１には、図５０のCに示したように下に凸の形状
に反る力が作用し、この力は、図５０のDに示されるように、第２のレンズ付き基板１３
２２において、レンズと基板が離間する方向の力として作用する。この作用により、第２
のレンズ付き基板１３２２のレンズ１３３２が、欠損あるいは破損、となる懸念が増加す
る。
【０３７３】
　次に、樹脂が熱膨張する場合について考える。
【０３７４】
＜比較構造例８＞
　図５１は、第８の基板構造（以下、比較構造例８という。）としての、３枚のレンズ付
き基板の積層で構成される積層レンズ構造体の断面図である。この積層レンズ構造体では
、図４８で示した比較構造例６と同様に、各レンズ付き基板の上面及び下面に配置された
光硬化性樹脂の層及び面積が同一に形成されているものとする。
【０３７５】
　図５１の比較構造例８は、３枚のレンズ付き基板１３２１乃至１３２３の貫通孔の断面
形状が、基板上面よりも基板下面の方が狭い、いわゆる下すぼみ形状である点のみが、図
４９の比較構造例７と異なる。
【０３７６】
　図５２のA乃至Cは、図５１に示した積層レンズ構造体１３１１を模式的に表した図であ
る。
【０３７７】
　ユーザがカメラモジュールを実使用する際、動作に伴う消費電力の増大によりカメラの
筐体内の温度が上昇し、カメラモジュールの温度も上昇する。この温度上昇により、図５
１の積層レンズ構造体１３１１において、第１のレンズ付き基板１３２１の上面と下面に
配置された樹脂１３４１が熱膨張する。
【０３７８】
　第１のレンズ付き基板１３２１の上面と下面に配置する樹脂１３４１の面積と厚さを、
図４８のAのように同一にしたとしても、３枚のレンズ付き基板１３２１乃至１３２３の
接触面全面に渡って存在する樹脂１３４１の層が、積層レンズ構造体１３１１の中心線、
即ち、積層レンズ構造体１３１１の厚さ方向の中点を通って、基板平面方向に走る線に対
して対称に配置されていないと、第１のレンズ付き基板１３２１の上面と下面に配置され
た樹脂１３４１の熱膨張によって発生する発生する力の作用を、図４８のCに示したよう
に、完全に相殺することはできない。その結果、積層レンズ構造体１３１１はどちらかの
方向へ反ってしまう。
【０３７９】
　例えば、第１のレンズ付き基板１３２１の上面と下面の２層の樹脂１３４１が、積層レ
ンズ構造体１３１１の厚さ方向の中心線よりも上側方向にずれて配置される場合、２層の
樹脂１３４１が熱膨張を起こすと、積層レンズ構造体１３１１は、図５２のCに示される
ように、上に凸の形状に反ってしまう。
【０３８０】
　さらに、図５１に示した例では、第２のレンズ付き基板１３２２と第３のレンズ付き基
板１３２３のうち、厚さが薄い方の第２のレンズ付き基板１３２２の貫通孔の断面形状が
、第１のレンズ付き基板１３２１の方向に向かって小さくなる下すぼみ形状である。この
ような形状において、第１のレンズ付き基板１３２１の上面と下面の２層の樹脂１３４１
が熱膨張した際には、積層レンズ構造体１３１１には、上に凸の形状に反る力が作用し、
この力は、図５２のDに示されるように、第２のレンズ付き基板１３２２において、レン
ズと基板が離間する方向の力として作用する。この作用により、第２のレンズ付き基板１
３２２のレンズ１３３２が、欠損あるいは破損、となる懸念が増加する。
【０３８１】
＜本構造＞
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　図５３は、本構造を採用した３枚のレンズ付き基板１３６１乃至１３６３からなる積層
レンズ構造体１３７１を示す図である。
【０３８２】
　図５３のAは、図４９の積層レンズ構造体１３１１に対応した構造であり、貫通孔の断
面形状が、いわゆる末広がり形状の構造である。一方、図５３のBは、図５１の積層レン
ズ構造体１３１１に対応した構造であり、貫通孔の断面形状が、いわゆる下すぼみ形状の
構造である。
【０３８３】
　図５４は、本構造がもたらす作用を説明するため、図５３の積層レンズ構造体１３７１
を模式的に示した図である。
【０３８４】
　積層レンズ構造体１３７１は、真ん中の第１のレンズ付き基板１３６１の上方に第２の
レンズ付き基板１３６２を配置し、第１のレンズ付き基板１３６１の下方に第３のレンズ
付き基板１３６３を配置した構造である。
【０３８５】
　最上層に配置された第２のレンズ付き基板１３６２と、最下層に配置された第３のレン
ズ付き基板１３６３は、基板の厚さ、及び、レンズの厚さが異なる。より具体的には、レ
ンズの厚さが、第２のレンズ付き基板１３６２よりも第３のレンズ付き基板１３６３の方
が厚く形成されており、それに伴い、基板の厚さも、第２のレンズ付き基板１３６２より
も第３のレンズ付き基板１３６３の方が厚く形成されている。
【０３８６】
　本構造の積層レンズ構造体１３７１では、レンズ付き基板どうしを固着する手段として
、基板どうしの直接接合が用いられる。言い換えれば、固着させるレンズ付き基板へプラ
ズマ活性処理が施され、固着させる２つのレンズ付き基板がプラズマ接合される。さらに
言い換えれば、積層する２枚のレンズ付き基板それぞれの表面に、シリコン酸化膜を形成
し、これに水酸基を結合させた後、２枚のレンズ付き基板どうしを貼り合わせ、これを昇
温して脱水縮合させる。こうして、２枚のレンズ付き基板が、シリコン－酸素共有結合に
より、直接接合されている。
【０３８７】
　したがって、本構造の積層レンズ構造体１３７１においては、レンズ付き基板どうしを
固着する手段として、樹脂による接着は用いられていない。このため、レンズ付き基板と
レンズ付き基板との間に、レンズ形成用の樹脂もしくは基板を接着するための樹脂が配置
されない。また、レンズ付き基板の上面や下面に樹脂が配置されないため、レンズ付き基
板の上面や下面において、樹脂が熱膨張したり、硬化収縮することはない。
【０３８８】
　従って、積層レンズ構造体１３７１では、第１のレンズ付き基板１３５１の上層及び下
層に、レンズの厚さ、及び、基板の厚さが異なる第２のレンズ付き基板１３６２と第３の
レンズ付き基板１３６３が配置されても、上述した各比較構造例１乃至８のような、硬化
収縮に起因した基板の反り、及び、熱膨張に起因した基板の反りは発生しない。
【０３８９】
　即ち、レンズ付き基板どうしを直接接合により固着させた本構造は、上方と下方に、レ
ンズの厚さ、及び、基板の厚さが異なるレンズ付き基板を積層した場合でも、上述した各
比較構造例１乃至８よりも、基板の反りを大きく抑制することができる、という作用及び
効果をもたらす。
【０３９０】
＜１６．各種の変形例＞
　上述した各実施の形態のその他の変形例について、以下説明する。
【０３９１】
＜１６．１　光学絞り付きカバーガラス＞
　積層レンズ構造体１１の上部には、積層レンズ構造体１１のレンズ２１の表面を保護す
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るため、カバーガラスを設ける場合がある。この場合、カバーガラスに、光学絞りの機能
を持たせるようにすることができる。
【０３９２】
　図５５は、カバーガラスが光学絞りの機能を備える第１の構成を示す図である。
【０３９３】
　図５５に示されるカバーガラスが光学絞りの機能を備える第１の構成例では、積層レン
ズ構造体１１の上部にカバーガラス１５０１がさらに積層されている。そして、積層レン
ズ構造体１１とカバーガラス１５０１の外側に、レンズバレル７４が配置されている。
【０３９４】
　カバーガラス１５０１のレンズ付き基板４１ａ側の面（図中、カバーガラス１５０１の
下面）に、遮光膜１５０２が形成されている。ここで、各レンズ付き基板４１ａ乃至４１
ｅのレンズ中心（光学中心）から所定の範囲は、遮光膜１５０２が形成されていない開口
部１５０３となっており、開口部１５０３は、光学絞りとして機能する。これにより、例
えば、図１３のカメラモジュール１D等で構成されていた絞り板５１が省略されている。
【０３９５】
　図５６は、遮光膜１５０２が形成されたカバーガラス１５０１の製造方法を説明する図
である。
【０３９６】
　初めに、図５６のAに示されるように、例えば、ウエハもしくはパネルの形態のカバー
ガラス（ガラス基板）１５０１Wの一方の面全体に、光吸収材料がスピンコート塗布され
ることにより、遮光膜１５０２が形成される。遮光膜１５０２となる光吸収材料としては
、例えば、カーボンブラック顔料や、チタンブラック顔料を内添した光吸収性を有する樹
脂が用いられる。
【０３９７】
　次に、遮光膜１５０２の所定の領域がリソグラフィ技術またはエッチング処理によって
除去されることにより、図５６のBに示されるように、開口部１５０３が所定の間隔で複
数形成される。開口部１５０３の配置は、図２３の担体基板８１Wの貫通孔８３の配置と
１対１に対応する。なお、遮光膜１５０２と開孔部１５０３の別の形成方法の例として、
開口部１５０３を除いた領域へインクジェットによって遮光膜１５０２となる光吸収材料
噴射するという方法を用いることもできる。
【０３９８】
　以上のようにして製造された基板状態のカバーガラス１５０１Wと、同じく基板状態の
複数枚のレンズ付き基板４１Wとが、貼り合わされた後、ブレードもしくはレーザなどを
活用したダイシング等により個片化される。これにより、図５５に示した、絞り機能を備
えるカバーガラス１５０１が積層された積層レンズ構造体１１が完成する。
【０３９９】
　このように、半導体プロセスの一工程として、カバーガラス１５０１を形成することに
より、別の組み立て工程でカバーガラスを形成する場合に懸念されるゴミ欠陥の発生を抑
制することができる。
【０４００】
　図５５に示した第１の構成例によれば、塗布により光学絞りを形成するので、遮光膜１
５０２は１μｍ程度の薄い膜厚で形成することができ、絞り機構が所定の厚みを有するこ
とにより入射光が遮蔽されることに起因する光学性能の劣化（周辺部の減光）を抑えるこ
とができる。
【０４０１】
　なお、上述した例では、カバーガラス１５０１Wの個片化を、複数枚のレンズ付き基板
４１Wと接合した後に行ったが、接合前に行っても良い。換言すれば、遮光膜１５０２を
備えたカバーガラス１５０１と５枚のレンズ付き基板４１ａ乃至４１ｅとの接合は、ウエ
ハレベルで行っても良いし、チップレベルで行っても良い。
【０４０２】
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　遮光膜１５０２の表面は粗くしてもよい。この場合、遮光膜１５０２を形成したカバー
ガラス１５０１表面の表面反射を減らすとともに、遮光膜１５０２の表面積を増大させる
ことができるので、カバーガラス１５０１とレンズ付き基板４１との接合強度を向上させ
ることができる。
【０４０３】
　遮光膜１５０２の表面を粗面にする方法としては、例えば、遮光膜１５０２となる光吸
収材料を塗布後、エッチングなどにより粗面に加工する方法、光吸収材料を塗布前のカバ
ーガラス１５０１を粗面に形成後、光吸収材料を塗布する方法、凝集する光吸収材料によ
り成膜後に表面に凹凸が生じるようにする方法、固形分を含んだ光吸収材料により成膜後
に表面に凹凸が生じるようにする方法、などがある。
【０４０４】
　また、遮光膜１５０２とカバーガラス１５０１との間に、反射防止膜を形成してもよい
。
【０４０５】
　カバーガラス１５０１が絞りの支持基板を兼用することにより、カメラモジュール１の
サイズを小型化することができる。
【０４０６】
　図５７は、カバーガラスが光学絞りの機能を備える第２の構成を示す図である。
【０４０７】
　図５７に示されるカバーガラスが光学絞りの機能を備える第２の構成例では、カバーガ
ラス１５０１が、レンズバレル７４の開口部の位置に配置されている。その他の構成は、
図５５に示した第１の構成例と同じである。
【０４０８】
　図５８は、カバーガラスが光学絞りの機能を備える第３の構成を示す図である。
【０４０９】
　図５８に示されるカバーガラスが光学絞りの機能を備える第３の構成例では、遮光膜１
５０２が、カバーガラス１５０１の上面、換言すれば、レンズ付き基板４１ａと反対側に
形成されている。その他の構成は、図５５に示した第１の構成例と同じである。
【０４１０】
　なお、図５７に示した、レンズバレル７４の開口部にカバーガラス１５０１を配置した
構成においても、遮光膜１５０２を、カバーガラス１５０１の上面に形成してもよい。
【０４１１】
＜１６．２　貫通孔による絞り形成＞
　次に、上述した絞り板５１やカバーガラス１５０１を用いた絞りに代えて、レンズ付き
基板４１の貫通孔８３の開口自体を絞り機構とする例について説明する。
【０４１２】
　図５９のAは、貫通孔８３の開口自体を絞り機構とする第１の構成例を示す図である。
【０４１３】
　なお、図５９の説明においては、図５８に示した積層レンズ構造体１１と異なる部分に
ついてのみ説明し、同一部分の説明は適宜省略する。また、図５９では、図が煩雑になる
のを避けるため、説明に必要となる符号のみ図示されている。
【０４１４】
　図５９のAに示される積層レンズ構造体１１ｆは、図５８に示した積層レンズ構造体１
１を構成する５枚のレンズ付き基板４１ａ乃至４１ｅのうち、光入射側に最も近く、受光
素子１２から最も遠い位置にあるレンズ付き基板４１ａが、レンズ付き基板４１ｆに置き
換えられた構成とされている。
【０４１５】
　レンズ付き基板４１ｆを図５８のレンズ付き基板４１ａと比較すると、図５８のレンズ
付き基板４１ａでは、上面の穴径が下面の穴径よりも大きくなっているのに対して、図５
９のレンズ付き基板４１ｆでは、上面の穴径D１が下面の穴径D２よりも小さくなっている
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。すなわち、レンズ付き基板４１ｆの貫通孔８３の断面形状は、いわゆる末広がり形状と
なっている。
【０４１６】
　レンズ付き基板４１ｆの貫通孔８３に形成されているレンズ２１の最表面の高さ位置は
、図５９のAにおいて一点鎖線で示される、レンズ付き基板４１ｆの最上面の位置よりも
低くなっている。
【０４１７】
　積層レンズ構造体１１ｆでは、複数枚のレンズ付き基板４１のうち、最上層のレンズ付
き基板４１ｆの貫通孔８３の光入射側の穴径が最も小さくなることにより、この貫通孔８
３の穴径の最も小さい部分（穴径D１の部分）が、入射光の光線を制限する光学絞りとし
て機能する。
【０４１８】
　図５９のBは、貫通孔８３の開口自体を絞り機構とする第２の構成例を示す図である。
【０４１９】
　図５９のBに示される積層レンズ構造体１１ｇは、図５８に示した積層レンズ構造体１
１を構成する５枚のレンズ付き基板４１ａ乃至４１ｅのうち、やはり、最上層のレンズ付
き基板４１ａが、レンズ付き基板４１ｇに置き換えられた構成とされている。そして、レ
ンズ付き基板４１ｇのさらに上に、基板１５１１が積層された構成とされている。
【０４２０】
　レンズ付き基板４１ｇの貫通孔８３の穴径は、図５９のAに示したレンズ付き基板４１
ｆと同様、光入射側の方が小さい末広がり形状になっている。基板１５１１は、貫通孔８
３を有するが、レンズ２１を保持していない基板である。レンズ付き基板４１ｇと基板１
５１１の貫通孔８３の断面形状は、いずれも、いわゆる末広がり形状となっている。
【０４２１】
　レンズ付き基板４１ｇの上に基板１５１１が積層されることにより、入射光が入射され
る平面領域が、図５９のAのレンズ付き基板４１ｆよりもさらに狭められている。基板１
５１１の上面の穴径D３は、レンズ２１の曲面部分（レンズ部９１）の直径D４よりも小さ
く構成されている。これにより、基板１５１１の貫通孔８３の穴径の最も小さい部分（穴
径D３の部分）が、入射光の光線を制限する光学絞りとして機能する。
【０４２２】
　光学絞りの位置は、積層レンズ構造体１１ｇのなかの最上面のレンズ２１からできるだ
け離れた位置にある方が、射出瞳位置を離し、シェーディングを抑えることができる。
【０４２３】
　図５９のBに示されるように、５枚のレンズ付き基板４１ｂ乃至４１ｅ及び４１ｇのさ
らに上に基板１５１１を積層することにより、光学絞りの位置を、積層レンズ構造体１１
ｇのなかで最上面のレンズ２１となる、レンズ付き基板４１ｇのレンズ２１から、光入射
方向の反対方向に大きく離れた位置とすることができ、シェーディングを抑えることがで
きる。
【０４２４】
　図５９のCは、貫通孔８３の開口自体を絞り機構とする第３の構成例を示す図である。
【０４２５】
　図５９のCに示される積層レンズ構造体１１ｈは、図５８に示した積層レンズ構造体１
１を構成する５枚のレンズ付き基板４１ａ乃至４１ｆのうちのレンズ付き基板４１ａのさ
らに上に、基板１５１２が積層された構成とされている。
【０４２６】
　基板１５１２は、貫通孔８３を有するが、レンズ２１を保持していない基板である。基
板１５１２の貫通孔８３は、穴径が基板１５１２の最上面と最下面で異なり、上面の穴径
D５が下面の穴径D５よりも小さい、いわゆる末広がり形状である。また、基板１５１２の
最上面の穴径D５は、レンズ２１の曲面部分（レンズ部９１）の直径よりも小さく構成さ
れている。これにより、この貫通孔８３の穴径の最も小さい部分（穴径D５の部分）が、
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入射光の光線を制限する光学絞りとして機能する。なお、基板１５１２の形状の別の例と
して、上面の穴径D５が下面の穴径D５よりも大きい、いわゆる下すぼみの形状であっても
良い。
【０４２７】
　なお、図５９のA乃至Cの例は、いずれも、積層レンズ構造体１１を構成する複数枚のレ
ンズ付き基板４１のなかで、最上面（受光素子１２から最も離れた位置）のレンズ付き基
板４１ｆの貫通孔８３の穴径を、光学絞りとして構成したり、最上層に配置した基板１５
１１若しくは１５１２の貫通孔８３の穴径を、光学絞りとして構成する例である。
【０４２８】
　しかしながら、積層レンズ構造体１１を構成する複数枚のレンズ付き基板４１のなかの
、最上面以外のレンズ付き基板４１ｂ乃至４１ｅいずれかの貫通孔８３の穴径を、上述し
たレンズ付き基板４１ｆまたは基板１５１１若しくは１５１２のように構成し、光学絞り
として機能させてもよい。
【０４２９】
　ただし、シェーディングを抑える観点では、図５９のA乃至Cに示したように、光学絞り
の機能を有するレンズ付き基板４１は、最上層、または、可能な限り上方（受光素子１２
から最も遠い位置）に配置した方がよい。
【０４３０】
　以上のように、積層レンズ構造体１１を構成する複数枚のレンズ付き基板４１のなかの
所定の１枚のレンズ付き基板４１、または、レンズ２１を保持していない基板１５１１若
しくは１５１２が、光学絞りの機能を兼ね備えることで、積層レンズ構造体１１及びカメ
ラモジュール１としてのサイズを小型化することができる。
【０４３１】
　光学絞りが、レンズ２１を保持するレンズ付き基板４１と一体とすることで、結像性能
に影響を与える絞りに最も近いレンズ曲面と光学絞りの位置精度が向上し、結像性能を向
上させることができる。
【０４３２】
＜１６．３　金属接合によるウエハレベル接合＞
　上述した実施の形態では、貫通孔８３にレンズ２１が形成されたレンズ付き基板４１W
どうしを、プラズマ接合により貼り合わせるようにしたが、金属接合を用いて貼り合わせ
るようにすることもできる。
【０４３３】
　図６０は、金属接合を用いたウエハレベルでの貼り合わせを説明する図である。
【０４３４】
　初めに、図６０のAに示されるように、複数形成された貫通孔１５３２のそれぞれにレ
ンズ１５３３が形成された基板状態のレンズ付き基板１５３１W-ａが用意され、そのレン
ズ付き基板１５３１W-ａの上側表面と下側表面に、反射防止膜１５３５が成膜される。
【０４３５】
　このレンズ付き基板１５３１Wは、上述した基板状態のレンズ付き基板４１Wに対応する
ものである。また、反射防止膜１５３５は、上述した上側表面層１２２と下側表面層１２
３に対応する。
【０４３６】
　ここで、レンズ付き基板１５３１W-ａの上側表面に形成された反射防止膜１５３５の一
部に、異物１５３６が混入された状態を想定する。レンズ付き基板１５３１W-ａの上側表
面は、後述する図６０のDの工程において、レンズ付き基板１５３１W-ｂと接合される面
である。
【０４３７】
　次に、図６０のBに示されるように、金属膜１５４２が、レンズ付き基板１５３１W-ｂ
との接合面となるレンズ付き基板１５３１W-ａの上側表面に形成される。このとき、レン
ズ１５３３が形成されている貫通孔１５３２の部分は、金属膜１５４２が形成されないよ
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うに、メタルマスク１５４１を用いてマスクされる。
【０４３８】
　金属膜１５４２の材料としては、例えば、金属接合としてよく使用されるCuを用いるこ
とができる。金属膜１５４２の成膜方法としては、低温で形成が可能な蒸着法やスパッタ
法、イオンプレーティング法などのPVD法を用いることができる。
【０４３９】
　なお、金属膜１５４２の材料としては、Cu以外に、Ni、Co、Mn、Al、Sn、In、Ag、Zn等
や、これら２種以上の合金材料を用いても良い。また、塑性変形し易い金属材料であれば
、例示した以外の材料でもよい。
【０４４０】
　金属膜１５４２の成膜法として、PVD法とメタルマスクによる形成以外にも、例えば、
銀粒子などの金属ナノ粒子を用いたインクジェット法を用いてもよい。
【０４４１】
　次に、図６０のCに示されるように、接合前の前処理として、大気に開放した際に金属
膜１５４２の表面に形成される酸化被膜を、ギ酸、水素ガス、水素ラジカルなどの還元性
ガスを用いて除去することにより、金属膜１５４２の表面が清浄化される。
【０４４２】
　金属膜１５４２の表面の清浄化の方法として、還元ガス以外にも、プラズマ中のArイオ
ンを金属表面に入射させてスパッタ作用により物理的に酸化被膜を除去しても良い。
【０４４３】
　上述した図６０のA乃至Cと同様の工程によって、接合するもう一方の基板状態のレンズ
付き基板１５３１Wであるレンズ付き基板１５３１W-ｂが用意される。
【０４４４】
　そして、図６０のDに示されるように、レンズ付き基板１５３１W-ｂの接合面と、レン
ズ付き基板１５３１W-ａの接合面とが向き合うように配置され、位置合わせが行われた後
、適切な圧力が加えられると、レンズ付き基板１５３１W-ａの金属膜１５４２とレンズ付
き基板１５３１W-ｂの金属膜１５４２が、金属接合により接合される。
【０４４５】
　ここで、レンズ付き基板１５３１W-ｂの接合面となるレンズ付き基板１５３１W-ｂの下
側表面にも、例えば、異物１５４３が混入されているとする。しかしながら、異物１５３
６や異物１５４３があっても、金属膜１５４２として、塑性変形し易い金属材料を用いて
いるので、金属膜１５４２は変形し、レンズ付き基板１５３１W-ａとレンズ付き基板１５
３１W-ｂとが接合される。
【０４４６】
　最後に、図６０のEに示されるように、熱処理を加えることにより、金属の原子間接合
、結晶化を促し、接合強度が高められる。なお、この熱処理工程は省略することもできる
。
【０４４７】
　以上のようにして、複数の貫通孔１５３２のそれぞれにレンズ１５３３が形成されたレ
ンズ付き基板１５３１Wどうしを、金属接合を用いて貼り合わせることができる。
【０４４８】
　なお、レンズ付き基板１５３１W-ａと金属膜１５４２の接合を得るために、密着層とな
る膜を、レンズ付き基板１５３１W-ａと金属膜１５４２との間に形成することも可能であ
る。この場合、密着層は、反射防止膜１５３５の上側（外側）、換言すれば、反射防止膜
１５３５と金属膜１５４２の間に形成される。密着層としては、例えば、Ti、Ta、または
、Wなどを用いることができる。または、Ti、Ta、Wなどの窒化物若しくは酸化物、または
、窒化物と酸化物との積層構造を用いても良い。レンズ付き基板１５３１W-ｂと金属膜１
５４２との接合についても同様である。
【０４４９】
　また、レンズ付き基板１５３１W-ａに成膜する金属膜１５４２の材料と、レンズ付き基
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板１５３１W-ｂに成膜する金属膜１５４２の材料は、異なる金属材料としてもよい。
【０４５０】
　基板状態のレンズ付き基板１５３１Wどうしを、ヤング率が低く塑性変形し易い金属接
合を用いて貼り合わせることで、接合面に異物が存在する場合であっても押し当て圧によ
り変形することで接触面積が得られる。
【０４５１】
　金属接合を用いて貼り合わせた複数のレンズ付き基板１５３１Wを個片化して積層レン
ズ構造体１１とし、上述したカメラモジュール１に組み込んだ場合、金属膜１５４２は、
封止性に優れ、側面からの光や水分の流入を防止することができるので、信頼性の高い積
層レンズ構造体１１及びカメラモジュール１を作製することができる。
【０４５２】
＜１６．４　高濃度ドープ基板を用いたレンズ付き基板＞
　図６１は、上述したレンズ付き基板４１ａの変形例であるレンズ付き基板４１ａ’－１
と４１ａ’－２の断面図である。
【０４５３】
　図６１のレンズ付き基板４１ａ’－１と４１ａ’－２の説明では、上述したレンズ付き
基板４１ａと同一の部分の説明は省略し、異なる部分についてのみ説明する。
【０４５４】
　図６１のAに示されるレンズ付き基板４１ａ’－１は、シリコン基板に、B（ボロン）が
高濃度に拡散（イオン注入）された高濃度ドープ基板である。レンズ付き基板４１ａ’－
１の不純物濃度は、例えば、１×１０１９cm-3程度の濃度であり、レンズ付き基板４１ａ
’－１は、広い範囲の波長の光を効率よく吸収することができる。
【０４５５】
　レンズ付き基板４１ａ’－１のその他の構成は、上述したレンズ付き基板４１ａと同様
である。
【０４５６】
　一方、図６１のBに示されるレンズ付き基板４１ａ’－２では、シリコン基板の領域が
、不純物濃度が異なる２つの領域、即ち、第１の領域１５５１と第２の領域１５５２に分
けられる。
【０４５７】
　第１の領域１５５１は、光が入射される側の基板表面から所定の深さ（例えば、３μm
程度）に形成されている。第１の領域１５５１の不純物濃度は、例えば、１×１０１６cm
-3程度の高濃度である。第２の領域１５５２は、その不純物濃度が、例えば、１×１０１

０cm-3程度とされ、第１の濃度よりも低い濃度にされている。第１の領域１５５１及び第
２の領域１５５２に拡散（イオン注入）されたイオンは、例えば、レンズ付き基板４１ａ
’－１と同様に、B（ボロン）である。
【０４５８】
　レンズ付き基板４１ａ’－２の光入射側となる第１の領域１５５１の不純物濃度は、１
×１０１６cm-3程度であり、レンズ付き基板４１ａ’－１の不純物濃度（例えば、１×１
０１９cm-3）よりも低い。そこで、レンズ付き基板４１ａ’－２では、貫通孔８３の側壁
に形成される遮光膜１２１’の膜厚が、図６１のAのレンズ付き基板４１ａ’－１の遮光
膜１２１よりも厚く形成されている。例えば、レンズ付き基板４１ａ’－１の遮光膜１２
１の膜厚が２μｍであるとすると、レンズ付き基板４１ａ’－２の遮光膜１２１’の膜厚
は、５μmに形成されている。
【０４５９】
　レンズ付き基板４１ａ’－２のその他の構成は、上述したレンズ付き基板４１ａと同様
である。
【０４６０】
　以上のように、レンズ付き基板４１ａ’－１及び４１ａ’－２として、高濃度ドープ基
板を採用することにより、遮光膜１２１や上側表面層１２２を透過して基板に到達した光
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を基材そのもので吸収することができるので、反射光を抑制することができる。ドーピン
グ量は、基板に到達した光を吸収できればよいため、基板に到達してくる光量や、遮光膜
１２１や上側表面層１２２の膜厚によって、適宜設定することができる。
【０４６１】
　また、レンズ付き基板４１ａ’－１及び４１ａ’－２として、取扱い容易なシリコン基
板を用いるので、ハンドリングが容易である。遮光膜１２１や上側表面層１２２を透過し
て基板に到達した光を基材そのもので吸収することができるので、遮光膜１２１や上側表
面層１２２、積層される基板自体の厚み等を薄くすることもでき、薄膜化、構造の簡便化
が可能である。
【０４６２】
　なお、レンズ付き基板４１ａ’－１及び４１ａ’－２において、シリコン基板にドープ
されるイオンは、B（ボロン）に限られず、その他、例えば、リン（P）、ヒ素（As）、ま
たはアンチモン（Sb）などでもよく、さらに言えば、光吸収量が増加するバンド構造をと
ることができる元素であればよい。
【０４６３】
　また、積層レンズ構造体１１を構成するその他のレンズ付き基板４１ｂ乃至４１ｅにつ
いても、レンズ付き基板４１ａ’－１及び４１ａ’－２と同様の構成とすることができる
。
【０４６４】
＜製造方法＞
　図６２を参照して、図６１のAに示したレンズ付き基板４１ａ’－１の製造方法につい
て説明する。
【０４６５】
　初めに、図６２のAに示されるように、B（ボロン）が高濃度に拡散（イオン注入）され
た基板状態の高濃度ドープ基板１５６１Wが用意される。高濃度ドープ基板１５６１Wの不
純物濃度は、例えば、１×１０１９cm-3程度である。
【０４６６】
　次に、図６２のBに示されるように、高濃度ドープ基板１５６１Wの所定の位置に、エッ
チングにより、貫通孔８３が形成される。図６２では、紙面の制約上、２個の貫通孔８３
のみが示されているが、実際には、高濃度ドープ基板１５６１Wの平面方向に、多数の貫
通孔８３が形成されている。
【０４６７】
　次に、図６２のCに示されるように、貫通孔８３の側壁に、黒色のレジスト材料をスプ
レーコートによって塗布することにより、遮光膜１２１が成膜される。
【０４６８】
　そして、図６２のDに示されるように、レンズ２１を含むレンズ樹脂部８２が、図２３
を参照して説明した上型２０１と下型１８１を用いた加圧成型により、貫通孔８３の内側
に形成される。
【０４６９】
　その後、図示は省略するが、高濃度ドープ基板１５６１Wとレンズ樹脂部８２の上側表
面に上側表面層１２２が成膜され、高濃度ドープ基板１５６１Wとレンズ樹脂部８２の下
側表面に下側表面層１２３が成膜され、個片化される。これにより、図６１のAに示した
レンズ付き基板４１ａ’－１が完成する。
【０４７０】
　次に、図６３を参照して、図６１のBに示したレンズ付き基板４１ａ’－２の製造方法
について説明する。
【０４７１】
　初めに、図６３のAに示されるように、B（ボロン）が所定の濃度で拡散（イオン注入）
された基板状態のドープ基板１５７１Wが用意される。ドープ基板１５７１Wの不純物濃度
は、例えば、１×１０１０cm-3程度である。
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【０４７２】
　次に、図６３のBに示されるように、ドープ基板１５７１Wの所定の位置に、エッチング
により、貫通孔８３が形成される。図６３では、紙面の制約上、２個の貫通孔８３のみが
示されているが、実際には、ドープ基板１５７１Wの平面方向に、多数の貫通孔８３が形
成されている。
【０４７３】
　次に、図６３のCに示されるように、ドープ基板１５７１Wの光入射面側の基板表面から
所定の深さ（例えば、３μm程度）まで、B（ボロン）がイオン注入された後、９００℃で
熱処理が施される。その結果、図６３のDに示されるように、不純物濃度が高濃度である
第１の領域１５５１と、それよりも低濃度である第２の領域１５５２が形成される。
【０４７４】
　そして、図６３のEに示されるように、貫通孔８３の側壁に、黒色のレジスト材料をス
プレーコートによって塗布することにより、遮光膜１２１が成膜される。
【０４７５】
　また、図６３のFに示されるように、レンズ２１を含むレンズ樹脂部８２が、図２３を
参照して説明した上型２０１と下型１８１を用いた加圧成型により、貫通孔８３の内側に
形成される。
【０４７６】
　その後、図示は省略するが、ドープ基板１５７１Wとレンズ樹脂部８２の上側表面に上
側表面層１２２が成膜され、ドープ基板１５７１Wとレンズ樹脂部８２の下側表面に下側
表面層１２３が成膜され、個片化される。これにより、図６１のBに示したレンズ付き基
板４１ａ’－２が完成する。
【０４７７】
　図１に示した積層レンズ構造体１１を構成するレンズ付き基板４１ａ乃至４１ｅのそれ
ぞれを、図６１に示したような高濃度ドープ基板とすることができる。これにより、基板
自体の光吸収量を上げることができる。
【０４７８】
＜１７．受光素子の画素配列と絞り板の構造と用途説明＞
　次に、図１０と図１１で示したカメラモジュール１が備える受光素子１２の画素配列と
絞り板５１の構成についてさらに説明する。
【０４７９】
　図６４は、図１０と図１１で示したカメラモジュール１に備わる絞り板５１の平面形状
の例を表す図である。
【０４８０】
　絞り板５１は、光を吸収もしくは反射することで入射を防ぐ遮蔽領域５１ａと、光を透
過させる開口領域５１ｂとを備える。
【０４８１】
　図１０と図１１で示したカメラモジュール１に備わる４個の光学ユニット１３は、絞り
板５１の開口領域５１ｂの開口径が、図６４のA乃至Dに示されるように、４個とも同じ大
きさであっても良いし、異なる大きさであっても良い。図６４の図中の「L」、「M」、「
S」は、開口領域５１ｂの開口径が「大」、「中」、「小」であることを表す。
【０４８２】
　図６４のAに記載の絞り板５１は、４個の開口領域５１ｂの開口径が同じである。
【０４８３】
　図６４のBに記載の絞り板５１は、２個の開口領域５１ｂの開口径の大きさが「中」つ
まり、標準的な絞りの開口である。これは例えば図１３に記載したように、絞り板５１が
、レンズ付き基板４１のレンズ２１にやや重畳していて良い、言い換えれば、レンズ２１
の直径よりも絞り板５１の開口領域５１ｂの方がやや小さくて良い。そして、図６４のB
に記載の絞り板５１の残りの２個の開口領域５１ｂは、開口径の大きさが「大」つまり、
先に述べた開口径の大きさが「中」のものよりも、開口径が大きい。この大きな開口領域
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５１ｂは、例えば被写体の照度が低い場合に、より多くの光をカメラモジュール１に備わ
る受光素子１２へ入射させるという作用をもたらす。
【０４８４】
　図６４のCに記載の絞り板５１は、２個の開口領域５１ｂの開口径の大きさが「中」つ
まり、標準的な絞りの開口である。そして、図６４のCに記載の絞り板５１の残りの２個
の開口領域５１ｂは、開口径の大きさが「小」つまり、先に述べた開口径の大きさが「中
」のものよりも、開口径が小さい。この小さな開口領域５１ｂは、例えば被写体の照度が
高く、ここからの光を開口径の大きさが「中」である開口領域５１ｂを通してカメラモジ
ュール１に備わる受光素子１２へ入射させると受光素子１２に備わる光電変換部で発生す
る電荷が光電変換部の飽和電荷量を越えてしまうような場合に、受光素子１２へ入射する
光量を減らすという作用をもたらす。
【０４８５】
　図６４のDに記載の絞り板５１は、２個の開口領域５１ｂの開口径の大きさが「中」つ
まり、標準的な絞りの開口である。そして、図６４のDに記載の絞り板５１の残りの２個
の開口領域５１ｂは、開口径の大きさが１個が「大」、１個が「小」である。これらの開
口領域５１ｂは、図６４のBと図６４のCで述べた開口径の大きさが「大」および「小」の
開口領域５１ｂと同様の作用をもたらす。
【０４８６】
　図６５は、図１０と図１１で示したカメラモジュール１の受光領域の構成を示している
。
【０４８７】
　カメラモジュール１は、図６５に示されるように、４個の光学ユニット１３（不図示）
を備える。そして、これら４個の光学ユニット１３へ入射した光を、それぞれの光学ユニ
ット１３に対応した受光手段でそれぞれ受光する。そのために、図１０と図１１で示した
カメラモジュール１は、受光素子１２が、４個の受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４
を備える。
【０４８８】
　なお受光手段に関わる別の実施の形態として、カメラモジュール１に備わる１個の光学
ユニット１３へ入射した光を受光する受光領域１６０１ａを、受光素子１２が１個備え、
カメラモジュール１がこのような受光素子１２を、カメラモジュール１に備わる光学ユニ
ット１３の個数分、例えば図１０と図１１に記載のカメラモジュール１の場合は４個、備
える構成であっても良い。
【０４８９】
　受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４は、それぞれに光を受光する画素をアレイ状に
配列した画素アレイ１６０１ｂ１乃至１６０１ｂ４を備える。
【０４９０】
　なお、図６５では、簡単のため、画素アレイに備わる画素を駆動するための回路や画素
を読み出すための回路を省略し、受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４と、画素アレイ
１６０１ｂ１乃至１６０１ｂ４とを同じ大きさで表している。
【０４９１】
　受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４に備わる画素アレイ１６０１ｂ１乃至１６０１
ｂ４は、複数の画素からなる画素の繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４を備え、
これら繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４を縦方向と横方向との双方にそれぞれ
複数個アレイ状に配列することで、画素アレイ１６０１ｂ１乃至１６０１ｂ４が構成され
ている。
【０４９２】
　受光素子１２に備わる４個の受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４上には、それぞれ
に光学ユニット１３が配置される。４個の光学ユニット１３は、その一部として絞り板５
１を備える。図６５では、絞り板５１の４個の開口領域５１ｂの開口径の一例として、図
６４のDに示した絞り板５１の開口領域５１ｂが破線で示されている。
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【０４９３】
　画像の信号処理の分野では、原画像に対して適応することでより解像度が高い画像を得
る技術として、超解像技術が知られている。その一例は、例えば特開２０１５－１０２７
９４号公報に開示されている。
【０４９４】
　図１０と図１１に記載のカメラモジュール１は、断面構造として、図１３、図１６、図
１７や、図３４、図３５、図３７、図５５に記載の構造を取り得る。
【０４９５】
　これらのカメラモジュール１は、光の入射面となるモジュール１の表面の縦方向と横方
向のそれぞれについて２個ずつ配置した光学ユニット１３に備わる光軸が、同じ方向に延
びている。これにより、光軸が同じ方向を向きながら、異なる受光領域を用いて、必ずし
も同一ではない複数枚の画像を得ることができる。
【０４９６】
　この様な構造のカメラモジュール１は、得られた複数枚の原画像を基に、これらへ超解
像技術を利用して、１個の光学ユニット１３から得られる１枚の画像よりも、解像度が高
い画像を得ることに適している。
【０４９７】
　図６６乃至図６９は、図１０と図１１で示したカメラモジュール１の受光領域の画素の
構成例を示している。
【０４９８】
　なお、図６６乃至図６９において、Gの画素は、緑色波長の光を受光する画素を表し、R
の画素は、赤色波長の光を受光する画素を表し、Bの画素は、青色波長の光を受光する画
素を表す。Cの画素は、可視光の全波長領域の光を受光する画素を表す。
【０４９９】
　図６６は、カメラモジュール１の受光素子１２に備わる４個の画素アレイ１６０１ｂ１
乃至１６０１ｂ４の画素配列の第１の例を示している。
【０５００】
　４個の画素アレイ１６０１ｂ１乃至１６０１ｂ４では、それぞれ、繰り返し単位１６０
２ｃ１乃至１６０２ｃ４が行方向及び列方向に繰り返し配列されている。図６６の繰り返
し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４それぞれは、R,G,B,Gの画素で構成されている。
【０５０１】
　図６６の画素配列は、可視光が照射された被写体からの入射光を赤色（Ｒ）・緑色（Ｇ
）・青色（Ｂ）に分光してＲＧＢ３色からなる画像を得ることに適する、という作用をも
たらす。
【０５０２】
　図６７は、カメラモジュール１の受光素子１２に備わる４個の画素アレイ１６０１ｂ１
乃至１６０１ｂ４の画素配列の第２の例を示している。
【０５０３】
　図６７の画素配列は、図６６の画素配列とは、繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２
ｃ４を構成する各画素が受光する光の波長（色）の組合せが異なる。図６７では、繰り返
し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４それぞれは、R,G,B,Cの画素で構成されている。
【０５０４】
　図６７の画素配列は、上述のようにR,G,Bに分光しないで可視光の全波長領域の光を受
光するCの画素を備える。Cの画素は分光した一部の光を受光するR,G,Bの画素よりも受光
する光量が多い。このためこの構成は、例えば被写体の照度が低い場合であっても、この
受光量の多いCの画素で得られる情報、例えば被写体の輝度情報を用いて、明度がより高
い画像あるいは輝度についての階調性がより多い画像を得ることができる、という作用を
もたらす。
【０５０５】
　図６８は、カメラモジュール１の受光素子１２に備わる４個の画素アレイ１６０１ｂ１
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乃至１６０１ｂ４の画素配列の第３の例を示している。
【０５０６】
　図６８では、繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４それぞれは、R,C,B,Cの画素
で構成されている。
【０５０７】
　図６８に記載の画素の繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４は、Gの画素を備え
ない。Gの画素に相当する情報は、C、R、及びBの画素からの情報を演算処理することによ
って得る。例えば、Cの画素の出力値から、Ｒの画素とＢの画素の出力値を減じることに
よって得る。
【０５０８】
　図６８に記載の画素の繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４は、全波長領域の光
を受光するCの画素を、図６７に記載の繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４の２
倍となる２個備える。また、図６８に備わる画素アレイ１６０１ｂにおけるCの画素のピ
ッチが、画素アレイ１６０１ｂの縦方向と横方向の双方において、図６７に備わる画素ア
レイ１６０１ｂにおけるCの画素のピッチの２倍となるように、図６８に記載の画素の繰
り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４は、２個のCの画素を繰り返し単位１６０２ｃ
の外形線の対角線方向に配置している。
【０５０９】
　このため図６８に記載の構成は、例えば被写体の照度が低い場合に、受光量の多いCの
画素から得る情報、例えば輝度情報を、図６７に記載の構成と比較して、２倍の解像度で
得ることが可能となり、これにより解像度が２倍高くて鮮明な画像を得ることができる、
という作用をもたらす。
【０５１０】
　図６９は、カメラモジュール１の受光素子１２に備わる４個の画素アレイ１６０１ｂ１
乃至１６０１ｂ４の画素配列の第４の例を示している。
【０５１１】
　図６９では、繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４それぞれは、R,C,C,Cの画素
で構成されている。
【０５１２】
　例えば、自動車に搭載して前方を撮影するカメラ用途の場合、カラー画像は必ずしも必
要とされない場合が多々ある。前方を走行する自動車の赤色のブレーキランプと道路に設
置された信号機の赤信号を認識できて、かつ、その他の被写体の形状を認識できることを
要求される場合が多い。
【０５１３】
　このため図６９に記載の構成は、Ｒの画素を備えることで自動車の赤色のブレーキラン
プと道路に設置された信号機の赤信号を認識し、かつ、受光量の多いCの画素を図６８に
記載の画素の繰り返し単位１６０２ｃよりもさらに数多く備えることで、例えば被写体の
照度が低い場合にも、より解像度が高くて鮮明な画像を得ることができる、という作用を
もたらす。
【０５１４】
　なお、図６６乃至６９に示した受光素子１２を備えるカメラモジュール１は、そのいず
れもが、絞り板５１の形状として、図６４のA乃至Dに記載のいずれを用いても良い。
【０５１５】
　図６６乃至６９に示した受光素子１２のいずれかと、図６４のA乃至Dいずれかの絞り板
５１を備えた、図１０と図１１に記載のカメラモジュール１は、光の入射面となるカメラ
モジュール１の表面の縦方向と横方向のそれぞれについて２個ずつ配置した光学ユニット
１３に備わる光軸が、同じ方向に延びている。
【０５１６】
　このような構造のカメラモジュール１は、得られた複数枚の原画像へ超解像技術を適応
して、より解像度が高い画像を得ることができる、という作用をもたらす。
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【０５１７】
　図７０は、図６６に示した画素配列の変形例を示している。
【０５１８】
　図６６の繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４は、R,G,B,Gの画素で構成され、
同色の２つのGの画素の構造が同一であるのに対して、図７０では、繰り返し単位１６０
２ｃ１乃至１６０２ｃ４は、R,G1,B,G2の画素で構成され、同色の２つのGの画素、即ち、
G1の画素とG2の画素で、画素の構造が異なる。
【０５１９】
　G1の画素とG2の画素は、画素に備わる信号生成手段（例えばフォトダイオード）として
、G1の画素よりもG2の画素の方が、その適正な動作限界が高いもの（例えば飽和電荷量が
大きいもの）を備える。かつ、画素に備わる生成信号の変換手段（例えば電荷電圧変換容
量）の大きさも、G1の画素よりもG2の画素の方が大きいものを備える。
【０５２０】
　これらの構成により、G2の画素は、単位時間当たりに一定量の信号（例えば電荷）が生
成した場合の出力信号がG1の画素よりも小さく抑えられ、かつ飽和電荷量が大きいために
、例えば、被写体の照度が高い場合にも、画素が動作限界には至らず、これにより高い階
調性を有する画像を得られる、という作用をもたらす。
【０５２１】
　一方、G1の画素は、単位時間当たりに一定量の信号（例えば電荷）が生成した場合に、
G2の画素よりも大きな出力信号が得られるため、例えば、被写体の照度が低い場合にも、
高い階調性を有する画像を得られる、という作用をもたらす。
【０５２２】
　図７０に記載の受光素子１２は、このようなG1の画素とG2の画素とを備えるため、広い
照度範囲において高い階調性を有する画像を得られる、いわゆるダイナミックレンジの広
い画像を得られる、という作用をもたらす。
【０５２３】
　図７１は、図６８の画素配列の変形例を示している。
【０５２４】
　図６８の繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４は、R,C,B,Cの画素で構成され、
同色の２つのCの画素の構造が同一であるのに対して、図７１では、繰り返し単位１６０
２ｃ１乃至１６０２ｃ４は、R,C1,B,C2の画素で構成され、同色の２つのCの画素、即ち、
C1の画素とC2の画素で、画素の構造が異なる。
【０５２５】
　C1の画素とC2の画素も、画素に備わる信号生成手段（例えばフォトダイオード）として
、C1の画素よりもC2の画素の方が、その動作限界が高いもの（例えば飽和電荷量が大きい
もの）を備える。かつ、画素に備わる生成信号の変換手段（例えば電荷電圧変換容量）の
大きさも、C1の画素よりもC2の画素の方が大きいものを備える。
【０５２６】
　図７２は、図６９の画素配列の変形例を示している。
【０５２７】
　図６９の繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４は、R,C,C,Cの画素で構成され、
同色の３つのCの画素の構造が同一であるのに対して、図７２では、繰り返し単位１６０
２ｃ１乃至１６０２ｃ４は、R,C1,C2,C3の画素で構成され、同色の３つのCの画素、即ち
、C1乃至C3の画素で、画素の構造が異なる。
【０５２８】
　例えば、C1乃至C3の画素も、画素に備わる信号生成手段（例えばフォトダイオード）と
して、C1の画素よりもC2の画素、C2の画素よりもC3の画素の方が、その動作限界が高いも
の（例えば飽和電荷量が大きいもの）を備える。また、画素に備わる生成信号の変換手段
（例えば電荷電圧変換容量）の大きさも、C1の画素よりもC2の画素、C2の画素よりもC3の
画素の方が大きいものを備える。



(56) JP 6878018 B2 2021.5.26

10

20

30

40

50

【０５２９】
　図７１及び図７２に記載の受光素子１２は、上記の構成を備えるため、図７０に記載の
受光素子１２と同様、広い照度範囲において高い階調性を有する画像を得られる、いわゆ
るダイナミックレンジの広い画像を得られる、という作用をもたらす。
【０５３０】
　図７０乃至図７２に記載の受光素子１２を備えるカメラモジュール１の絞り板５１の構
成としては、図６４のA乃至Dに示した各種の絞り板５１の構成や、それらの変形例を採用
することができる。
【０５３１】
　図７０乃至図７２に示した受光素子１２のいずれかと、図６４のA乃至Dいずれかの絞り
板５１を備えた、図１０と図１１に記載のカメラモジュール１は、光の入射面となるカメ
ラモジュール１の表面の縦方向と横方向のそれぞれについて２個ずつ配置した光学ユニッ
ト１３に備わる光軸が、同じ方向に延びている。
【０５３２】
　このような構造のカメラモジュール１は、得られた複数枚の原画像へ超解像技術を適応
して、より解像度が高い画像を得ることができる、という作用をもたらす。
【０５３３】
　図７３のAは、カメラモジュール１の受光素子１２に備わる４個の画素アレイ１６０１
ｂ１乃至１６０１ｂ４の画素配列の第５の例を示している。
【０５３４】
　受光素子１２に備わる４個の画素アレイ１６０１ｂ１乃至１６０１ｂ４は、上述したよ
うに必ずしも同一の構造ではなく、図７３のAに示されるように、異なる構造であっても
良い。
【０５３５】
　図７３のAに示される受光素子１２においては、画素アレイ１６０１ｂ１と画素アレイ
１６０１ｂ４の構造が同じであり、画素アレイ１６０１ｂ１と１６０１ｂ４を構成する繰
り返し単位１６０２ｃ１と１６０２ｃ４の構造も同じである。
【０５３６】
　これに対して、画素アレイ１６０１ｂ２と画素アレイ１６０１ｂ３の構造は、画素アレ
イ１６０１ｂ１と画素アレイ１６０１ｂ４の構造と異なる。具体的には、画素アレイ１６
０１ｂ２と画素アレイ１６０１ｂ３の繰り返し単位１６０２ｃ２と１６０２ｃ３に含まれ
る画素サイズが、画素アレイ１６０１ｂ１と画素アレイ１６０１ｂ４の繰り返し単位１６
０２ｃ１と１６０２ｃ４の画素サイズより大きい。さらに言えば、画素に含まれる光電変
換部の大きさが大きい。画素サイズが大きいため、繰り返し単位１６０２ｃ２と１６０２
ｃ３の領域サイズも、繰り返し単位１６０２ｃ１と１６０２ｃ４の領域サイズよりも大き
い。このため、画素アレイ１６０１ｂ２と画素アレイ１６０１ｂ３は、画素アレイ１６０
１ｂ１と画素アレイ１６０１ｂ４と比較して、同じ面積ではあるが、少ない画素数で構成
されている。
【０５３７】
　図７３のAの受光素子１２を備えるカメラモジュール１の絞り板５１の構成としては、
図６４のA乃至Cに示した各種の絞り板５１の構成、もしくは、図７３のB乃至Dに示される
絞り板５１の構成、または、それらの変形例を採用することができる。
【０５３８】
　一般的に、大きな画素を用いる受光素子は、小さな画素を用いる受光素子よりも、信号
ノイズ比（Ｓ／Ｎ比）の良い画像を得られる、という作用をもたらす。
【０５３９】
　例えば信号の読み出し回路や読み出した信号を増幅する回路でのノイズの大きさは、大
きな画素を用いる受光素子と小さな画素を用いる受光素子とでほぼ同じであるのに対して
、画素に備わる信号生成部で生成する信号の大きさは、画素が大きいほど大きくなる。
【０５４０】
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　このため、大きな画素を用いる受光素子は、小さな画素を用いる受光素子よりも、信号
ノイズ比（Ｓ／Ｎ比）の良い画像を得られる、という作用をもたらす。
【０５４１】
　一方、画素アレイの大きさが同じであるならば、小さな画素を用いる受光素子は、大き
な画素を用いる受光素子よりも、解像度が高くなる。
【０５４２】
　このため、小さな画素を用いる受光素子は、大きな画素を用いる受光素子よりも、解像
度の高い画像を得られる、という作用をもたらす。
【０５４３】
　図７３のAに記載の受光素子１２に備わる上記の構成は、例えば、被写体の照度が高く
それゆえ受光素子１２において大きな信号が得られる場合には、画素サイズが小さく解像
度が高い受光領域１６０１ａ１と１６０１ａ４を用いて、解像度の高い画像を得ることが
可能となり、さらにこれら２枚の画像へ超解像技術を適応してより解像度の高い画像をも
得る、という作用をもたらす。
【０５４４】
　また、被写体の照度が低くそれゆえ受光素子１２において大きな信号が得られないため
に、画像のＳ／Ｎ比が低下する懸念がある場合には、Ｓ／Ｎ比の高い画像が得られる受光
領域１６０１ａ２と１６０１ａ３を用いて、Ｓ／Ｎ比の高い画像を得ることが可能となり
、さらにこれら２枚の画像へ超解像技術を適応してより解像度の高い画像をも得る、とい
う作用をもたらす。
【０５４５】
　この場合、図７３のAに示した受光素子１２を備えるカメラモジュール１は、絞り板５
１の形状として、図７３のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、例え
ば、図７３のBに記載の絞り板５１の形状を用いて良い。
【０５４６】
　図７３のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、例えば、図７３のC
の絞り板５１は、大きな画素を用いた受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３と組み合わせ
て用いる絞り板５１の開口領域５１ｂが、他の受光領域と組み合わせて用いる絞り板５１
の開口領域５１ｂよりも大きい。
【０５４７】
　このため、図７３のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、図７３の
Cの絞り板５１を、図７３のAに示した受光素子１２と組み合わせて用いるカメラモジュー
ル１は、図７３のBの絞り板５１を、図７３のAに示した受光素子１２と組み合わせて用い
るカメラモジュール１よりも、例えば、被写体の照度が低くそれゆえ受光素子１２におい
て大きな信号が得られない場合に、受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３とにおいて、よ
りＳ／Ｎ比の高い画像を得ることが可能になる、という作用をもたらす。
【０５４８】
　図７３のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、例えば、図７３のD
の絞り板５１は、大きな画素を用いた受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３と組み合わせ
て用いる絞り板５１の開口領域５１ｂが、他の受光領域と組み合わせて用いる絞り板５１
の開口領域５１ｂよりも小さい。
【０５４９】
　このため、図７３のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、図７３の
Dの絞り板５１を、図７３のAに示した受光素子１２と組み合わせて用いるカメラモジュー
ル１は、図７３のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、図７３のBの
絞り板５１を、図７３のAに示した受光素子１２と組み合わせて用いるカメラモジュール
１よりも、例えば、被写体の照度が高くそれゆえ受光素子１２において大きな信号が得ら
れる場合に、受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３へ入射する光の量を抑える、という作
用をもたらす。
【０５５０】
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　これにより、受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３に備わる画素へ過大な光が入射して
しまい、これにより受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３に備わる画素の適正な動作限界
を超えてしまう（例えば飽和電荷量を越えてしまう）という事態の発生を抑える、という
作用をもたらす。
【０５５１】
　図７４のAは、カメラモジュール１の受光素子１２に備わる４個の画素アレイ１６０１
ｂ１乃至１６０１ｂ４の画素配列の第６の例を示している。
【０５５２】
　図７４のAに示される受光素子１２においては、画素アレイ１６０１ｂ１の繰り返し単
位１６０２ｃ１の領域サイズが、画素アレイ１６０１ｂ２及び１６０１ｂ３の繰り返し単
位１６０２ｃ１及び１６０２ｃ２の領域サイズよりも小さい。画素アレイ１６０１ｂ４の
繰り返し単位１６０２ｃ４の領域サイズは、画素アレイ１６０１ｂ２及び１６０１ｂ３の
繰り返し単位１６０２ｃ１及び１６０２ｃ２の領域サイズよりも大きい。
【０５５３】
　即ち、繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４の領域サイズには、繰り返し単位１
６０２ｃ１＜（繰り返し単位１６０２ｃ２＝繰り返し単位１６０２ｃ３）＜繰り返し単位
１６０２ｃ４、という関係がある。
【０５５４】
　繰り返し単位１６０２ｃ１乃至１６０２ｃ４の領域サイズが大きいほど、画素サイズも
大きく、光電変換部のサイズも大きい。
【０５５５】
　図７４のAの受光素子１２を備えるカメラモジュール１の絞り板５１の構成としては、
図６４のA乃至Cに示した各種の絞り板５１の構成、もしくは、図７４のB乃至Dに示される
絞り板５１の構成、または、それらの変形例を採用することができる。
【０５５６】
　図７４のAに記載の受光素子１２に備わる上記の構成は、例えば、被写体の照度が高く
それゆえ受光素子１２において大きな信号が得られる場合には、画素サイズが小さく解像
度が高い受光領域１６０１ａ１を用いて、解像度の高い画像を得ることが可能となる、と
いう作用をもたらす。
【０５５７】
　また、被写体の照度が低くそれゆえ受光素子１２において大きな信号が得られないため
に、画像のＳ／Ｎ比が低下する懸念がある場合には、Ｓ／Ｎ比の高い画像が得られる受光
領域１６０１ａ２と１６０１ａ３を用いて、Ｓ／Ｎ比の高い画像を得ることが可能となり
、さらにこれら２枚の画像へ超解像技術を適応してより解像度の高い画像をも得る、とい
う作用をもたらす。
【０５５８】
　被写体の照度がさらに低くそれゆえ受光素子１２において画像のＳ／Ｎ比がさらに低下
する懸念がある場合には、Ｓ／Ｎ比のさらに高い画像が得られる受光領域１６０１ａ４を
用いて、Ｓ／Ｎ比のさらに高い画像を得ることが可能となり、という作用をもたらす。
【０５５９】
　この場合、図７４のAに示した受光素子１２を備えるカメラモジュール１は、絞り板５
１の形状として、図７４のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、例え
ば、図７４のBに記載の絞り板５１の形状を用いて良い。
【０５６０】
　図７４のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、例えば、図７４のC
の絞り板５１は、大きな画素を用いた受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３と組み合わせ
て用いる絞り板５１の開口領域５１ｂが、小さな画像を用いた受光領域１６０１ａ１と組
み合わせて用いる絞り板５１の開口領域５１ｂよりも大きい。また、さらに大きな画素を
用いた受光領域１６０１ａ４と組み合わせて用いる絞り板５１の開口領域５１ｂは、さら
に大きい。
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【０５６１】
　このため、図７４のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、図７４の
Cの絞り板５１を、図７４のAに示した受光素子１２と組み合わせて用いるカメラモジュー
ル１は、図７４のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、図７４のBの
絞り板５１を、図７４のAに示した受光素子１２と組み合わせて用いるカメラモジュール
１よりも、例えば、被写体の照度が低くそれゆえ受光素子１２において大きな信号が得ら
れない場合に、受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３とにおいて、よりＳ／Ｎ比の高い画
像を得ることが可能になると共に、被写体の照度がさらに低い場合に、受光領域１６０１
ａ４において、さらにＳ／Ｎ比の高い画像を得ることが可能になる、という作用をもたら
す。
【０５６２】
　図７４のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、例えば、図７４のD
の絞り板５１は、大きな画素を用いた受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３と組み合わせ
て用いる絞り板５１の開口領域５１ｂが、小さな画像を用いた受光領域１６０１ａ１と組
み合わせて用いる絞り板５１の開口領域５１ｂよりも小さい。また、さらに大きな画素を
用いた受光領域１６０１ａ４と組み合わせて用いる絞り板５１の開口領域５１ｂは、さら
に小さい。
【０５６３】
　このため、図７４のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、図７４の
Dの絞り板５１を、図７４のAに示した受光素子１２と組み合わせて用いるカメラモジュー
ル１は、図７４のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のうち、図７４のBの
絞り板５１を、図７４のAに示した受光素子１２と組み合わせて用いるカメラモジュール
１よりも、例えば、被写体の照度が高くそれゆえ受光素子１２において大きな信号が得ら
れる場合に、受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３へ入射する光の量を抑える、という作
用をもたらす。
【０５６４】
　これにより、受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３に備わる画素へ過大な光が入射して
しまい、これにより受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３に備わる画素の適正な動作限界
を超えてしまう（例えば飽和電荷量を越えてしまう）という事態の発生を抑える、という
作用をもたらす。
【０５６５】
　また、受光領域１６０１ａ４へ入射する光の量をさらに抑え、これにより、受光領域１
６０１ａ４に備わる画素へ過大な光が入射してしまい、これにより受光領域１６０１ａ４
に備わる画素の適正な動作限界を超えてしまう（例えば飽和電荷量を越えてしまう）とい
う事態の発生をも抑える、という作用をもたらす。
【０５６６】
　なお、別の実施形態として、例えば一般的なカメラで用いられるように、複数枚の板を
組み合わせ、その位置関係を変えることで開口の大きさを変える絞りと同様の構造を用い
て、開口領域５１ｂが可変となる絞り板５１をカメラモジュールが備え、被写体の照度に
応じて絞りの開口の大きさを変える構造としても良い。
【０５６７】
　例えば、図７３のAと図７４のAに記載の受光素子１２を用いる場合に、被写体の照度が
低い場合には、図７３のB乃至Dと図７４のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３
枚のうち、図７３のCと図７４のCの形状を用いて、これよりも被写体の照度が高い場合に
は、図７３のBと図７４のBの形状を用いて、これよりもさらに被写体の照度が高い場合に
は、図７３のDと図７４のDの形状を用いる、という構造としても良い。
【０５６８】
　図７５は、カメラモジュール１の受光素子１２に備わる４個の画素アレイ１６０１ｂ１
乃至１６０１ｂ４の画素配列の第７の例を示している。
【０５６９】
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　図７５に示される受光素子１２では、画素アレイ１６０１ｂ１の全画素は、緑色の波長
の光を受光する画素で構成されている。画素アレイ１６０１ｂ２の全画素は、青色の波長
の光を受光する画素で構成されている。画素アレイ１６０１ｂ３の全画素は、赤色の波長
の光を受光する画素で構成されている。画素アレイ１６０１ｂ４の全画素は、緑色の波長
の光を受光する画素で構成されている。
【０５７０】
　図７６は、カメラモジュール１の受光素子１２に備わる４個の画素アレイ１６０１ｂ１
乃至１６０１ｂ４の画素配列の第８の例を示している。
【０５７１】
　図７６に示される受光素子１２では、画素アレイ１６０１ｂ１の全画素は、緑色の波長
の光を受光する画素で構成されている。画素アレイ１６０１ｂ２の全画素は、青色の波長
の光を受光する画素で構成されている。画素アレイ１６０１ｂ３の全画素は、赤色の波長
の光を受光する画素で構成されている。画素アレイ１６０１ｂ４の全画素は、可視光全体
の領域の波長の光を受光する画素で構成されている。
【０５７２】
　図７７は、カメラモジュール１の受光素子１２に備わる４個の画素アレイ１６０１ｂ１
乃至１６０１ｂ４の画素配列の第９の例を示している。
【０５７３】
　図７７に示される受光素子１２では、画素アレイ１６０１ｂ１の全画素は、可視光全体
の領域の波長の光を受光する画素で構成されている。画素アレイ１６０１ｂ２の全画素は
、青色の波長の光を受光する画素で構成されている。画素アレイ１６０１ｂ３の全画素は
、赤色の波長の光を受光する画素で構成されている。画素アレイ１６０１ｂ４の全画素は
、可視光全体の領域の波長の光を受光する画素で構成されている。
【０５７４】
　図７８は、カメラモジュール１の受光素子１２に備わる４個の画素アレイ１６０１ｂ１
乃至１６０１ｂ４の画素配列の第１０の例を示している。
【０５７５】
　図７８に示される受光素子１２では、画素アレイ１６０１ｂ１の全画素は、可視光全体
の領域の波長の光を受光する画素で構成されている。画素アレイ１６０１ｂ２の全画素は
、可視光全体の領域の光を受光する画素で構成されている。画素アレイ１６０１ｂ３の全
画素は、赤色の波長の光を受光する画素で構成されている。画素アレイ１６０１ｂ４の全
画素は、可視光全体の領域の波長の光を受光する画素で構成されている。
【０５７６】
　図７５乃至図７８に示したように、受光素子１２の画素アレイ１６０１ｂ１乃至１６０
１ｂ４は、画素アレイ単位で同一帯域の波長の光を受光するように構成することができる
。
【０５７７】
　従来から知られるＲＧＢ３板式の固体撮像装置は、受光素子を３個備えそれぞれの受光
素子が、Ｒ画像のみ、Ｇ画像のみ、Ｂ画像のみ、を撮影する。従来から知られるＲＧＢ３
板式の固体撮像装置は、１個の光学ユニットへ入射した光を、プリズムによって３方向へ
分光した後、３個の受光素子を用いて受光している。このため、３個の受光素子へ入射す
る被写体画像の位置は、３個の間で同一である。このためこれら３個の画像へ超解像技術
を適用して、感度の高い画像を得ることは難しい。
【０５７８】
　これに対して、図７５乃至図７８に記載の受光素子１２いずれかを用いる、図１０と図
１１に記載のカメラモジュール１は、光の入射面となるカメラモジュール１の表面におい
て、その面内の縦方向と横方向のそれぞれに２個ずつ光学ユニット１３が配置され、かつ
これら４個の光学ユニット１３に備わる光軸が、平行となって同じ方向に延びている。こ
れにより、光軸が同じ方向を向きながら、受光素子１２が備える４個の異なる受光領域１
６０１ａ１乃至１６０１ａ４を用いて、必ずしも同一ではない複数枚の画像を得ることが
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できる。
【０５７９】
　この様な構造のカメラモジュール１は、上記の配置の４個の光学ユニット１３から得ら
れた複数枚の画像を基に、これらへ超解像技術を利用して、１個の光学ユニット１３から
得られる１枚の画像よりも、解像度が高い画像を得ることができる、という作用をもたら
す。
【０５８０】
　なお、図７５に記載の受光素子１２によって、Ｇ、Ｒ、Ｇ、Ｂ、４枚の画像を得る構成
は、図６６に記載の受光素子１２において、Ｇ、Ｒ、Ｇ、Ｂ、４個の画素を繰り返し単位
とする構成によってもたらされる作用と、同様の作用をもたらす。
【０５８１】
　図７６に記載の受光素子１２において、Ｒ、Ｇ、Ｂ、Ｃ、４枚の画像を得る構成は、図
６７に記載の受光素子１２において、Ｒ、Ｇ、Ｂ、Ｃ、４個の画素を繰り返し単位とする
構成によってもたらされる作用と、同様の作用をもたらす。
【０５８２】
　図７７に記載の受光素子１２において、Ｒ、Ｃ、Ｂ、Ｃ、４枚の画像を得る構成は、図
６８に記載の受光素子１２において、Ｒ、Ｃ、Ｂ、Ｃ、４個の画素を繰り返し単位とする
構成によってもたらされる作用と、同様の作用をもたらす。
【０５８３】
　図７８に記載の受光素子１２において、Ｒ、Ｃ、Ｃ、Ｃ、４枚の画像を得る構成は、図
６９に記載の受光素子１２において、Ｒ、Ｃ、Ｃ、Ｃ、４個の画素を繰り返し単位とする
構成によってもたらされる作用と、同様の作用をもたらす。
【０５８４】
　図７５乃至図７８に示した受光素子１２いずれかを備えるカメラモジュール１の絞り板
５１の構成としては、図６４のA乃至Dに示した各種の絞り板５１の構成や、それらの変形
例を採用することができる。
【０５８５】
　図７９のAは、カメラモジュール１の受光素子１２に備わる４個の画素アレイ１６０１
ｂ１乃至１６０１ｂ４の画素配列の第１１の例を示している。
【０５８６】
　図７９のAに示される受光素子１２においては、画素アレイ１６０１ｂ１乃至１６０１
ｂ４それぞれで、１画素の画素サイズ、または、各画素が受光する光の波長が異なる。
【０５８７】
　画素サイズについては、画素アレイ１６０１ｂ１が最も小さく、画素アレイ１６０１ｂ
２と１６０１ｂ３が同サイズで、画素アレイ１６０１ｂ１よりも大きく、画素アレイ１６
０１ｂ４が、画素アレイ１６０１ｂ２と１６０１ｂ３よりも、さらに大きく構成されてい
る。画素サイズの大きさは、各画素が備える光電変換部の大きさと比例する。
【０５８８】
　各画素が受光する光の波長については、画素アレイ１６０１ｂ１、１６０１ｂ２、及び
１６０１ｂ４は、可視光全体の領域の波長の光を受光する画素で構成され、画素アレイ１
６０１ｂ３は、赤色の波長の光を受光する画素で構成されている。
【０５８９】
　図７９のAに記載の受光素子１２に備わる上記の構成は、例えば、被写体の照度が高く
それゆえ受光素子１２において大きな信号が得られる場合には、画素サイズが小さく解像
度が高い受光領域１６０１ａ１を用いて、解像度の高い画像を得ることが可能となる、と
いう作用をもたらす。
【０５９０】
　また、被写体の照度が低くそれゆえ受光素子１２において大きな信号が得られないため
に、画像のＳ／Ｎ比が低下する懸念がある場合には、Ｓ／Ｎ比の高い画像が得られる受光
領域１６０１ａ２を用いて、Ｓ／Ｎ比の高い画像を得ることが可能となる、という作用を
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もたらす。
【０５９１】
　被写体の照度がさらに低くそれゆえ受光素子１２において画像のＳ／Ｎ比がさらに低下
する懸念がある場合には、Ｓ／Ｎ比のさらに高い画像が得られる受光領域１６０１ａ４を
用いて、Ｓ／Ｎ比のさらに高い画像を得ることが可能となり、という作用をもたらす。
【０５９２】
　なお、図７９のAに記載の受光素子１２へ、図７９のB乃至Dに記載した絞り板５１の形
状に関わる３枚のうち、図７９のBの絞り板５１を組み合わせて用いる構成は、図７４のA
に記載の受光素子１２へ、図７４のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のう
ち、図７４のBの絞り板５１を組み合わせて用いる構成によってもたらされる作用と、同
様の作用をもたらす。
【０５９３】
　また、図７９のAに記載の受光素子１２へ、図７９のB乃至Dに記載した絞り板５１の形
状に関わる３枚のうち、図７９のCの絞り板５１を組み合わせて用いる構成は、図７４のA
に記載の受光素子１２へ、図７４のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のう
ち、図７４のCの絞り板５１を組み合わせて用いる構成によってもたらされる作用と、同
様の作用をもたらす。
【０５９４】
　また、図７９のAに記載の受光素子１２へ、図７９のB乃至Dに記載した絞り板５１の形
状に関わる３枚のうち、図７９のDの絞り板５１を組み合わせて用いる構成は、図７４のA
に記載の受光素子１２へ、図７４のB乃至Dに記載した絞り板５１の形状に関わる３枚のう
ち、図７４のDの絞り板５１を組み合わせて用いることによってもたらされる作用と、同
様の作用をもたらす。
【０５９５】
　図７９のAの受光素子１２を備えるカメラモジュール１には、図６４のA若しくはDに示
した絞り板５１の構成、若しくは、図７９のB乃至Dに示される絞り板５１の構成、または
、それらの変形例を採用することができる。
【０５９６】
＜１８．カメラモジュールの第１２の実施の形態＞
　図８０は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１２の実
施の形態を示す図である。
【０５９７】
　図８０のAは、カメラモジュール１の第１２の実施の形態としてのカメラモジュール１M
の外観を示す模式図である。図８０のBは、カメラモジュール１Mの概略断面図である。
【０５９８】
　カメラモジュール１Mは、図９に示した第２の実施の形態のカメラモジュール１Bと同様
、２個の光学ユニット１３を備える。カメラモジュール１Mが、図９のカメラモジュール
１Bと異なる点は、第２の実施の形態のカメラモジュール１Bでは、２個の光学ユニット１
３の光学パラメータが異なる構成であったのに対して、第１２の実施の形態のカメラモジ
ュール１Mでは、２個の光学ユニット１３の光学パラメータが同じものとなっている。す
なわち、カメラモジュール１Mに備わる２個の光学ユニット１３において、レンズ２１の
個数、レンズ２１の径、レンズ２１の厚さ、レンズ２１の表面形状、レンズ２１の材料、
上下に隣接する２枚のレンズ２１の間の距離、などが同じになっている。
【０５９９】
　図８０のCは、カメラモジュール１Mの積層レンズ構造体１１を構成する所定の１層のレ
ンズ付き基板４１の平面形状を示す図である。
【０６００】
　図８０のDは、図８０のCに示したレンズ付き基板４１を得るための、基板状態のレンズ
付き基板４１Wの平面図である。
【０６０１】
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　図８１は、図８０に示したカメラモジュール１Mの受光素子１２の構造を説明する図で
ある。
【０６０２】
　カメラモジュール１Mの受光素子１２は、２個の受光領域１６０１ａ１と１６０１ａ２
を備える。受光領域１６０１ａ１と１６０１ａ２は、それぞれに光を受光する画素をアレ
イ状に配列した画素アレイ１６０１ｂ１と１６０１ｂ２を備える。
【０６０３】
　画素アレイ１６０１ｂ１と１６０１ｂ２は、複数もしくは単数の画素からなる繰り返し
単位１６０２ｃ１と１６０２ｃ２を備える。より詳しくは、画素アレイ１６０１ｂ１は、
繰り返し単位１６０２ｃ１を縦方向と横方向の双方にそれぞれ複数個アレイ状に配列する
ことで構成され、画素アレイ１６０１ｂ２は、繰り返し単位１６０２ｃ２を縦方向と横方
向の双方にそれぞれ複数個アレイ状に配列することで構成されている。繰り返し単位１６
０２ｃ１は、R,G,B,Gの各画素からなる４画素であり、繰り返し単位１６０２ｃ２は、１
つのCの画素で構成される。
【０６０４】
　したがって、カメラモジュール１Mは、カラー画像信号を出力する１組のセンサユニッ
ト、即ち、R,G,Bの各画素を有する画素アレイ１６０１ｂ１と光学ユニット１３の組と、
白黒画像信号を出力する１組のセンサユニット、即ち、Cの画素を有する画素アレイ１６
０１ｂ２と光学ユニット１３の組とを備える。
【０６０５】
　国際電気通信連合が定めた、Ｒ，Ｇ，Ｂの画素信号を輝度信号と色差信号へ変換する規
格ITU―R BT．601―7の輝度信号Ｙに関する次式（１）からもわかるように、Ｒ，Ｇ，Ｂ
の画素信号の中で、Ｇの信号は輝度に関する感度が最も高く、Ｂの信号は輝度に関する感
度が最も低い。
　　Ｙ＝０．２９９Ｒ＋０．５８７Ｇ＋０．１１４Ｂ　・ ・ ・式（１）
【０６０６】
　そこで簡単のため、図８１に記載の受光領域１６０１ａ１において、高い感度で輝度情
報が得られる画素はＧの画素だけだと仮定して、高い感度で輝度情報が得られる画素が配
置された場所を示すと、図８２に示されるようになる。
【０６０７】
　図８２は、図８１に示した受光素子１２において、高い感度で輝度情報が得られる画素
が配置された場所を示す図である。
【０６０８】
　輝度情報に関わる上記の仮定に基づくと、受光領域１６０１ａ１において高い感度で輝
度情報が得られる画素は、Ｇの画素のみとなる。これに対して、受光領域１６０１ａ２で
は、画素アレイ１６０１ｂ２を構成する全ての画素が、可視光の全波長領域の光を受光す
ることにより高い感度で輝度情報が得られる、Ｃの画素となっている。
【０６０９】
　図８３は、各画素の画素信号の出力点を画素中心として、図８２に示した受光素子１２
において、高い感度で輝度情報が得られる画素（以下、高輝度画素ともいう。）の配置ピ
ッチを示した図である。
【０６１０】
　受光領域１６０１ａ１と受光領域１６０１ａ２の高輝度画素の配置ピッチを比較すると
、行方向と列方向については、共通の配置ピッチP_LEN1となっている。
【０６１１】
　しかし、行方向および列方向に対して４５°となる斜め方向については、受光領域１６
０１ａ１の配置ピッチP_LEN2と受光領域１６０１ａ２の配置ピッチP_LEN3は異なる。具体
的には、受光領域１６０１ａ２の配置ピッチP_LEN3は、受光領域１６０１ａ１の配置ピッ
チP_LEN2の１／２の幅になっている。言い換えれば、行方向および列方向に対して４５°
となる斜め方向については、受光領域１６０１ａ２は、受光領域１６０１ａ１よりも、解
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像度が２倍高い画像を得ることができる。
【０６１２】
　図８０乃至図８３を参照して説明した２眼構造のカメラモジュール１Mは、R,G,B,Gの画
素配列を繰り返し単位１６０２ｃ１として有するいわゆるベイヤ―配列の受光領域１６０
１ａ１に加えて、画素アレイ１６０１ｂ２を構成する全ての画素がCの画素となっている
受光領域１６０１ａ２を併せて備える。
【０６１３】
　このようなカメラモジュール１Mの構造は、受光領域１６０１ａ１のみから得られる画
像よりも、鮮明な画像を得ることができるという作用をもたらす。例えば、受光領域１６
０１ａ２から画素毎の輝度の変化の情報が得られる。この情報に基づいて、受光領域１６
０１ａ１から得られる輝度の情報を補完すると、受光領域１６０１ａ１のみから得られる
画像よりも、解像度の高い画像を得ることができるという作用をもたらす。上述したよう
に、斜め方向の解像度は、受光領域１６０１ａ１から得られる画素情報のみの場合と比較
して２倍となるので、受光領域１６０１ａ１と受光領域１６０１ａ２の両方の画素情報を
組み合わせることで、２倍のロスレスズーム（画質劣化のない拡大画像）を実現すること
ができる。異なる撮像範囲のレンズを使用する方法によりロスレスズームを実現する方法
はあるが、その場合はカメラモジュールの高さが異なってしまう。カメラモジュール１M
によれば、モジュールの高さを変えずにロスレスズームを実現することができる。
【０６１４】
　また、ＲＧＢ３種類のカラーフィルタを備えない受光領域１６０１ａ２から得られる輝
度信号は、カラーフィルタを備える受光領域１６０１ａ１から得られる輝度信号の約１．
７倍の信号レベルとなる。したがって、例えば、受光領域１６０１ａ１で得られたGの輝
度信号を、受光領域１６０１ａ２で得られた対応画素の輝度信号で置き換えるなど、受光
領域１６０１ａ１と受光領域１６０１ａ２の両方の画素情報を組み合わせることで、SN比
（Signal to Noise ratio）を向上させた画素信号を生成して出力することができる。例
えば、単眼のカラー撮像センサを用いて複数枚の画像を撮像し、それらの画像信号を合成
することにより、SN比を向上させる技術があるが、そのような方法は、複数枚の画像を取
得するまでの時間が長くなるため、動体や動画には不向きである。カメラモジュール１M
は、受光領域１６０１ａ１と受光領域１６０１ａ２を同期して撮像できるので、高SN比の
画像を短時間で生成でき、動画、動体の撮像にも適している。
【０６１５】
　また、受光領域１６０１ａ２の各画素の画素信号が、受光領域１６０１ａ１の画素間の
中間位置に対応する位置となるように、受光領域１６０１ａ１と受光領域１６０１ａ２の
両方の画素情報を組み合わせることで、受光領域１６０１ａ１のみから得られる画像の２
倍の解像度の超解像画像を得ることができる。例えば、画素数が２０メガピクセルで、４
Kx２Kの８メガピクセルの動画像を撮像する単眼のカラー撮像センサがある。このカラー
撮像センサと画素数が同一の２眼のカメラモジュール１Mを用いた場合、上述のように受
光領域１６０１ａ１に対して受光領域１６０１ａ２の画素位置を水平垂直方向それぞれに
１／２画素ずらして画素情報を補完することで、８Kx４Kの３２メガピクセル相当の超解
像動画を得ることができる。
【０６１６】
　以上のように、２眼のカメラモジュール１Mによれば、２つの受光領域１６０１ａ１と
受光領域１６０１ａ２により得られる画素情報を用いて、画質劣化のない拡大画像、SN比
を向上させた画像や、超解像画像など、様々な用途の画像を生成することができる。どの
ような用途の画像を生成するかは、例えば、カメラモジュール１Mが組み込まれた撮像装
置の動作モードの設定によって選択決定される。
【０６１７】
＜１９．カメラモジュールの第１３の実施の形態＞
　図８４は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１３の実
施の形態を示す図である。
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【０６１８】
　図８４のAは、カメラモジュール１の第１３の実施の形態としてのカメラモジュール１N
の外観を示す模式図である。図８４のBは、カメラモジュール１Nの概略断面図である。
【０６１９】
　カメラモジュール１Nは、図８４のBに示されるように、光学パラメータが同じ３個の光
学ユニット１３を備える。
【０６２０】
　図８４のCは、カメラモジュール１Nの受光素子１２の構造を説明する図である。
【０６２１】
　カメラモジュール１Nの受光素子１２は、その上側に配置されている３個の光学ユニッ
ト１３に対応した位置に、３個の受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ３を備える。受光
領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ３は、画素をアレイ状に配列した画素アレイ１６０１ｂ
１乃至１６０１ｂ３を備える。
【０６２２】
　画素アレイ１６０１ｂ１乃至１６０１ｂ３は、複数もしくは単数の画素からなる繰り返
し単位１６０２ｃ１乃至１６０１ｃ３を備える。より詳しくは、画素アレイ１６０１ｂ１
は、繰り返し単位１６０２ｃ１を縦方向と横方向の双方にそれぞれ複数個アレイ状に配列
することで構成され、画素アレイ１６０１ｂ２は、繰り返し単位１６０２ｃ２を縦方向と
横方向の双方にそれぞれ複数個アレイ状に配列することで構成され、画素アレイ１６０１
ｂ３は、繰り返し単位１６０２ｃ３を縦方向と横方向の双方にそれぞれ複数個アレイ状に
配列することで構成されている。繰り返し単位１６０２ｃ１は、R,G,B,Gの各画素からな
る４画素であり、繰り返し単位１６０２ｃ２と１６０１ｃ３は、１つのCの画素で構成さ
れる。
【０６２３】
　したがって、カメラモジュール１Nは、カラー画像信号を出力する１組のセンサユニッ
ト、即ち、R,G,Bの各画素を有する画素アレイ１６０１ｂ１と光学ユニット１３の組と、
白黒画像信号を出力する２組のセンサユニット、即ち、Cの画素を有する画素アレイ１６
０１ｂ２と光学ユニット１３の組及びCの画素を有する画素アレイ１６０１ｂ３と光学ユ
ニット１３の組とを備える。
【０６２４】
　このようなカメラモジュール１Nの構造は、上述した２眼のカメラモジュール１Mと同様
に、受光領域１６０１ａ１のみから得られる画像よりも、鮮明な画像を得ることができる
という作用をもたらす。すなわち、Cの画素で構成された画素アレイ１６０１ｂ２を有す
る受光領域１６０１ａ２と、Cの画素で構成された画素アレイ１６０１ｂ３を有する受光
領域１６０１ａ３からの画素情報、例えば画素毎の輝度の変化の情報、を利用して、R,G,
B,Gの画素配列を繰り返し単位１６０２ｃ１として有するベイヤ―配列の受光領域１６０
１ａ１から得られる輝度の情報を補完すると、受光領域１６０１ａ１のみから得られる画
像よりも、解像度の高い画像を得ることができるという作用をもたらす。上述したように
、斜め方向の解像度は、単眼のカラー撮像センサと比較して２倍となるので、受光領域１
６０１ａ１乃至１６０１ａ３の画素情報を組み合わせることで、２倍のロスレスズーム（
画質劣化のない拡大画像）を実現することができる。異なる撮像範囲のレンズを使用する
方法によりロスレスズームを実現する方法はあるが、その場合はカメラモジュールの高さ
が異なってしまう。カメラモジュール１Nによれば、カメラモジュールの高さを変えずに
ロスレスズームを実現することができる。
【０６２５】
　３眼のカメラモジュール１Nにおいても、上述した２眼のカメラモジュール１Mと同様に
、受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ３を同期して撮像することで、高SN比の動画、動
体の撮像が可能である。また、受光領域１６０１ａ１に対して受光領域１６０１ａ２及び
１６０１ａ３の画素位置を水平垂直方向それぞれに１／２画素ずらして画素情報を補完す
ることで、２倍の解像度の超解像画像を得ることができる。
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【０６２６】
　さらに、カメラモジュール１Nの構造は、Cの画素で構成された受光領域１６０１ａ２と
１６０１ａ３からの画像情報を用いて、例えば、特開２００８‐２８６５２７号公報や国
際公開第２０１１／０５８８７６号に開示された測距装置と同様に、複眼測距装置として
距離情報を得ることができるという作用をもたらす。
【０６２７】
　Cの画素で構成された受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３では、カラー撮像センサよ
りも約１．７倍の信号レベルの輝度信号が得られる。したがって、受光領域１６０１ａ２
と１６０１ａ３を用いて距離情報を得ることで、被写体の照度が低く、その結果、被写体
の輝度が低い撮影環境においても、距離情報を高速かつ正確に得ることができるという作
用をもたらす。この距離情報を用いて、例えばカメラモジュール１Nを用いた撮像装置に
おいて、オートフォーカス動作を高速かつ正確に行うことができるという作用をもたらす
。
【０６２８】
　オートフォーカス機構としては、一般に、一眼レフカメラではオートフォーカス専用セ
ンサが用いられ、コンパクトデジタルカメラ等では、画像センサの一部に位相差画素を配
置した像面位相差方式とコントラストAF方式の組合せが用いられる。位相差画素は、受光
領域が通常画素の例えば半分となるような画素で構成されるため、像面位相差方式は低照
度に弱い欠点がある。また、コントラストAF方式は、フォーカス時間が遅い欠点があり、
オートフォーカス専用センサは、装置サイズが大きくなる欠点がある。
【０６２９】
　カメラモジュール１Nでは、距離情報を取得する２つの受光領域１６０１ａ２と１６０
１ａ３の全画素が、受光領域が縮小されていない通常画素で構成されている。また、距離
情報を得るための受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３の撮像を、カラー画像を取得でき
る受光領域１６０１ａ１の撮像と同期して行わせることができる。したがって、カメラモ
ジュール１Nによれば、コンパクトで、低照度に強く、高速に、オートフォーカスを行う
ことができる。
【０６３０】
　加えて、カメラモジュール１Nの構造は、例えば特開２００６‐３１８０６０号公報や
特開２０１２‐１５６４２号公報に開示された距離画像と同様に、距離情報を用いて、濃
淡の度合いによって距離を表現した距離画像を出力することができるという作用をもたら
す。
【０６３１】
　以上のように、３眼のカメラモジュール１Nによれば、３つの受光領域１６０１ａ１乃
至１６０１ａ３により得られる画素情報を用いて、画質劣化のない拡大画像、SN比を向上
させた画像や、超解像画像、距離画像など、様々な用途の画像を生成することができる。
受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３の視差に基づく距離情報を生成することもできる。
３つの受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ３から得られる画素情報を、どのような用途
に用いるかは、例えば、カメラモジュール１Nが組み込まれた撮像装置の動作モードの設
定によって選択決定される。
【０６３２】
　図８５は、３眼のカメラモジュール１Nに用いられる受光素子１２の基板構成例を示し
ている。
【０６３３】
　３眼のカメラモジュール１Nに用いられる受光素子１２は、図８５に示されるように、
３枚の半導体基板１７０１乃至１７０３を積層した３層構造で形成することができる。
【０６３４】
　３枚の半導体基板１７０１乃至１７０３のうち、光が入射される側の第１の半導体基板
１７０１には、３つの光学ユニット１３に対応した３つの受光領域１６０１ａ１乃至１６
０１ａ３が形成されている。
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【０６３５】
　真ん中の第２の半導体基板１７０２には、３つの受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ
３に対応した３つのメモリ領域１６３１ａ１乃至１６３１ａ３が形成されている。メモリ
領域１６３１ａ１乃至１６３１ａ３は、例えば、第３の半導体基板１７０３の制御領域１
６４２ａ１乃至１６４２ａ３を介して供給される画素信号を所定時間保持する。
【０６３６】
　第２の半導体基板１７０２の下層の第３の半導体基板１７０３には、３つの受光領域１
６０１ａ１乃至１６０１ａ３に対応したロジック領域１６４１ａ１乃至１６４１ａ３及び
制御領域１６４２ａ１乃至１６４２ａ３が形成されている。制御領域１６４２ａ１乃至１
６４２ａ３は、受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ３から画素信号を読み出す読み出し
制御、アナログの画素信号をデジタルに変換するAD変換処理、メモリ領域１６３１ａ１乃
至１６３１ａ３への画素信号の出力などを行う。ロジック領域１６４１ａ１乃至１６４１
ａ３は、例えば、AD変換された画像データの階調補正処理など、所定の信号処理を行う。
【０６３７】
　３枚の半導体基板１７０１乃至１７０３どうしは、例えば、貫通ビアやCu-Cuの金属結
合により電気的に接続されている。
【０６３８】
　以上のように、受光素子１２は、３つの受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ３に対応
して、メモリ領域１６３１ａ１乃至１６３１ａ３、ロジック領域１６４１ａ１乃至１６４
１ａ３、及び制御領域１６４２ａ１乃至１６４２ａ３を、３枚の半導体基板１７０１乃至
１７０３に配置した３層構造により構成することができる。
【０６３９】
　一般に、単眼のカラー撮像センサを用いて高速フレームレートで撮像すると、１フレー
ムの露光時間が短くなるので、SN比が劣化する。これに対して、カメラモジュール１Nで
は、２つの受光領域１６０１ａ２及び１６０１ａ３において、撮像開始タイミングを１／
２露光時間ずらして撮像動作させることで、単眼のカラー撮像センサと同一のフレームレ
ートで、２倍の露光時間を確保することができる。受光領域１６０１ａ１のカラー画像信
号から得られる輝度情報を、その２倍の露光時間に設定して得られる２つの受光領域１６
０１ａ２及び１６０１ａ３の白黒画像信号（輝度情報）で交互に置き換えることで、高速
フレームレートであっても高SN比な画像を出力することができる。
【０６４０】
　あるいはまた、３つの受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ３のうちのいずれか１つの
みを用いて撮像する場合には、１つの受光領域１６０１に対して３つのメモリ領域１６３
１ａ１乃至１６３１ａ３を使用することができるので、メモリ容量が、通常の３倍になる
。これにより、露光時間を短時間に設定して撮像するスーパースロー動画などにおいて、
撮像時間を３倍に増やすことができる。さらに、AD変換処理も、３つの制御領域１６４２
ａ１乃至１６４２ａ３の各ADC(analog/digital converter)を使用することができるので
、３倍近い高速駆動が可能になる。
【０６４１】
　また、受光素子１２は、３つの受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ３に対応させて、
メモリ領域１６３１ａ１乃至１６３１ａ３を備えることで、例えば、図８６に示されるよ
うに、撮像画像全体のうち、ナンバープレートの領域の画像信号だけを後段に出力するな
どの処理が可能となる。これにより、伝送するデータ量を圧縮することができるので、デ
ータ転送の負荷を低減し、転送速度の向上、消費電力の低減などの効果もある。
【０６４２】
　以上のように、カメラモジュール１Nの受光素子１２を、３枚の半導体基板１７０１乃
至１７０３を積層した３層構造で構成することで、受光素子１２から得られる画像の用途
も拡大する。
【０６４３】
＜２０．カメラモジュールの第１４の実施の形態＞
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　図８７は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１４の実
施の形態を示す図である。
【０６４４】
　図８７のAは、カメラモジュール１の第１４の実施の形態としてのカメラモジュール１P
の外観を示す模式図である。図８７のBは、カメラモジュール１Pの概略断面図である。
【０６４５】
　カメラモジュール１Pは、光学パラメータが同じ４個の光学ユニット１３を備える。
【０６４６】
　図８７のCは、カメラモジュール１Pの受光素子１２の構造を説明する図である。
【０６４７】
　カメラモジュール１Pの受光素子１２は、その上側に配置されている４個の光学ユニッ
ト１３に対応した位置に、４個の受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４を備える。受光
領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４は、光を受光する画素をアレイ状に配列した画素アレ
イ１６０１ｂ１乃至１６０１ｂ４を備える。
【０６４８】
　画素アレイ１６０１ｂ１乃至１６０１ｂ４は、複数もしくは単数の画素からなる繰り返
し単位１６０２ｃ１乃至１６０１ｃ４を備える。より詳しくは、画素アレイ１６０１ｂ１
は、繰り返し単位１６０２ｃ１を縦方向と横方向の双方にそれぞれ複数個アレイ状に配列
することで構成され、画素アレイ１６０１ｂ２は、繰り返し単位１６０２ｃ２を縦方向と
横方向の双方にそれぞれ複数個アレイ状に配列することで構成されている。また、画素ア
レイ１６０１ｂ３は、繰り返し単位１６０２ｃ３を縦方向と横方向の双方にそれぞれ複数
個アレイ状に配列することで構成され、画素アレイ１６０１ｂ４は、繰り返し単位１６０
２ｃ４を縦方向と横方向の双方にそれぞれ複数個アレイ状に配列することで構成されてい
る。繰り返し単位１６０２ｃ１と１６０２ｃ４は、R,G,B，Gの各画素からなる４画素であ
り、繰り返し単位１６０２ｃ２と１６０１ｃ３は、１つのCの画素で構成される。
【０６４９】
　したがって、カメラモジュール１Pは、カラー画像信号を出力する２組のセンサユニッ
ト、即ち、R,G,Bの各画素を有する画素アレイ１６０１ｂ１と光学ユニット１３の組及びR
,G,Bの各画素を有する画素アレイ１６０１ｂ４と光学ユニット１３の組と、白黒画像信号
を出力する２組のセンサユニット、即ち、Cの画素を有する画素アレイ１６０１ｂ２と光
学ユニット１３の組及びCの画素を有する画素アレイ１６０１ｂ３と光学ユニット１３の
組とを備える。
【０６５０】
　このようなカメラモジュール１Pの構造は、上述した２眼のカメラモジュール１Mと同様
に、受光領域１６０１ａ１のみから得られる画像よりも、鮮明な画像を得ることができる
という作用をもたらす。すなわち、Cの画素で構成された画素アレイ１６０１ｂ２を有す
る受光領域１６０１ａ２と、Cの画素で構成された画素アレイ１６０１ｂ３を有する受光
領域１６０１ａ３からの画素情報、例えば画素毎の輝度の変化の情報、を利用して、R,G,
B,Gの画素配列を繰り返し単位１６０２ｃ１として有するベイヤ―配列の受光領域１６０
１ａ１もしくは１６０１ａ４から得られる輝度の情報を補完すると、受光領域１６０１ａ
１もしくは１６０１ａ４のみから得られる画像よりも、解像度の高い画像を得ることがで
きるという作用をもたらす。また、斜め方向の解像度は、単眼または複眼のカラー撮像セ
ンサと比較して２倍となるので、受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４の画素情報を組
み合わせることで、２倍のロスレスズーム（画質劣化のない拡大画像）を実現することが
できる。異なる撮像範囲のレンズを使用する方法によりロスレスズームを実現する方法は
あるが、その場合はカメラモジュールの高さが異なってしまう。カメラモジュール１Pに
よれば、モジュールの高さを変えずにロスレスズームを実現することができる。
【０６５１】
　カラー画像を撮像する２つの受光領域１６０１ａ１と１６０１ａ４で撮像範囲が重複す
るエリアでは、信号量が２倍になり、ノイズが１．４倍となるため、画素信号のSN比を向
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上させることができる。白黒画像を撮像する２つの受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３
もさらに重複するエリアでは、輝度信号の信号レベルがカラー画像を撮像する受光領域１
６０１ａ１と１６０１ａ４の約１．７倍あるため、さらにSN比が向上する。４つの受光領
域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４の画素情報を組み合わせた場合のSN比は、単眼のカラー
撮像センサと比較して、約２．７倍に向上する。カメラモジュール１Pは、受光領域１６
０１ａ１と受光領域１６０１ａ２を同期して撮像することができるので、高SN比の画像を
短時間で生成でき、動画、動体の撮像にも適している。
【０６５２】
　さらに、カメラモジュール１Pの構造は、Cの画素で構成された受光領域１６０１ａ２と
１６０１ａ３からの画像情報を用いて、例えば、特開２００８‐２８６５２７号公報や国
際公開第２０１１／０５８８７６号に開示された測距装置と同様に、複眼測距装置として
距離情報を得ることができるという作用をもたらす。
【０６５３】
　また、輝度信号の信号レベルが高いCの画素で構成された受光領域１６０１ａ２と１６
０１ａ３を用いて距離情報を得ることで、被写体の照度が低く、その結果、被写体の輝度
が低い撮影環境においても、距離情報を高速かつ正確に得ることができるという作用をも
たらす。この距離情報を用いて、例えばカメラモジュール１Pを用いた撮像装置において
、オートフォーカス動作を高速かつ正確に行うことができるという作用をもたらす。
【０６５４】
　カメラモジュール１Pでは、距離情報を取得する２つの受光領域１６０１ａ２及び１６
０１ａ３の全画素が、位相差画素のように受光領域が縮小された画素ではなく、通常画素
で構成されている。また、距離情報が得られる受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３を、
カラー画像を取得できる受光領域１６０１ａ１及び１６０１ａ４と同期して撮像すること
ができる。したがって、カメラモジュール１Nによれば、コンパクトで、低照度に強く、
高速に、オートフォーカスを行うことができる。
【０６５５】
　加えて、カメラモジュール１Pの構造は、例えば特開２００６‐３１８０６０号公報や
特開２０１２‐１５６４２号公報に開示された距離画像と同様に、距離情報を用いて、濃
淡の度合いによって距離を表現した距離画像を出力することができるという作用をもたら
す。
【０６５６】
　また、カメラモジュール１Pは、画素の駆動方法を変えることで、ダイナミックレンジ
の広い画像（ハイダイナミックレンジ画像）を得ることもできる。
【０６５７】
　図８８は、ハイダイナミックレンジ画像を得るための画素の駆動方法を説明する図であ
る。
【０６５８】
　カメラモジュール１Pにおいて、R,G,B,Gの画素で構成された画素アレイ１６０１ｂ１を
備える受光領域１６０１ａ１と、Cの画素で構成された画素アレイ１６０１ｂ３を備える
受光領域１６０１ａ３は、被写体がある特定の照度下にある場合に、所定の露光時間（以
下、第１の露光時間という。）で画像を撮影する。
【０６５９】
　一方、Cの画素で構成された画素アレイ１６０１ｂ２を備える受光領域１６０１ａ２と
、R,G,B,Gの画素で構成された画素アレイ１６０１ｂ４を備える受光領域１６０１ａ４は
、被写体が上記特定の照度下にある場合に、上記第１の露光時間よりも短い露光時間（以
下、第２の露光時間という。）で画像を撮影する。なお、以下の説明では、第１の露光時
間を長秒露光時間ともいい、第２の露光時間を短秒露光時間ともいう。
【０６６０】
　例えば、被写体の照度が高い場合、長秒露光時間で画像を撮影すると、被写体の中でも
輝度が高いものを撮影した画素は、画素の適正な動作限界（例えば飽和電荷量）を越えた
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状態で撮影動作を行うことになり、撮影の結果得られる画像データが階調性を失っている
、いわゆる画像が白飛びした状態になることがある。そのような場合においても、カメラ
モジュール１Pにおいては、受光領域１６０１ａ２と受光領域１６０１ａ４とから短秒露
光時間で撮影した画像、言い換えれば、画素の適正な動作範囲内（例えば飽和電荷量以下
）となる状態で撮影された画像を得ることができる。
【０６６１】
　カメラモジュール１Pは、このようにして得られた長秒露光時間で撮影した画像と短秒
露光時間で撮影した画像とを、例えば特開平１１‐７５１１８号公報や特開平１１‐２７
５８３号公報に開示されたダイナミックレンジ拡大のための画素信号の合成方法と同様に
して合成することで、ハイダイナミックレンジ画像を得ることができるという作用をもた
らす。
【０６６２】
　一般に、ハイダイナミックレンジ画像の生成方法には、単眼のカラー撮像センサ等を用
いて、長秒露光時間で撮影した画像と短秒露光時間で撮影した画像とを時間差で取得し、
合成する方法や、画素アレイを長秒露光画素と短秒露光画素とに分けて撮像する方法など
がある。長秒露光時間で撮影した画像と短秒露光時間で撮影した画像の２枚の画像を合成
する方法では、動体や動画に不向きであり、画素アレイを長秒露光画素と短秒露光画素と
に分ける方法では、解像度の劣化が発生する。４眼のカメラモジュール１Pを用いてハイ
ダイナミックレンジ画像を生成する方法によれば、解像度の劣化がなく、フレームレート
の低下もないので、動体や動画にも適している。
【０６６３】
　以上のように、４眼のカメラモジュール１Pによれば、４つの受光領域１６０１ａ１乃
至１６０１ａ４により得られる画素情報を用いて、画質劣化のない拡大画像、SN比を向上
させた画像や、超解像画像、距離画像、ハイダイナミックレンジ画像など、様々な用途の
画像を生成することができる。受光領域１６０１ａ２と１６０１ａ３の視差に基づく距離
情報を生成することもできる。４つの受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４から得られ
る画素情報を、どのような用途に用いるかは、例えば、カメラモジュール１Pが組み込ま
れた撮像装置の動作モードの設定によって選択決定される。
【０６６４】
　図８９は、４眼のカメラモジュール１Pに用いられる受光素子１２の基板構成例を示し
ている。
【０６６５】
　４眼のカメラモジュール１Pに用いられる受光素子１２は、図８９に示されるように、
３枚の半導体基板１７０１乃至１７０３を積層した３層構造により形成することができる
。
【０６６６】
　３枚の半導体基板１７０１乃至１７０３のうち、光が入射される側の第１の半導体基板
１７０１には、４つの光学ユニット１３に対応した４つの受光領域１６０１ａ１乃至１６
０１ａ４が形成されている。
【０６６７】
　真ん中の第２の半導体基板１７０２には、４つの受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ
４に対応した４つのメモリ領域１６３１ａ１乃至１６３１ａ４が形成されている。第３の
半導体基板１７０３には、４つの受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４に対応したロジ
ック領域１６４１ａ１乃至１６４１ａ４及び制御領域１６４２ａ１乃至１６４２ａ４が形
成されている。
【０６６８】
　一般に、単眼のカラー撮像センサを用いて高速フレームレートで撮像すると、１フレー
ムの露光時間が短くなるので、SN比が劣化する。これに対して、カメラモジュール１Pで
は、４つの受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４を用いて、撮像開始タイミングを１／
４露光時間ずらして撮像動作させることで、単眼のカラー撮像センサと同一のフレームレ
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ートで、４倍の露光時間を確保することができる。受光領域１６０１ａ１または１６０１
ａ４のカラー画像信号から得られる輝度情報を、その４倍の露光時間に設定して得られる
４つの受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４の輝度情報で順次置き換えることで、高速
フレームレートであっても高SN比な画像を出力することができる。
【０６６９】
　あるいはまた、４つの受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４のうちのいずれか１つの
みを用いて撮像する場合には、１つの受光領域１６０１に対して４つのメモリ領域１６３
１ａ１乃至１６３１ａ４を使用することができるので、メモリ容量が、通常の４倍になる
。これにより、露光時間を短時間に設定して撮像するスーパースロー動画などにおいて、
撮像時間を４倍に増やすことができる。さらに、AD変換処理も、４つの制御領域１６４２
ａ１乃至１６４２ａ４の各ADCを使用することができるので、4倍近い高速駆動が可能にな
る。
【０６７０】
　また、受光素子１２は、４つの受光領域１６０１ａ１乃至１６０１ａ４に対応させて、
メモリ領域１６３１ａ１乃至１６３１ａ４を備えることで、図８６を参照して説明したよ
うに、所望の領域の画像信号だけを後段に出力するなどの処理が可能となる。これにより
、伝送するデータ量を圧縮することができるので、データ転送の負荷を低減し、転送速度
の向上、消費電力の低減などの効果もある。
【０６７１】
　以上のように、カメラモジュール１Pの受光素子１２を、３枚の半導体基板１７０１乃
至１７０３を積層した３層構造で構成することで、受光素子１２から得られる画像の用途
も拡大する。
【０６７２】
＜２１．形状可変レンズを有する積層レンズ構造体の例＞
　積層レンズ構造体１１は、積層された複数枚のレンズ付き基板４１のうちの少なくとも
１つのレンズ付き基板４１のレンズ２１を、レンズ形状を変形させることができる形状可
変レンズ２１Vとすることができる。
【０６７３】
＜第１の形状可変レンズの例＞
　図９０は、図１１で示したカメラモジュール１Dにおいて、積層レンズ構造体１１の１
枚のレンズ付き基板４１のレンズ２１を、第１の形状可変レンズ２１V－１に置き換えた
カメラモジュール１Dの概略断面図である。
【０６７４】
　図９０のAは、積層された複数枚のレンズ付き基板４１のうち、最上層のレンズ付き基
板４１のレンズ２１を、第１の形状可変レンズ２１V－１に置き換えた構成例を示してい
る。
【０６７５】
　図９０のBは、積層された複数枚のレンズ付き基板４１のうち、最下層のレンズ付き基
板４１のレンズ２１を、第１の形状可変レンズ２１V－１に置き換えた構成例を示してい
る。
【０６７６】
　第１の形状可変レンズ２１V－１は、可逆的に形状変化可能な物質を用いたレンズ材１
７２１と、レンズ材１７２１を挟み込むように上面と下面それぞれに配置されたカバー材
１７２２と、上面のカバー材１７２２に接触して配置された圧電材料１７２３とで構成さ
れている。
【０６７７】
　レンズ材１７２１は、例えば、ソフトポリマー(米国特許出願公開第2011/149409号明細
書)、フレキシブルポリマー（米国特許出願公開第2011/158617号明細書)、シリコンオイ
ル等の動体流体(特開2000-081504号公報)、シリコンオイル、弾体ゴム、ゼリー、水等の
流体(特開2002-243918号公報)などで構成される。
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【０６７８】
　カバー材１７２２は、例えば、可撓性材料でできたカバーガラス(米国特許出願公開第2
011/149409号明細書)、屈曲可能な透明カバー(米国特許出願公開第2011/158617号明細書)
、珪酸ガラスからなる弾性膜(特開2000-081504号公報)、合成樹脂や有機材料を用いた柔
らかい基板(特開2002-243918号公報)などで構成される。
【０６７９】
　第１の形状可変レンズ２１V－１は、圧電材料１７２３に電圧を印加することで、レン
ズ材１７２１の形状を変形させることができ、これにより、焦点を可変することができる
。
【０６８０】
　図９０は、第１の形状可変レンズ２１V－１を用いた１枚のレンズ付き基板４１を、積
層レンズ構造体１１を構成する複数枚のレンズ付き基板４１の最上層または最下層に配置
した例であるが、最上層と最下層の間の中間層に配置してもよい。また、第１の形状可変
レンズ２１V－１を用いたレンズ付き基板４１の枚数を、１枚ではなく複数枚としてもよ
い。
【０６８１】
＜第２の形状可変レンズの例＞
　図９１は、図１１で示したカメラモジュール１Dにおいて、積層レンズ構造体１１の１
枚のレンズ付き基板４１のレンズ２１を、第２の形状可変レンズ２１V－２に置き換えた
カメラモジュール１Dの概略断面図である。
【０６８２】
　図９１のAは、積層された複数枚のレンズ付き基板４１のうち、最上層のレンズ付き基
板４１のレンズ２１を、第２の形状可変レンズ２１V－２に置き換えた構成例を示してい
る。
【０６８３】
　図９１のBは、積層された複数枚のレンズ付き基板４１のうち、最下層のレンズ付き基
板４１のレンズ２１を、第２の形状可変レンズ２１V－２に置き換えた構成例を示してい
る。
【０６８４】
　第２の形状可変レンズ２１V－２は、圧力印加部１７３１と、凹部を有し光透過性を持
った基材１７３２と、基材１７３２の凹部の上方に配置され光透過性を持った膜１７３３
と、膜１７３３と基材１７３２の凹部との間に封入した流動体１７３４とで構成されてい
る。
【０６８５】
　膜１７３３は、例えば、ポリジメチルシロキサン、ポリメタクリル酸メチル、ポリテレ
フタレートエチレン、ポリカーボネート、パリレン 、エポキシ樹脂、感光性ポリマー、
シリコン、珪素、酸化シリコン、窒化シリコン、炭化シリコン、多結晶シリコン、窒化チ
タン、ダイヤモンドカーボン、錫酸化インジウム、アルミニウム、銅、ニッケル、圧電材
料などで構成される。
【０６８６】
　流動体１７３４は、例えば、プロピレンカーボネート、水、屈折率液体、オプティカル
オイル、イオン性液体、または、空気、窒素、ヘリウムなどのガス等で構成される。
【０６８７】
　第２の形状可変レンズ２１V－２は、圧力印加部１７３１が膜１７３３の外周近傍を押
下することで、膜１７３３の中央部が盛り上がる。圧力印加部１７３１による押下の大き
さを制御することで、盛り上がった部分の流動体１７３４の形状を変形させることができ
、これにより、焦点を可変することができる。
【０６８８】
　第２の形状可変レンズ２１V－２の構造については、例えば、米国特許出願公開第2012/
170920号明細書などに開示されている。
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【０６８９】
　図９１は、第２の形状可変レンズ２１V－２を用いた１枚のレンズ付き基板４１を、積
層レンズ構造体１１を構成する複数枚のレンズ付き基板４１の最上層または最下層に配置
した例であるが、最上層と最下層の間の中間層に配置してもよい。また、第２の形状可変
レンズ２１V－２を用いたレンズ付き基板４１の枚数を、１枚ではなく複数枚としてもよ
い。
【０６９０】
＜第３の形状可変レンズの例＞
　図９２は、図１１で示したカメラモジュール１Dにおいて、積層レンズ構造体１１の１
枚のレンズ付き基板４１のレンズ２１を、第３の形状可変レンズ２１V－３に置き換えた
カメラモジュール１Dの概略断面図である。
【０６９１】
　図９２のAは、積層された複数枚のレンズ付き基板４１のうち、最上層のレンズ付き基
板４１のレンズ２１を、第３の形状可変レンズ２１V－３に置き換えた構成例を示してい
る。
【０６９２】
　図９２のBは、積層された複数枚のレンズ付き基板４１のうち、最下層のレンズ付き基
板４１のレンズ２１を、第３の形状可変レンズ２１V－３に置き換えた構成例を示してい
る。
【０６９３】
　第３の形状可変レンズ２１V－３は、凹部を有し光透過性を持った基材１７４１と、基
材１７４１の凹部の上方に配置され光透過性を持った電気活性材料１７４２と、電極１７
４３とで構成されている。
【０６９４】
　第３の形状可変レンズ２１V－３は、電極１７４３が電気活性材料１７４２へ電圧を印
加することで、電気活性材料１７４２の中央部が盛り上がる。印加する電圧の大きさを制
御することで、電気活性材料１７４２の中央部の形状を変形させることができ、これによ
り、焦点を可変することができる。
【０６９５】
　第３の形状可変レンズ２１V－３の構造については、例えば、特表2011-530715号公報な
どに開示されている。
【０６９６】
　図９２は、第３の形状可変レンズ２１V－３を用いた１枚のレンズ付き基板４１を、積
層レンズ構造体１１を構成する複数枚のレンズ付き基板４１の最上層または最下層に配置
した例であるが、最上層と最下層の間の中間層に配置してもよい。また、第３の形状可変
レンズ２１V－３を用いたレンズ付き基板４１の枚数を、１枚ではなく複数枚としてもよ
い。
【０６９７】
＜第４の形状可変レンズの例＞
　図９３は、図１１で示したカメラモジュール１Dにおいて、積層レンズ構造体１１の１
枚のレンズ付き基板４１のレンズ２１を、第４の形状可変レンズ２１V－４に置き換えた
カメラモジュール１Dの概略断面図である。
【０６９８】
　図９３のAは、積層された複数枚のレンズ付き基板４１のうち、最上層のレンズ付き基
板４１のレンズ２１を、第４の形状可変レンズ２１V－４に置き換えた構成例を示してい
る。
【０６９９】
　図９３のBは、積層された複数枚のレンズ付き基板４１のうち、最下層のレンズ付き基
板４１のレンズ２１を、第４の形状可変レンズ２１V－４に置き換えた構成例を示してい
る。
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【０７００】
　第４の形状可変レンズ２１V－４は、液晶材料１７５１と、それを上下で挟み込む２枚
の電極１７５２とで構成されている。
【０７０１】
　第４の形状可変レンズ２１V－４は、２枚の電極１７５２が液晶材料１７５１へ所定の
電圧を印加することで、液晶材料１７５１の配向が変化し、これにより液晶材料１７５１
を透過する光の屈折率が変化する。液晶材料１７５１へ印加する電圧の大きさを制御して
、光の屈折率を変化させることで、焦点を可変することができる。
【０７０２】
　第４の形状可変レンズ２１V－４の構造については、例えば、米国特許出願公開第2014/
0036183号明細書などに開示されている。
【０７０３】
　図９３は、第４の形状可変レンズ２１V－４を用いた１枚のレンズ付き基板４１を、積
層レンズ構造体１１を構成する複数枚のレンズ付き基板４１の最上層または最下層に配置
した例であるが、最上層と最下層の間の中間層に配置してもよい。また、第４の形状可変
レンズ２１V－４を用いたレンズ付き基板４１の枚数を、１枚ではなく複数枚としてもよ
い。
【０７０４】
＜２２．カメラモジュールの第１５の実施の形態＞
　さて、上述した第１乃至第１４の実施の形態に係るカメラモジュールのうち、第１０及
び第１１の実施の形態に係るカメラモジュールであるカメラモジュール１J及び１Lとして
、焦点調節機構を備えたカメラモジュールの構成について説明した。
【０７０５】
　図３６で示した第１０の実施の形態に係るカメラモジュールであるカメラモジュール１
Jは、積層レンズ構造体１１を収納したレンズバレル７４を駆動モータによってシャフト
３３１の軸方向に移動させることにより、焦点距離を調節する構造であった。
【０７０６】
　また、図３７で示した第１１の実施の形態に係るカメラモジュールであるカメラモジュ
ール１Lは、積層レンズ構造体１１を収納したレンズバレル７４を圧電素子３５１によっ
て光軸方向に移動させることにより、焦点距離を調節する構造であった。
【０７０７】
　以下では、焦点調節機構を備えたカメラモジュールのその他の構成について説明する。
本開示のカメラモジュールは、焦点調節機構を備えたカメラモジュールの構成として、第
１０及び第１１の実施の形態に係るカメラモジュールと、以下で説明する第１５乃至第２
６の実施の形態に係るカメラモジュールの、いずれの構成も採用し得る。
【０７０８】
　なお、以下に示す第１５乃至第２６の実施の形態に係るカメラモジュールの図面では、
上述した各実施の形態のカメラモジュールで既に説明した部分と対応する部分については
同一の符号を付すこととして、重複する説明は適宜省略する。
【０７０９】
　図９４は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１５の実
施の形態を示す図である。
【０７１０】
　図９４のAは、カメラモジュール１の第１５の実施の形態としてのカメラモジュール１-
AFaの平面図であり、図９４のBは、カメラモジュール１-AFaの断面図である。
【０７１１】
　図９４のAは、図９４のBの断面図におけるB‐B’線の平面図であり、図９４のBは、図
９４のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０７１２】
　図９４に示されるカメラモジュール１-AFaにおいて、積層レンズ構造体１１は、レンズ
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バレル（レンズホルダ）３００１に収納されている。レンズバレル３００１は、樹脂また
は金属の材料を用いて形成されている。レンズバレル３００１の内周側には、光軸方向に
複数枚のレンズ付き基板４１が積層された積層レンズ構造体１１が接着されて固定されて
おり、外周側には、ＡＦ（オートフォーカス）用コイル３００２が接着されて固定されて
いる。
【０７１３】
　レンズバレル３００１は、図９４のBに示されるように、受光素子１２から最も遠い上
面において内周側に張り出した第１の張り出し部３０１３と、外周側に張り出した第２の
張り出し部３０１４とを備え、略Ｔ字状の断面形状を有している。積層レンズ構造体１１
をレンズバレル３００１に接着固定する際、積層レンズ構造体１１は、内周側の第１の張
り出し部３０１３に突き当てるようにして位置合わせされ、接着固定される。同様に、Ａ
Ｆ用コイル３００２をレンズバレル３００１に接着固定する際、ＡＦ用コイル３００２は
、外周側の第２の張り出し部３０１４に突き当てるようにして位置合わせされ、接着固定
される。ＡＦ用コイル３００２は、レンズバレル３００１の外周にらせん状に巻き付けら
れている。
【０７１４】
　レンズバレル３００１は、その外側に配置された第１固定支持部３００４とサスペンシ
ョン３００３ａ及び３００３ｂで接続され、積層レンズ構造体１１及びＡＦ用コイル３０
０２と一体となって光軸方向に移動可能となっている。
【０７１５】
　第１固定支持部３００４は、上面においてサスペンション３００３ａを固定し、下面に
おいてサスペンション３００３ｂを固定し、サスペンション３００３ｂを介して第２固定
支持部３００６と固定されている。サスペンション３００３ａ及び３００３ｂは、例えば
、両端の一方を接着剤等によりレンズバレル３００１と固定された後、他方を接着剤等に
より第１固定支持部３００４と固定される。
【０７１６】
　第１固定支持部３００４は、四角形の筒状で、内部が空洞となっており、内周側の４面
それぞれの側壁のＡＦ用コイル３００２と対向する位置に、ＡＦ用の永久磁石であるＡＦ
用マグネット３００５が固定されている。ＡＦ用コイル３００２とＡＦ用マグネット３０
０５は、電磁式のＡＦ駆動部３０２１を構成し、ＡＦ用コイル３００２に電流が流れるこ
とにより積層レンズ構造体１１を光軸方向に移動させて、積層レンズ構造体１１と受光素
子１２との間の距離を調整する。積層レンズ構造体１１の光学ユニット１３によって集光
された光の焦点距離を調節するAFモジュール３０２２は、積層レンズ構造体１１とＡＦ駆
動部３０２１とを少なくとも含む。
【０７１７】
　基板３０１１は、第２固定支持部３００６を接着によって固定し、第２固定支持部３０
０６に固定されているサスペンション３００３ｂ及び第１固定支持部３００４を介して、
積層レンズ構造体１１を間接的に固定する。また、基板３０１１は、第１固定支持部３０
０４及び第２固定支持部３００６の外側を覆うカバー部材３０１２も固定する。カバー部
材３０１２は、ノイズ対策のため、導電性の金属材料等で形成される。
【０７１８】
　基板３０１１には、積層レンズ構造体１１を構成する複数枚のレンズ付き基板４１のレ
ンズ２１によって集光された入射光が受光される位置に受光領域１６０１ａを有する受光
素子１２が載置されている。受光素子１２は、積層レンズ構造体１１を構成する複数枚の
レンズ付き基板４１のレンズ２１によって集光された入射光を受光して光電変換すること
により、各画素の画素信号を出力する。受光素子１２によって生成された各画素の画素信
号は、受光素子１２の外部出力端子から直接または基板３０１１を介して、外部の回路基
板に出力される。画素信号が基板３０１１を介して外部の回路基板に出力される場合には
、各画素の画素信号を伝送する配線回路が基板３０１１に設けられる。
【０７１９】
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　第２固定支持部３００６は、積層レンズ構造体１１を構成する複数枚のレンズ付き基板
４１と受光素子１２との間に配置されたＩＲカットフィルタ３００７を固定する。ＩＲカ
ットフィルタ３００７は、積層レンズ構造体１１の各レンズ付き基板４１のレンズ２１を
通過してきた入射光のうち、赤外光を遮断し、Ｒ，Ｇ，Ｂに対応する波長の光のみを通過
させる。なお、ＩＲカットフィルタ３００７は、受光素子１２の最上面に配置してもよい
。
【０７２０】
　カバー部材３０１２の上面は、レンズバレル３００１の上面と同様に、積層レンズ構造
体１１の最上層のレンズ付き基板４１ａのレンズ２１に入射される光を遮蔽しないように
、円状または矩形状に開口されている。
【０７２１】
　積層レンズ構造体１１の最上層のレンズ付き基板４１ａの上方と、受光素子１２の上方
には、カバーガラスがあってもよい。
【０７２２】
　以上のように構成されるカメラモジュール１-AFaは、受光素子１２が画像の撮影を行う
際、ＡＦ駆動部３０２１によって積層レンズ構造体１１と受光素子１２との間の距離を変
更することができ、オートフォーカス動作を行うことを可能にする、という作用または効
果をもたらす。
【０７２３】
　また、光軸方向に複数枚のレンズを積層する積層レンズの構成として、積層レンズ構造
体１１を採用しない場合には、カメラモジュールが備えるレンズの枚数分だけ、レンズ付
き基板を１枚ずつレンズバレル内へ装填する工程が必要となる。
【０７２４】
　これに対して、光軸方向に複数枚のレンズを積層する積層レンズの構成として、積層レ
ンズ構造体１１を採用した場合には、複数枚のレンズ付き基板４１が光軸方向に一体とな
った積層レンズ構造体１１を、レンズバレル３００１内に１回装填するだけで、積層レン
ズとレンズバレルの組立てが終了する。
【０７２５】
　従って、カメラモジュール１-AFaは、レンズ付き基板４１を１枚ずつ装填する場合と比
較して、モジュールの組み立てが容易であるとの作用効果と、装填処理のバラツキに起因
した、複数枚のレンズ付き基板４１の各レンズ２１の中心位置のバラツキを発生させない
、という作用効果をもたらす。
【０７２６】
　また、積層レンズ構造体１１及びＡＦ用コイル３００２のレンズバレル３００１への組
み付けは、光軸方向に対して垂直な方向へ張り出した第１の張り出し部３０１３および第
２の張り出し部３０１４に突き当てるように位置合わせするだけなので、モジュールの組
み立てが容易である。
【０７２７】
　なお、図９４では、レンズバレル３００１の上面に第１の張り出し部３０１３および第
２の張り出し部３０１４を設け、積層レンズ構造体１１及びＡＦ用コイル３００２を、図
中の上方向に突き当てるようにしたが、レンズバレル３００１の下面に第１の張り出し部
３０１３および第２の張り出し部３０１４を設け、積層レンズ構造体１１及びＡＦ用コイ
ル３００２を、図中の下方向に突き当てる構成としてもよい。
【０７２８】
＜２３．カメラモジュールの第１６の実施の形態＞
　図９５は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１６の実
施の形態を示す図である。
【０７２９】
　図９５のAは、カメラモジュール１の第１６の実施の形態としてのカメラモジュール１-
AFbの平面図であり、図９５のBは、カメラモジュール１-AFbの断面図である。
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【０７３０】
　図９５のAは、図９５のBの断面図におけるB‐B’線の平面図であり、図９５のBは、図
９５のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０７３１】
　図９５では、図９４に示した第１５の実施の形態に係るカメラモジュール１-AFaと共通
する部分については同一の符号を付してあり、その部分の説明は適宜省略し、異なる部分
を重点的に説明する。図９６以降に示す第１７乃至第２６の実施の形態においても、既に
説明した部分については同様に適宜省略する。
【０７３２】
　図９５に示されるカメラモジュール１-AFbは、図９４に示したカメラモジュール１-AFa
と同様に、ＡＦ駆動部３０２１を構成するＡＦ用コイル３００２とＡＦ用マグネット３０
０５を備え、積層レンズ構造体１１と受光素子１２との間の距離を調整する焦点調節機構
を備えたカメラモジュールである。
【０７３３】
　図９５のカメラモジュール１-AFbが図９４のカメラモジュール１-AFaと異なる点は、Ａ
Ｆ駆動部３０２１を構成するＡＦ用コイル３００２とＡＦ用マグネット３００５の取り付
け位置が、カメラモジュール１-AFaと反対となっている点である。
【０７３４】
　即ち、図９４に示したカメラモジュール１-AFaでは、レンズバレル３００１の外周側に
ＡＦ用コイル３００２が接着固定され、第１固定支持部３００４の内周側にＡＦ用マグネ
ット３００５が接着固定されているのに対して、図９５のカメラモジュール１-AFbでは、
レンズバレル３００１の外周側にＡＦ用マグネット３００５が接着固定され、第１固定支
持部３００４の内周側にＡＦ用コイル３００２が接着固定されている。
【０７３５】
　第１固定支持部３００４は、受光素子１２から最も遠い上面において内周側に張り出し
た張り出し部３０１５を備え、略Ｌ次形状の断面形状を有している。ＡＦ用コイル３００
２が第１固定支持部３００４に接着固定される際、ＡＦ用コイル３００２は、内周側の張
り出し部３０１５に突き当てるようにして位置合わせされ、接着固定される。
【０７３６】
　また、カメラモジュール１-AFbがカメラモジュール１-AFaと異なる他の点は、ＡＦ用マ
グネット３００５の取り付け個数が異なる点である。
【０７３７】
　即ち、図９４に示したカメラモジュール１-AFaでは、ＡＦ用マグネット３００５は、四
角形の筒状の４つの各内周面それぞれに取り付けられ、カメラモジュール１-AFa全体では
４個のＡＦ用マグネット３００５を備えるのに対して、図９５のカメラモジュール１-AFb
では、ＡＦ用マグネット３００５がレンズバレル３００１の４つの各外周面のうち、対向
する２つの外周面に取り付けられており、カメラモジュール１-AFb全体では２個のＡＦ用
マグネット３００５を備える。
【０７３８】
　なお、ＡＦ用マグネット３００５の取り付け個数に関しては、２個または４個のどちら
でもよい。即ち、図９４のカメラモジュール１-AFaが対向する位置に２個のＡＦ用マグネ
ット３００５を備えるようにしてもよいし、図９５のカメラモジュール１-AFbが４個のＡ
Ｆ用マグネット３００５を備えるようにしてもよい。
【０７３９】
　以上のように構成されるカメラモジュール１-AFbは、図９４のカメラモジュール１-AFa
と同様の作用または効果をもたらす。
【０７４０】
　すなわち、カメラモジュール１-AFbは、受光素子１２が画像の撮影を行う際、ＡＦ駆動
部３０２１によって積層レンズ構造体１１と受光素子１２との間の距離を変更することが
でき、オートフォーカス動作を行うことを可能にする、という作用または効果をもたらす
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。
【０７４１】
　また、光軸方向に複数枚のレンズを積層する積層レンズの構成として、積層レンズ構造
体１１を採用しない場合には、カメラモジュールが備えるレンズの枚数分だけ、レンズ付
き基板を１枚ずつレンズバレル内へ装填する工程が必要となる。
【０７４２】
　これに対して、光軸方向に複数枚のレンズを積層する積層レンズの構成として、積層レ
ンズ構造体１１を採用した場合には、複数枚のレンズ付き基板４１が光軸方向に一体とな
った積層レンズ構造体１１を、レンズバレル３００１内に１回装填するだけで、積層レン
ズとレンズバレルの組立てが終了する。
【０７４３】
　従って、カメラモジュール１-AFbは、レンズ付き基板４１を１枚ずつ装填する場合と比
較して、モジュールの組み立てが容易であるとの作用効果と、装填処理のバラツキに起因
した各レンズ２１の中心位置のバラツキを発生させないという作用効果をもたらす。
【０７４４】
　また、積層レンズ構造体１１のレンズバレル３００１への組み付けは、光軸方向に対し
て垂直な内周側の方向へ張り出した第１の張り出し部３０１３に突き当てるように位置合
わせするだけである。ＡＦ用コイル３００２の第１固定支持部３００４への組み付けは、
光軸方向に対して垂直な内周側の方向へ張り出した張り出し部３０１５に突き当てるよう
に位置合わせするだけである。これにより、積層レンズ構造体１１及びＡＦ駆動部３０２
１の位置合わせが容易となり、モジュールの組み立てが容易である。
【０７４５】
　なお、図９５では、第１固定支持部３００４の上面に張り出し部３０１５を設け、ＡＦ
用コイル３００２を、図中の上方向に突き当てるようにしたが、第１固定支持部３００４
の下面に張り出し部３０１５を設け、ＡＦ用コイル３００２を、図中の下方向に突き当て
る構成としてもよい。
【０７４６】
＜２４．カメラモジュールの第１７の実施の形態＞
　図９６は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１７の実
施の形態を示す図である。
【０７４７】
　図９６のAは、カメラモジュール１の第１７の実施の形態としてのカメラモジュール１-
AFcの平面図であり、図９６のBは、カメラモジュール１-AFcの断面図である。
【０７４８】
　図９６のAは、図９６のBの断面図におけるB‐B’線の平面図であり、図９６のBは、図
９６のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０７４９】
　図９６のカメラモジュール１-AFcが図９４のカメラモジュール１-AFaと異なる点は、積
層レンズ構造体１１を収納するレンズバレル３００１が省略されている点である。
【０７５０】
　即ち、図９６のカメラモジュール１-AFcでは、レンズバレル３００１が省略され、ＡＦ
用コイル３００２とサスペンション３００３ａ及び３００３ｂが、積層レンズ構造体１１
を構成する一部のレンズ付き基板４１に直接接着されて、固定されている。ＡＦ用コイル
３００２は、積層レンズ構造体１１を構成する一部のレンズ付き基板４１の外周にらせん
状に巻き付けられている。
【０７５１】
　レンズバレル３００１が省略されたことにより、カメラモジュール１-AFcの大きさを、
レンズバレル３００１を使用するカメラモジュール１-AFaやカメラモジュール１-AFbと比
較して小さくすることができるという作用または効果をもたらす。また、レンズバレル３
００１が省略されたことにより、カメラモジュール１-AFcの製造コストも、カメラモジュ
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ール１-AFaやカメラモジュール１-AFbと比較して抑えることができるという作用または効
果をもたらす。
【０７５２】
　カメラモジュール１-AFcは、図９４のカメラモジュール１-AFaと同様に、オートフォー
カス動作を行うことを可能にする、という作用または効果をもたらす。また、複数枚のレ
ンズ付き基板４１が光軸方向に一体となった積層レンズ構造体１１を用いるので、モジュ
ールの組み立てが容易となり、複数枚のレンズ付き基板４１の各レンズ２１の中心位置の
バラツキを発生させない、という作用効果をもたらす。
【０７５３】
　次に、図９７を参照して、第１７の実施の形態に係るカメラモジュール１-AFcを例に、
サスペンション３００３ａ及び３００３ｂの平面形状について説明する。
【０７５４】
　図９７のAは、図９６のカメラモジュール１-AFcを、サスペンション３００３ａから受
光素子１２の方向（下方向）に見た平面図であり、図９７のBは、サスペンション３００
３ｂのみの平面図である。
【０７５５】
　図９７のCは、ＡＦ用コイル３００２を流れる電流の経路を説明するためのカメラモジ
ュール１-AFcの断面図である。
【０７５６】
　サスペンション３００３ａは、図９７のAに示されるように、第１固定支持部３００４
と接着固定される第１固定板３０３１と、積層レンズ構造体１１の最上層のレンズ付き基
板４１ａと接着固定される第２固定板３０３２と、第１固定板３０３１と第２固定板３０
３２とを４隅で接続する接続バネ３０３３ａ乃至３０３３ｄとで構成される。
【０７５７】
　第１固定板３０３１には、第１固定支持部３００４と接着固定する際の位置決め用の位
置決め穴３０４１ａ乃至３０４１ｄが設けられている。
【０７５８】
　第２固定板３０３２には、積層レンズ構造体１１の最上層のレンズ付き基板４１ａと接
着固定する際の位置決め用の位置決め穴３０４１ｅ乃至３０４１ｈが設けられている。
【０７５９】
　一方、サスペンション３００３ｂは、図９７のBに示されるように、光軸中心を通り、
２個のＡＦ用マグネット３００５を結ぶ線分で均等に２分割された２枚の分割固定板３０
５１Ａ及び３０５１Ｂで構成される。なお、２枚の分割固定板３０５１Ａ及び３０５１Ｂ
の分割方向は、２個のＡＦ用マグネット３００５を結ぶ線分と直交する方向でもよい。
【０７６０】
　分割固定板３０５１Ａは、第１固定支持部３００４と接着固定される第１固定板３０６
１Ａと、積層レンズ構造体１１の最下層のレンズ付き基板４１ｅと接着固定される第２固
定板３０６２Ａと、第１固定板３０６１Ａと第２固定板３０６２Ａとを接続する接続バネ
３０６３ａおよび３０６３ｂとで構成される。
【０７６１】
　第１固定板３０６１Ａには、第１固定支持部３００４と接着固定する際の位置決め用の
位置決め穴３０７１ａおよび３０７１ｂが設けられている。
【０７６２】
　第２固定板３０６２Ａには、積層レンズ構造体１１の最下層のレンズ付き基板４１ｅと
接着固定する際の位置決め用の位置決め穴３０７１ｅおよび３０７１ｆが設けられている
。
【０７６３】
　一方、分割固定板３０５１Ｂは、第１固定支持部３００４と接着固定される第１固定板
３０６１Ｂと、積層レンズ構造体１１の最下層のレンズ付き基板４１ｅと接着固定される
第２固定板３０６２Ｂと、第１固定板３０６１Ｂと第２固定板３０６２Ｂとを接続する接
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続バネ３０６３ｃおよび３０６３ｄとで構成される。
【０７６４】
　第１固定板３０６１Ｂには、第１固定支持部３００４と接着固定する際の位置決め用の
位置決め穴３０７１ｃおよび３０７１ｄが設けられている。
【０７６５】
　第２固定板３０６２Ｂには、積層レンズ構造体１１の最下層のレンズ付き基板４１ｅと
接着固定する際の位置決め用の位置決め穴３０７１ｇおよび３０７１ｈが設けられている
。
【０７６６】
　サスペンション３００３ａおよび３００３ｂは、例えば、ＣｕやＡｌ等の金属板を成形
して作製され、それ自体が、電流を流す電線としての機能を有する。
【０７６７】
　ＡＦ用コイル３００２を流れる電流は、例えば、図９７のCに示される第２固定支持部
３００６の外周部３０８１を流れて、図９７のBに示される第１固定板３０６１Ａの接続
点３０８２に到達する。そして、電流は、第１固定板３０６１Ａの接続点３０８２から、
接続バネ３０６３ａ、第２固定板３０６２Ａへと流れ、接続点３０８３から、図９７のC
に示される積層レンズ構造体１１の外周部３０８４を通って、ＡＦ用コイル３００２へ到
達する。
【０７６８】
　その後、ＡＦ用コイル３００２を流れた電流は、図９７のCに示される積層レンズ構造
体１１の外周部３０８４を通って、第２固定板３０６２Ｂの接続点３０８５に到達する。
そして、電流は、第２固定板３０６２Ｂの接続点３０８５から、接続バネ３０６３ｄ、第
１固定板３０６１Ｂへと流れ、接続点３０８６から、図９７のCに示される第２固定支持
部３００６の外周部３０８１を通って、基板３０１１へ到達する。
【０７６９】
　次に、第１固定板３０６１Ｂの位置決め穴３０７１ｄを例に、サスペンション３００３
ｂの接着固定機構について説明する。
【０７７０】
　図９８のAは、第１固定板３０６１Ｂの位置決め穴３０７１ｄと、位置決め穴３０７１
ｄと接着固定されるレンズ付き基板４１ｅの担体基板８１ｅの斜視図である。
【０７７１】
　位置決め穴３０７１ｄは、図９８のAに示されるように貫通穴となっている。
【０７７２】
　一方、レンズ付き基板４１ｅを構成する担体基板８１ｅの位置決め穴３０７１ｄに対応
する箇所には、貫通孔３０９１が形成されている。貫通孔３０９１には、レンズ樹脂部８
２と同じ材料を用いて突起部３０９２が形成されており、突起部３０９２が、第１固定板
３０６１Ｂの位置決め穴３０７１ｄと嵌合されて接着されることで、正確に位置決めして
固定することができる。
【０７７３】
　なお、突起部３０９２を、レンズ樹脂部８２と同じ材料を用いて形成するのではなく、
担体基板８１ｅをエッチング等で加工することにより形成してもよい。
【０７７４】
　あるいはまた、担体基板８１ｅ側に突起部３０９２を設けるのではなく、図９８のBに
示されるように、第１固定板３０６１Ｂの位置決め穴３０７１ｄを突起形状に加工して、
担体基板８１ｅの貫通孔３０９１と嵌合させて接着してもよい。この場合も、正確に位置
決めして固定することができる。
【０７７５】
　サスペンション３００３ａの位置決め穴３０４１ａ乃至３０４１ｈと、サスペンション
３００３ｂの位置決め穴３０７１ａ乃至３０７１ｈには、このような接着固定機構を採用
することができる。
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【０７７６】
　これにより、積層レンズ構造体１１の固定位置の精度を上げることができ、積層レンズ
構造体１１の可動方向を意図した通りとすることができるので、オートフォーカス精度を
上げるという作用効果をもたらす。サスペンション３００３ａおよび３００３ｂを用いる
その他の実施の形態についても同様である。
【０７７７】
＜２５．カメラモジュールの第１７の実施の形態の変形例＞
　図９９は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１７の実
施の形態の第１変形例を示す図である。
【０７７８】
　図９９のAは、第１７の実施の形態の第１変形例としてのカメラモジュール１-AFdの平
面図であり、図９９のBは、第１７の実施の形態の第２変形例に係るカメラモジュール１-
AFdの断面図である。
【０７７９】
　図９９のAは、図９９のBの断面図におけるB‐B’線の平面図であり、図９９のBは、図
９９のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０７８０】
　図９９の第１７の実施の形態の第１変形例に係るカメラモジュール１-AFdが、図９６に
示した第１７の実施の形態のカメラモジュール１-AFcと異なる点は、図９９のAと図９６
のAの平面図どうしを比較して明らかなように、積層レンズ構造体１１を構成する各レン
ズ付き基板４１の４隅の角部が直線的に除去され、レンズ付き基板４１の平面形状が略八
角形とされている点である。
【０７８１】
　図１００は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１７の
実施の形態の第２変形例を示す図である。
【０７８２】
　図１００のAは、第１７の実施の形態の第２変形例に係るカメラモジュール１-AFdの平
面図であり、図１００のBは、第１７の実施の形態の第２変形例に係るカメラモジュール
１-AFdの断面図である。
【０７８３】
　図１００のAは、図１００のBの断面図におけるB‐B’線の平面図であり、図１００のB
は、図１００のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０７８４】
　図１００の第１７の実施の形態の第２変形例に係るカメラモジュール１-AFdが、図９６
に示した第１７の実施の形態のカメラモジュール１-AFcと異なる点は、図１００のAと図
９６のAの平面図どうしを比較して明らかなように、積層レンズ構造体１１を構成する各
レンズ付き基板４１の４隅の角部が曲線的に除去され、レンズ付き基板４１の平面形状が
角丸の四角形とされている点である。
【０７８５】
　この第１変形例及び第２変形例のような平面形状のレンズ付き基板４１は、図１０１の
A及びBに示されるように、基板状態のレンズ付き基板４１Wにおいて、破線で示されるダ
イシングラインの交差部分をエッチング等で直線的または曲線的に除去しておくことで作
製することができる。図１０１のA及びBにおいて灰色の濃度を付した領域が、エッチング
等で除去される領域を示している。
【０７８６】
　第１７の実施の形態の第１変形例及び第２変形例によれば、ＡＦ用コイル３００２が巻
き付けられる積層レンズ構造体１１のレンズ付き基板４１の４隅の角部が直角より緩い角
度になるので、コイル装着時にコイルに傷が付いて不良の原因となるのを防ぐことができ
る、という作用または効果をもたらす。
【０７８７】
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　また、AFマグネット３００５に対向するAFコイル３００２の有効部分の長さを維持しな
がら、コイルの全長を短くすることができるので、カメラモジュールの重量を軽くするこ
とができ、AF駆動力を同じに保ったままコイルのインピーダンスも小さくすることができ
るので、駆動電力もより小さくすることができるという作用または効果をもたらす。
【０７８８】
　さらに、基板状態のレンズ付き基板４１Wを個片化する前に、角部を除去することによ
り、ダイシングによる個片化時または個片化後のレンズ付き基板４１（担体基板８１）の
チッピングを防止することができる、という作用または効果をもたらす。
【０７８９】
＜２６．カメラモジュールの第１８の実施の形態＞
　図１０２は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１８の
実施の形態を示す図である。
【０７９０】
　図１０２のAは、カメラモジュール１の第１８の実施の形態としてのカメラモジュール
１-AFeの平面図であり、図１０２のB及びCは、カメラモジュール１-AFeの断面図である。
【０７９１】
　図１０２のAは、図１０２のB及びCの断面図におけるC‐C’線の平面図であり、図１０
２のBは、図１０２のAの平面図におけるB‐B’線の断面図であり、図１０２のCは、図１
０２のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０７９２】
　図１０２のカメラモジュール１-AFeが図９４のカメラモジュール１-AFaと異なる点は、
積層レンズ構造体１１を収納するレンズバレル３００１が省略されている点と、積層レン
ズ構造体１１の最上層のレンズ付き基板４１ａの上面に、絞り板５１が設けられている点
である。絞り板５１には、開口部５２が設けられている。
【０７９３】
　また、図１０２のカメラモジュール１-AFeが図９４のカメラモジュール１-AFaと異なる
他の点は、図９９で説明した第１７の実施の形態の第１変形例に係るカメラモジュール１
-AFdと同様に、積層レンズ構造体１１を構成する各レンズ付き基板４１の４隅の角部が直
線的に除去され、レンズ付き基板４１の平面形状が略八角形とされている点である。
【０７９４】
　ここで、各レンズ付き基板４１の平面形状が略八角形とされているのに対して、図１０
２のAにおいて破線で示されるように、絞り板５１の平面形状は、４隅の角部が除去され
ない四角形とされており、絞り板５１は、４隅の角部においてレンズ付き基板４１よりも
外周側に張り出した形状となっている。
【０７９５】
　ＡＦ用コイル３００２を積層レンズ構造体１１に接着固定する際、ＡＦ用コイル３００
２は、４隅の角部において張り出した絞り板５１に突き当てるようにして位置合わせされ
、接着固定される。
【０７９６】
　以上のように構成されるカメラモジュール１-AFeは、図９４のカメラモジュール１-AFa
と同様に、オートフォーカス動作を行うことを可能にする、という作用または効果をもた
らす。また、複数枚のレンズ付き基板４１が光軸方向に一体となった積層レンズ構造体１
１を用いるので、モジュールの組み立てが容易となり、複数枚のレンズ付き基板４１の各
レンズ２１の中心位置のバラツキを発生させない、という作用効果をもたらす。
【０７９７】
　ＡＦ用コイル３００２が巻き付けられる積層レンズ構造体１１のレンズ付き基板４１の
４隅の角部が直角より緩い角度になるので、コイル装着時にコイルに傷が付いて不良の原
因となるのを防ぐことができる、という作用または効果をもたらす。
【０７９８】
　さらに、基板状態のレンズ付き基板４１Wを個片化する前に、角部を除去することによ
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り、ダイシングによる個片化時または個片化後のレンズ付き基板４１（担体基板８１）の
チッピングを防止することができる、という作用または効果をもたらす。
【０７９９】
　また、ＡＦ用コイル３００２の組み付けは、４隅の角部においてレンズ付き基板４１よ
りも外周側に張り出した形状の絞り板５１に突き当てるように位置合わせするだけである
ので、ＡＦ用コイル３００２の位置合わせが容易となり、モジュールの組み立てが容易と
なる、という作用効果をもたらす。
【０８００】
　なお、図１０２に示したカメラモジュール１-AFeの絞り板５１に代えて、図５５で採用
したカバーガラス１５０１と遮光膜１５０２を採用してもよい。また、光学絞りの機能が
不要である場合には、ＡＦ用コイル３００２の突き当て対象物としてカバーガラス１５０
１のみを設けてもよい。
【０８０１】
＜２７．カメラモジュールの第１９の実施の形態＞
　図１０３は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第１９の
実施の形態を示す図である。
【０８０２】
　図１０３のAは、カメラモジュール１の第１９の実施の形態としてのカメラモジュール
１-AFfの平面図であり、図１０３のB及びCは、カメラモジュール１-AFfの断面図である。
【０８０３】
　図１０３のAは、図１０３のB及びCの断面図におけるC‐C’線の平面図であり、図１０
３のBは、図１０３のAの平面図におけるB‐B’線の断面図であり、図１０３のCは、図１
０３のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０８０４】
　図１０３のカメラモジュール１-AFfを、図１０２に示した第１８の実施の形態に係るカ
メラモジュール１-AFeと比較すると、カメラモジュール１-AFfでは、絞り板５１が省略さ
れている。
【０８０５】
　また、図１０２のカメラモジュール１-AFeの積層レンズ構造体１１の最上層のレンズ付
き基板４１ａ以外のレンズ付き基板４１ｂ乃至４１ｅが、レンズ付き基板４１ｂ１乃至４
１ｅ１に置き換えられている。
【０８０６】
　即ち、図１０３の第１９の実施の形態に係るカメラモジュール１-AFfの積層レンズ構造
体１１は、最上層のレンズ付き基板４１ａとレンズ付き基板４１ｂ１乃至４１ｅ１とで構
成されている。図１０３のAにおいて破線で示されるように、最上層のレンズ付き基板４
１ａの平面形状は、４隅の角部が除去されない四角形とされているのに対して、レンズ付
き基板４１ｂ１乃至４１ｅ１の平面形状は、４隅の角部が除去された八角形とされている
。その結果、４隅の角部において最上層のレンズ付き基板４１ａがレンズ付き基板４１ｂ

１乃至４１ｅ１よりも外周側に張り出した形状となっている。
【０８０７】
　ＡＦ用コイル３００２を積層レンズ構造体１１に接着固定する際、ＡＦ用コイル３００
２は、４隅の角部において張り出した最上層のレンズ付き基板４１ａに突き当てるように
して位置合わせされ、接着固定される。
【０８０８】
　以上のように構成されるカメラモジュール１-AFfは、図９４のカメラモジュール１-AFe
と同様に、オートフォーカス動作を行うことを可能にする、という作用または効果をもた
らす。また、複数枚のレンズ付き基板４１が光軸方向に一体となった積層レンズ構造体１
１を用いるので、モジュールの組み立てが容易となり、複数枚のレンズ付き基板４１の各
レンズ２１の中心位置のバラツキを発生させない、という作用効果をもたらす。
【０８０９】
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　ＡＦ用コイル３００２が巻き付けられる積層レンズ構造体１１のレンズ付き基板４１ｂ

１乃至４１ｅ１の４隅の角部が直角より緩い角度になるので、コイル装着時にコイルに傷
が付いて不良の原因となるのを防ぐことができる、という作用または効果をもたらす。
【０８１０】
　さらに、基板状態のレンズ付き基板４１Wを個片化する前に、角部を除去することによ
り、ダイシングによる個片化時または個片化後のレンズ付き基板４１ｂ１乃至４１ｅ１（
担体基板８１ｂ１乃至８１ｅ１）のチッピングを防止することができる、という作用また
は効果をもたらす。
【０８１１】
　また、ＡＦ用コイル３００２の組み付けは、４隅の角部においてレンズ付き基板４１ｂ

１乃至４１ｅ１よりも外周側に張り出した形状のレンズ付き基板４１ａに突き当てるよう
に位置合わせするだけであるので、ＡＦ用コイル３００２の位置合わせが容易となり、モ
ジュールの組み立てが容易となる、という作用効果をもたらす。
【０８１２】
＜２８．カメラモジュールの第２０の実施の形態＞
　図１０４は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２０の
実施の形態を示す図である。
【０８１３】
　図１０４のAは、カメラモジュール１の第２０の実施の形態としてのカメラモジュール
１-AFgの平面図であり、図１０４のBは、カメラモジュール１-AFgの断面図である。
【０８１４】
　図１０４のAは、図１０４のBの断面図におけるB‐B’線の平面図であり、図１０４のB
は、図１０４のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０８１５】
　図１０４に示されるカメラモジュール１-AFgは、積層レンズ構造体１１を収納するレン
ズバレル３００１が省略された構造を有し、積層レンズ構造体１１の外周側にＡＦ用マグ
ネット３００５が接着固定され、第１固定支持部３００４の内周側にＡＦ用コイル３００
２が接着固定されている。
【０８１６】
　換言すれば、図１０４のカメラモジュール１-AFgは、図９５に示した第１５の実施の形
態に係るカメラモジュール１-AFbと同様、ＡＦ駆動部３０２１を構成するＡＦ用コイル３
００２とＡＦ用マグネット３００５の取り付け位置が、図９４のカメラモジュール１-AFa
とは反対となっている。
【０８１７】
　また、カメラモジュール１-AFgの積層レンズ構造体１１は、レンズ付き基板４１ａ、４
１ｂ２乃至ｄ２、及び４１ｅで構成されており、中間層のレンズ付き基板４１ｂ２乃至ｄ

２の平面形状は、最上層及び最下層のレンズ付き基板４１ａ及び４１ｅよりも、ＡＦ用マ
グネット３００５の取り付け部分が掘り込まれた形状を有している。これにより、ＡＦ用
マグネット３００５の一部は、積層レンズ構造体１１を構成する複数枚のレンズ付き基板
４１に埋め込まれている。
【０８１８】
　中間層のレンズ付き基板４１ｂ２乃至ｄ２のようなレンズ付き基板４１は、図１０５に
示されるように、基板状態のレンズ付き基板４１Wにおいて、破線で示されるダイシング
ラインの境界部分の一部をエッチング等で除去しておくことで作製することができる。図
１０５において灰色の濃度を付した領域が、エッチング等で除去される領域を示している
。
【０８１９】
　以上のように構成されるカメラモジュール１-AFgは、図９５のカメラモジュール１-AFb
と同様に、オートフォーカス動作を行うことを可能にする、という作用または効果をもた
らす。また、複数枚のレンズ付き基板４１が光軸方向に一体となった積層レンズ構造体１
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１を用いるので、モジュールの組み立てが容易となり、複数枚のレンズ付き基板４１の各
レンズ２１の中心位置のバラツキを発生させない、という作用効果をもたらす。
【０８２０】
　また、ＡＦ用マグネット３００５の組み付けは、最上層及び最下層のレンズ付き基板４
１ａ及び４１ｅと、中間層のレンズ付き基板４１ｂ２乃至ｄ２との平面形状の違いにより
発生する掘り込み部分に突き当てるように位置合わせするだけである。一方、ＡＦ用コイ
ル３００２の第１固定支持部３００４への組み付けは、光軸方向に対して垂直な内周側の
方向へ張り出した張り出し部３０１５に突き当てるように位置合わせするだけである。こ
れにより、ＡＦ用コイル３００２とＡＦ用マグネット３００５の位置合わせが容易となり
、モジュールの組み立てが容易である。
【０８２１】
　さらに、カメラモジュール１-AFgでは、ＡＦ用マグネット３００５の少なくとも一部が
、積層レンズ構造体１１を構成する複数枚のレンズ付き基板４１のレンズ２１側に埋め込
まれた状態となるので、カメラモジュールの小型化及び軽量化に貢献する。
【０８２２】
　なお、図１０４のカメラモジュール１-AFgでは、ＡＦ用マグネット３００５の一部がレ
ンズ付き基板４１に埋め込まれるようにしたが、レンズ付き基板４１の外周面と同一平面
となるように、ＡＦ用マグネット３００５の厚み方向の全てを埋め込むようにしてもよい
。
【０８２３】
＜２９．カメラモジュールの第２１の実施の形態＞
　図１０６は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２１の
実施の形態を示す図である。
【０８２４】
　図１０６のAは、カメラモジュール１の第２１の実施の形態としてのカメラモジュール
１-AFhの平面図であり、図１０６のBは、カメラモジュール１-AFhの断面図である。
【０８２５】
　図１０６のAは、図１０６のBの断面図におけるB‐B’線の平面図であり、図１０６のB
は、図１０６のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０８２６】
　図１０６に示されるカメラモジュール１-AFhは、図１０３に示した第１９の実施の形態
に係るカメラモジュール１-AFfと比較して、ＡＦ用マグネット３００５の取り付け位置が
変更された構造を有する。
【０８２７】
　具体的には、図１０３に示したカメラモジュール１-AFfでは、ＡＦ用マグネット３００
５が、平面図において、四角形の第１固定支持部３００４の平面部分に配置されていたの
に対して、図１０６のカメラモジュール１-AFhでは、四角形の第１固定支持部３００４の
４隅の角部分に配置されている。換言すれば、ＡＦ用マグネット３００５は、略四角形の
レンズ付き基板４１の四隅と対向する位置に配置されている
【０８２８】
　なお、第１固定支持部３００４の４隅の角部分にＡＦ用マグネット３００５を配置する
ために、図１０６のAにおいて破線で示されるように、最上層のレンズ付き基板４１ａ３

の４隅の角部分も、図１０３のカメラモジュール１-AFfのレンズ付き基板４１ａと比較し
て僅かに除去されている。レンズ付き基板４１ｂ１乃至４１ｅ１については、図１０３の
カメラモジュール１-AFfと同様である。
【０８２９】
　また、第１固定支持部３００４に取り付けられたＡＦ用マグネット３００５の個数は、
図１０３に示したカメラモジュール１-AFfでは、四角形の第１固定支持部３００４の４面
のうちの対向する２面に取り付けられ、２個であったのに対して、図１０６のカメラモジ
ュール１-AFhでは、第１固定支持部３００４の４隅の角部分に取り付けられ、４個である
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。
【０８３０】
　図１０６のカメラモジュール１-AFhのその他の構成は、図１０３に示したカメラモジュ
ール１-AFfと同様である。
【０８３１】
　以上のように構成されるカメラモジュール１-AFhは、図１０３のカメラモジュール１-A
Ffと同様に、オートフォーカス動作を行うことを可能にする、という作用または効果をも
たらす。また、複数枚のレンズ付き基板４１が光軸方向に一体となった積層レンズ構造体
１１を用いるので、モジュールの組み立てが容易となり、複数枚のレンズ付き基板４１の
各レンズ２１の中心位置のバラツキを発生させない、という作用効果をもたらす。
【０８３２】
　ＡＦ用コイル３００２が巻き付けられる積層レンズ構造体１１のレンズ付き基板４１ｂ

１乃至４１ｅ１の４隅の角部が直角より緩い角度になるので、コイル装着時にコイルに傷
が付いて不良の原因となるのを防ぐことができる、という作用または効果をもたらす。
【０８３３】
　さらに、基板状態のレンズ付き基板４１Wを個片化する前に、角部を除去することによ
り、ダイシングによる個片化時または個片化後のレンズ付き基板４１（担体基板８１）の
チッピングを防止することができる、という作用または効果をもたらす。
【０８３４】
　また、ＡＦ用コイル３００２の組み付けは、４隅の角部においてレンズ付き基板４１ｂ

１乃至４１ｅ１よりも外周側に張り出した形状のレンズ付き基板４１ａ３に突き当てるよ
うに位置合わせするだけであるので、ＡＦ用コイル３００２の位置合わせが容易となり、
モジュールの組み立てが容易となる、という作用効果をもたらす。
【０８３５】
＜３０．カメラモジュールの第２２の実施の形態＞
　図１０７は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２２の
実施の形態を示す図である。
【０８３６】
　図１０７のAは、カメラモジュール１の第２２の実施の形態としてのカメラモジュール
１-AFiの平面図であり、図１０７のBは、カメラモジュール１-AFiの断面図である。
【０８３７】
　図１０７のAは、図１０７のBの断面図におけるB‐B’線の平面図であり、図１０７のB
は、図１０７のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０８３８】
　図１０７に示されるカメラモジュール１-AFiは、図１０６に示した第２１の実施の形態
に係るカメラモジュール１-AFhと比較して、ＡＦ駆動部３０２１を構成するＡＦ用コイル
３００２とＡＦ用マグネット３００５の取り付け位置が反対となっている。
【０８３９】
　即ち、図１０６に示したカメラモジュール１-AFhでは、積層レンズ構造体１１の外周側
にＡＦ用コイル３００２が接着固定され、第１固定支持部３００４の内周側にＡＦ用マグ
ネット３００５が接着固定されていたのに対して、図１０７のカメラモジュール１-AFiで
は、積層レンズ構造体１１の外周側にＡＦ用マグネット３００５が接着固定され、第１固
定支持部３００４の内周側にＡＦ用コイル３００２が接着固定されている。
【０８４０】
　第１固定支持部３００４は、受光素子１２から最も遠い上面において内周側に張り出し
た張り出し部３０１５を備え、略Ｌ次形状の断面形状を有している。ＡＦ用コイル３００
２が第１固定支持部３００４に接着固定される際、ＡＦ用コイル３００２は、内周側の張
り出し部３０１５に突き当てるようにして位置合わせされ、接着固定される。
【０８４１】
　ＡＦ用マグネット３００５は、積層レンズ構造体１１を構成する４枚のレンズ付き基板
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４１ｂ１乃至４１ｅ１の４隅の角部分に配置されている。ＡＦ用マグネット３００５は、
４隅の角部において張り出した最上層のレンズ付き基板４１ａ３に突き当てるようにして
位置合わせされ、接着固定される。
【０８４２】
　図１０７のカメラモジュール１-AFiのその他の構成は、図１０６に示したカメラモジュ
ール１-AFhと同様である。
【０８４３】
　以上のように構成されるカメラモジュール１-AFiは、図１０６のカメラモジュール１-A
Fhと同様に、オートフォーカス動作を行うことを可能にする、という作用または効果をも
たらす。また、複数枚のレンズ付き基板４１が光軸方向に一体となった積層レンズ構造体
１１を用いるので、モジュールの組み立てが容易となり、複数枚のレンズ付き基板４１の
各レンズ２１の中心位置のバラツキを発生させない、という作用効果をもたらす。
【０８４４】
　積層レンズ構造体１１のレンズ付き基板４１ｂ１乃至４１ｅ１の４隅の角部が直角より
緩い角度になるので、基板状態のレンズ付き基板４１Wを個片化する前に、角部を除去す
ることにより、ダイシングによる個片化時または個片化後のレンズ付き基板ｂ１乃至４１
ｅ１（担体基板８１ｂ１乃至８１ｅ１）のチッピングを防止することができる、という作
用または効果をもたらす。
【０８４５】
　また、ＡＦ用コイル３００２の第１固定支持部３００４への組み付けは、光軸方向に対
して垂直な内周側の方向へ張り出した張り出し部３０１５に突き当てるように位置合わせ
するだけである。これにより、ＡＦ用コイル３００２の位置合わせが容易となり、モジュ
ールの組み立てが容易となる、という作用効果をもたらす。
【０８４６】
　さらに、カメラモジュール１-AFiでは、ＡＦ用マグネット３００５の少なくとも一部が
、積層レンズ構造体１１を構成するレンズ付き基板４１ｂ１乃至４１ｅ１に埋め込まれた
状態となるので、カメラモジュールの小型化及び軽量化に貢献する。
【０８４７】
＜３１．カメラモジュールの第２３の実施の形態＞
　図１０８は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２３の
実施の形態を示す図である。
【０８４８】
　図１０８のAは、カメラモジュール１の第２３の実施の形態としてのカメラモジュール
１AFjの平面図であり、図１０８のBは、カメラモジュール１AFjの断面図である。
【０８４９】
　図１０８のAは、図１０８のBの断面図におけるB‐B’線の平面図であり、図１０８のB
は、図１０８のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０８５０】
　図１０８に示されるカメラモジュール１AFjは、図９４に示した第１５の実施の形態に
係るカメラモジュール１-AFaに対して、光学的手振れ補正（ＯＩＳ：Optical Image Stab
ilizer）の機構を追加した構造である。
【０８５１】
　図１０８のカメラモジュール１AFjでは、図９４に示したカメラモジュール１-AFaと比
較すると、ＡＦ用コイル３００２が、レンズバレル３００１ではなく、新たに設けられた
可動支持部３１０１の外周側に接着されて固定されている。可動支持部３１０１の内周側
には、ＯＩＳ用の永久磁石であるＯＩＳ用マグネット３１０３が接着されて固定されてい
る。
【０８５２】
　可動支持部３１０１は、積層レンズ構造体１１が収納されたレンズバレル３００１を囲
むように四角形の筒状となっており、上面においてサスペンション３００３ａを介して第
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１固定支持部３００４に固定され、下面においてサスペンション３００３ｂを介して第１
固定支持部３００４に固定されている。
【０８５３】
　また、可動支持部３１０１は、上面から見て四角形のレンズバレル３００１の四隅にお
いて、円柱形状の金属弾性体で形成されたＯＩＳサスペンション３１０４を介してレンズ
バレル３００１と接続されている。レンズバレル３００１の外周面であって、ＯＩＳ用マ
グネット３１０４と対向する位置には、ＯＩＳ用コイル３１０２が接着固定されている。
【０８５４】
　上面から見て四角形のレンズバレル３００１の外周の四辺のうち、所定の対向する二辺
にそれぞれ接着固定されたＯＩＳ用コイル３１０２Ｘと、それと向き合うＯＩＳ用マグネ
ット３１０３Ｘは、Ｘ軸ＯＩＳ駆動部３１２１Ｘを構成し、ＯＩＳ用コイル３１０２Ｘに
電流が流れることにより積層レンズ構造体１１をＸ軸方向に移動させる。他の対向する二
辺にそれぞれ接着固定されたＯＩＳ用コイル３１０２Ｙと、それと向き合うＯＩＳ用マグ
ネット３１０３Ｙは、Ｙ軸ＯＩＳ駆動部３１２１Ｙを構成し、ＯＩＳ用コイル３１０２Ｙ
に電流が流れることにより積層レンズ構造体１１をＹ軸方向に移動させる。
【０８５５】
　光軸方向の積層レンズ構造体１１の駆動については、図９４に示したカメラモジュール
１-AFaと同様である。即ち、ＡＦ用コイル３００２とＡＦ用マグネット３００５とで構成
されるＡＦ駆動部３０２１が、ＡＦ用コイル３００２に電流が流れることにより、積層レ
ンズ構造体１１と受光素子１２との間の距離を調整する。
【０８５６】
　以上のように構成されるカメラモジュール１AFjでは、図９４に示したカメラモジュー
ル１-AFaで奏することができる作用または効果に加えて、光学的手振れ補正機構を備える
ので、手振れ補正動作を行うことを可能にする、という作用または効果をもたらす。
【０８５７】
　なお、図１０８のカメラモジュール１AFjでは、レンズバレル３００１の外周面にＯＩ
Ｓ用コイル３１０２を接着固定し、可動支持部３１０１の内周側にＯＩＳ用マグネット３
１０３を接着固定したが、上述したＡＦ用コイル３００２とＡＦ用マグネット３００５の
位置関係と同様に、ＯＩＳ用コイル３１０２とＯＩＳ用マグネット３１０３の位置関係を
入れ替えてもよい。
【０８５８】
＜３２．カメラモジュールの第２４の実施の形態＞
　図１０９は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２４の
実施の形態を示す図である。
【０８５９】
　図１０９のAは、カメラモジュール１の第２４の実施の形態としてのカメラモジュール
１-AFkの平面図であり、図１０９のBは、カメラモジュール１-AFkの断面図である。
【０８６０】
　図１０９のAは、図１０９に示されるカメラモジュール１-AFkを、下面のサスペンショ
ン３００３ｂから受光素子１２の方向（下方向）に見た平面図であり、図１０９のBは、
図１０９のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０８６１】
　図１０９に示されるカメラモジュール１-AFkは、図９６に示したレンズバレル３００１
を備えないカメラモジュール１-AFcのＡＦ動作を行う電磁式のＡＦ駆動部３０２１を、圧
電材を用いたアクチュエータに変更した構造である。
【０８６２】
　より具体的には、図１０９のカメラモジュール１-AFkでは、図９６のカメラモジュール
１-AFcにおいて電磁式のＡＦ駆動部３０２１であるＡＦ用コイル３００２とＡＦ用マグネ
ット３００５が省略され、その代わりに、圧電素子を用いた４個の圧電駆動部３２１１ａ
乃至３２１１ｄが設けられている。
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【０８６３】
　カメラモジュール１-AFkはＡＦ用コイル３００２を備えず、電流を流す必要が無いため
、下面のサスペンション３００３ｂは、上面のサスペンション３００３ａと同様に、１枚
板で構成される。具体的には、サスペンション３００３ｂは、図１０９のAに示されるよ
うに、第１固定支持部３００４と接着固定される第１固定板３０６１と、積層レンズ構造
体１１の最下層のレンズ付き基板４１ｅと接着固定される第２固定板３０６２と、第１固
定板３０６１と第２固定板３０６２とを４隅で接続する接続バネ３０６３ａ乃至３０６３
ｄとで構成される。
【０８６４】
　圧電駆動部３２１１ａ乃至３２１１ｄは、略四角形の平面形状の第２固定板３０６２の
各辺に１対１に接続される。
【０８６５】
　圧電駆動部３２１１ａは、第２固定支持部３００６と固定される圧電固定部３２２１ａ
、電圧印加により形状変化する圧電可動部３２２２ａ、および、第２固定板３０６２と固
定される圧電固定部３２２３ａを備える。
【０８６６】
　圧電可動部３２２２ａは、圧電材を２枚の電極（対向電極）で挟んだサンドイッチ構造
を有し、２枚の電極に所定の電圧を印加すると、板状の圧電可動部３２２２ａが上下方向
に反ることにより、積層レンズ構造体１１が光軸方向に移動される。
【０８６７】
　圧電駆動部３２１１ｂも同様に、圧電固定部３２２１ｂ、圧電可動部３２２２ｂ、およ
び、圧電固定部３２２３ｂを備える。圧電駆動部３２１１ｃおよび３２１１ｄについても
同様である。
【０８６８】
　図１０９に示されるように、４個の圧電駆動部３２１１ａ乃至３２１１ｄを対称に配置
することで、駆動力を大きくし、かつ、光軸方向以外のへの力を減らすことができる。
【０８６９】
　以上のように構成されるカメラモジュール１-AFkは、図９４のカメラモジュール１-AFa
と同様に、オートフォーカス動作を行うことを可能にする、という作用または効果をもた
らす。また、複数枚のレンズ付き基板４１が光軸方向に一体となった積層レンズ構造体１
１を用いるので、モジュールの組み立てが容易となり、複数枚のレンズ付き基板４１の各
レンズ２１の中心位置のバラツキを発生させないという作用効果をもたらす。また、レン
ズバレル３００１が不要であるので、カメラモジュールを小型化および軽量化することが
できる。
【０８７０】
　なお、圧電駆動部３２１１ａ乃至３２１１ｄには、例えば、バイメタルや形状記憶合金
、特開２０１３－２００３６６号公報で開示されている高分子アクチュエータなど、電圧
印加で板状の圧電材が形状変化し、対象物を移動させる任意の構造を採用することができ
る。
【０８７１】
＜３３．カメラモジュールの第２５の実施の形態＞
　図１１０は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２５の
実施の形態を示す図である。
【０８７２】
　図１１０のAは、カメラモジュール１の第２５の実施の形態としてのカメラモジュール
１-AFmの平面図であり、図１１０のBは、カメラモジュール１-AFmの断面図である。
【０８７３】
　図１１０のAは、図１１０のBの断面図におけるB‐B’線の平面図であり、図１１０のB
は、図１１０のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０８７４】
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　図１１０に示されるカメラモジュール１-AFmは、図９６に示した第１７の実施の形態に
係るカメラモジュール１-AFcのＡＦ動作を行う電磁式のＡＦ駆動部３０２１を、超音波駆
動を利用したリニアアクチュエータに変更した構造である。
【０８７５】
　より具体的には、図１１０のカメラモジュール１-AFmでは、図９６のカメラモジュール
１-AFcにおいて電磁式のＡＦ駆動部３０２１であるＡＦ用コイル３００２とＡＦ用マグネ
ット３００５が省略され、その代わりに、駆動体３３１３を連結した圧電素子３３１２と
、３本のガイド体３３１４とが設けられている。圧電素子３３１２と３本のガイド体３３
１４は、固定支持部３３１１に固定されている。
【０８７６】
　駆動体３３１３と３本のガイド体３３１４は、積層レンズ構造体１１を構成する複数枚
のレンズ付き基板４１（の担体基板８１）の４隅付近に形成された孔３３３１に挿通され
ている（挿入され貫通されている）。駆動体３３１３と３本のガイド体３３１４は、例え
ば、金属または樹脂の円柱形状とされる。
【０８７７】
　圧電素子３３１２は、所定の電圧が印加されると、伸びの速度と縮みの速度とを異なら
せて、周期的に駆動体３３１３を伸び縮みさせる。レンズ付き基板４１（の担体基板８１
）の４隅付近に形成された孔３３３１の内壁と、駆動体３３１３またはガイド体３３１４
の外壁の形状は、最適な摩擦力が得られるように設計される。つまり、圧電素子３３１２
の駆動能力が高い場合は大きな摩擦力、圧電素子３３１２の駆動能力が低い場合は小さな
摩擦力を得るように形状が設計される。
【０８７８】
　例えば、図１１０の例では、図１１０のAに示されるように、孔３３３１の内壁の三方
にグルーブを設け、孔３３３１の内壁の一部が駆動体３３１３またはガイド体３３１４と
接触して所望の摩擦力が発生する形状が採用されている。孔３３３１は、ウェットエッチ
ング等を用いて貫通孔８３と同時に形成することができる。これにより、各孔３３３１の
孔形状および位置関係を正確に形成できるため、積層レンズ構造体１１の駆動の精度を向
上させることができる、という作用または効果を示す。
【０８７９】
　圧電素子３３１２の駆動速度が遅い場合は、静止摩擦力により、積層レンズ構造体１１
は駆動体３３１３の動きに追従する。圧電素子３３１２の駆動速度が速い場合は、積層レ
ンズ構造体１１の慣性や静止摩擦などの総和が駆動体３３１３に圧電素子３３１２から与
えられる駆動力よりも大きいので、積層レンズ構造体１１は動かない。遅い伸び駆動と速
い縮み駆動を交互に繰り返す事によって、積層レンズ構造体１１は上方または下方の光軸
方向に移動する。
【０８８０】
　３本のガイド体３３１４は、固定支持部３３１１に直接固定されており、駆動体３３１
３の動きに追従する積層レンズ構造体１１の移動方向をガイドする。押し付けバネ３３１
５は、駆動を効率的に伝えるため、積層レンズ構造体１１を駆動体３３１３に押し付け、
適度な摩擦力を発生させる。
【０８８１】
　以上のように構成されるカメラモジュール１-AFmは、図９４のカメラモジュール１-AFa
と同様に、オートフォーカス動作を行うことを可能にする、という作用または効果をもた
らす。また、複数枚のレンズ付き基板４１が光軸方向に一体となった積層レンズ構造体１
１を用いるので、モジュールの組み立てが容易となり、複数枚のレンズ付き基板４１の各
レンズ２１の中心位置のバラツキを発生させないという作用効果をもたらす。また、レン
ズバレル３００１が不要であるので、カメラモジュールを小型化および軽量化することが
できる。
【０８８２】
　第２５の実施の形態で採用した超音波駆動を利用したリニアアクチュエータは、他の超
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音波駆動のアクチュエータを積層レンズ構造体１１に外付けする場合に比べて、カメラモ
ジュール１全体のサイズを小さくすることができる、という作用または効果をもたらす。
【０８８３】
＜３４．カメラモジュールの第２６の実施の形態＞
　図１１１は、本技術を適用した積層レンズ構造体を用いたカメラモジュールの第２６の
実施の形態を示す図である。
【０８８４】
　図１１１のAは、カメラモジュール１の第２６の実施の形態としてのカメラモジュール
１-AFnの平面図であり、図１１１のBは、カメラモジュール１-AFnの断面図である。
【０８８５】
　図１１１のAは、図１１１のBの断面図におけるB‐B’線から受光素子１２の方向（下方
向）に見た平面図であり、図１１１のBは、図１１１のAの平面図におけるA‐A’線の断面
図である。
【０８８６】
　これまで上述した第１５乃至第２５の実施の形態に係るカメラモジュール１-AFa乃至１
-AFmが、すべて積層レンズ構造体１１を光軸方向に移動させる方式であったのに対して、
図１１１に示されるカメラモジュール１-AFnは、積層レンズ構造体１１を固定して、受光
素子１２を光軸方向に移動させる方式である。
【０８８７】
　積層レンズ構造体１１は、レンズバレル３４１１に収納され、レンズバレル３４１１が
第２固定支持部３４１２に直接結合されることで、基板３０１１に対して固定位置とされ
ている。
【０８８８】
　受光素子１２は、受光素子ホルダ３４２１上に載置され、受光素子ホルダ３４２１は、
複数の平行リンク３４２２で第２固定支持部３４１２に結合しており、受光素子１２が光
軸方向に略平行移動可能となっている。
【０８８９】
　圧電アクチュエータ３４２３は、圧電材を２枚の電極（対向電極）で挟んだサンドイッ
チ構造を有し、２枚の電極に所定の電圧を印加すると、板状の圧電アクチュエータ３４２
３が上下方向に反ることにより、受光素子ホルダ３４２１上に載置された受光素子１２が
光軸方向に移動される。これにより、積層レンズ構造体１１と受光素子１２との距離が調
節可能となる。
【０８９０】
　圧電アクチュエータ３４２３としては、その他、例えば、バイメタルや形状記憶合金、
特開２０１３－２００３６６号公報で開示されている高分子アクチュエータなど、電圧印
加で板状の圧電材が形状変化し、対象物を移動させる任意の構造を採用することができる
。
【０８９１】
　なお、カメラモジュール１は、焦点調節機構（オートフォーカス機構）として、受光素
子１２を積層レンズ構造体１１の光軸方向に移動させる手段であれば、圧電アクチュエー
タ以外の手段を用いてもよい。例えば、図１１０に記載の超音波駆動を利用したリニアア
クチュエータを受光素子１２に取り付けて、受光素子１２を積層レンズ構造体１１の光軸
方向に移動させてもよい。また別の例として、図９４に記載の電磁式のＡＦ駆動部３０２
１を受光素子１２に取り付けて、受光素子１２を積層レンズ構造体１１の光軸方向に移動
させてもよい。さらに別の例として、受光素子１２に支持体を取り付けて、その支持体を
コイルとマグネットを用いた電磁式の駆動機構を使って移動させることで、受光素子１２
を積層レンズ構造体１１の光軸方向に移動させてもよい。
【０８９２】
　レンズバレル３４１１は、図１１１のBに示されるように、受光素子１２から最も遠い
上面において内周側に張り出した張り出し部３４１３を備え、略Ｌ字状の断面形状を有し
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ている。積層レンズ構造体１１をレンズバレル３４１１に接着固定する際、積層レンズ構
造体１１は、張り出し部３４１３に突き当てるようにして位置合わせされ、接着固定され
る。これにより、積層レンズ構造体１１とレンズバレル３４１１との位置関係を精度良く
組み立てることができる。
【０８９３】
　また、レンズバレル３４１１は、図１１１のBに示されるように、第２固定支持部３４
１２との接続面に所定の凹凸形状を持たせた結合部３４１４を備えることにより、精度良
く位置合わせして、固定することができる。
【０８９４】
　以上のように構成されるカメラモジュール１-AFnは、図９４のカメラモジュール１-AFa
と同様に、オートフォーカス動作を行うことを可能にする、という作用または効果をもた
らす。また、複数枚のレンズ付き基板４１が光軸方向に一体となった積層レンズ構造体１
１を用いて、レンズバレル３４１１の張り出し部３４１３に突き当てるように位置合わせ
するだけなので、モジュールの組み立てが容易となり、複数枚のレンズ付き基板４１の各
レンズ２１の中心位置のバラツキを発生させないという作用効果をもたらす。また、レン
ズバレル３００１が不要であるので、カメラモジュールを小型化および軽量化することが
できる。
【０８９５】
　最後に、図１１１に示したカメラモジュール１-AFnを例に、複眼カメラモジュールの構
造例を図１１２に示す。
【０８９６】
　図１１２のAは、図１１２のBの断面図におけるB‐B’線の平面図であり、図１１２のB
は、図１１２のAの平面図におけるA‐A’線の断面図である。
【０８９７】
　図１１２に示されるカメラモジュール１-AFn２は、２個の光学ユニット１３が担体基板
８１で連結された積層レンズ構造体１１を備える。また、カメラモジュール１-AFn２は、
２個の光学ユニット１３それぞれの下方に、ＩＲカットフィルタ３００７および受光素子
１２を備える。２個の受光素子１２は、それぞれの受光素子ホルダ３４２１上に載置され
、各受光素子ホルダ３４２１は、複数の平行リンク３４２２で第２固定支持部３４１２に
結合しており、独立して光軸方向に略平行移動可能となっている。
【０８９８】
　積層レンズ構造体１１に形成された２個の光学ユニット１３は、図９を参照して説明し
た第２の実施の形態に係るカメラモジュール１Bと同様、異なる光学性能を有する。２個
の光学ユニット１３は、例えば、近景を撮影するための焦点距離が短い光学ユニット１３
と、遠景を撮影するために焦点距離が長い光学ユニット１３とすることができる。
【０８９９】
　積層レンズ構造体１１が２個以上の光学ユニット１３を備える場合には、積層レンズ構
造体１１を構成する複数個の光学ユニット１３が担体基板８１で連結された状態で個片化
されるため、光軸と直交するＸＹ方向の位置関係をウエハプロセスで精度良く作製するこ
とができる。
【０９００】
　そして、積層レンズ構造体１１をレンズバレル３４１１に接着固定する際、積層レンズ
構造体１１は、張り出し部３４１３に突き当てるようにして位置合わせされ、接着固定さ
れる。これにより、光軸方向の位置関係も精度良く組み立てることができ、特別な光軸合
わせを省略することができる、という作用または効果をもたらす。
【０９０１】
　また、受光素子１２を個別に光軸方向に駆動できるように独立して配置したので、バッ
クフォーカスが異なる光学ユニット１３の組み合わせであっても、正確なフォーカス合わ
せ可能である、という作用または効果をもたらす。
【０９０２】
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　なお、図１１２を参照して、図１１１に示したカメラモジュール１-AFnを複眼カメラモ
ジュールとした構成について説明したが、これまで上述した第１５乃至第２５の実施の形
態に係るカメラモジュール１-AFa乃至１-AFmについても同様に、複眼カメラモジュール構
成を採用することができることは言うまでもない。
【０９０３】
　第１５乃至第２５の実施の形態に係るカメラモジュール１-AFa乃至１-AFmを複眼カメラ
モジュール構成とする場合、図１１２のように、各光学ユニット１３に対応する受光素子
１２を個別に基板３０１１上に配置してもよいし、例えば、図１３に示したように、１枚
基板で構成される受光素子１２に対して、各光学ユニット１３に対応するように受光領域
１６０１ａ（図６５）を配置してもよい。
【０９０４】
　逆に、上述した第１乃至第１４の実施の形態に係るカメラモジュール１A乃至１Pについ
ては、１枚基板で構成される受光素子１２に対して、各光学ユニット１３に対応するよう
に受光領域１６０１ａを配置した構成について主に説明したが、図１１３に示されるよう
に、各光学ユニット１３に対応する受光素子１２を個別に配置する構成も取り得る。
【０９０５】
　図１１３は、図１１および図１３に示した複眼のカメラモジュール１Dを、受光素子１
２が各光学ユニット１３に対応して個別に配置された構成に変形した断面図である。
【０９０６】
　各光学ユニット１３に対応して個別に配置された受光素子１２で生成された画素信号は
、中継端子３５０１と中継基板３５０２を介して、外部端子７２から出力される。
【０９０７】
＜３５．積層レンズ構造体の概要＞
　図１１４は、積層レンズ構造体の主な構成の例を説明するための概略的な断面図である
。図１１４に示される積層レンズ構造体２０１２は、他の実施の形態において上述した積
層レンズ構造体１１に対応する。つまり、積層レンズ構造体２０１２は、積層レンズ構造
体１１と同様のデバイスであり、上述した積層レンズ構造体１１についての説明は、基本
的に、積層レンズ構造体２０１２にも適用することができる。例えば、積層レンズ構造体
２０１２は、受光素子１２に積層されてカメラモジュール１の構成として利用される。受
光素子１２への入射光（例えば被写体からの光）は、積層レンズ構造体２０１２を図中上
方向から下方向に通過する。
【０９０８】
　図１１４に示されるように、積層レンズ構造体２０１２は、互いに積層されたレンズ付
き基板２０１１Ａ乃至レンズ付き基板２０１１Ｅを有する。レンズ付き基板２０１１Ａ乃
至レンズ付き基板２０１１Ｅは、それぞれ、他の実施の形態において上述したレンズ付き
基板４１ａ乃至レンズ付き基板４１ｅに対応する。以下においてレンズ付き基板２０１１
Ａ乃至レンズ付き基板２０１１Ｅを区別して説明する必要が無い場合、レンズ付き基板２
０１１と称する。つまり、レンズ付き基板２０１１は、レンズ付き基板４１と同様のデバ
イスであり、上述したレンズ付き基板４１についての説明は、基本的に、レンズ付き基板
２０１１にも適用することができる。
【０９０９】
　図１１４の積層レンズ構造体２０１２の各レンズ付き基板２０１１の貫通孔の側壁には
、遮光膜が成膜されている。各レンズ付き基板２０１１のより詳細な構成を図１１５およ
び図１１６に示す。
【０９１０】
＜レンズ付き基板２０１１Ａの構成＞
　図１１５のAは、レンズ付き基板２０１１Ａの主な構成の例を説明するための概略的な
断面図である。図１１５のAに示されるように、レンズ付き基板２０１１Ａは、担体基板
２０４０Ａおよびレンズ樹脂部２０４２Ａにより構成される。担体基板２０４０Ａは、他
の実施の形態において上述した担体基板８１ａに対応する。レンズ樹脂部２０４２Ａは、
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他の実施の形態において上述したレンズ樹脂部８２ａに対応する。担体基板２０４０Ａに
は貫通孔２０４１Ａが形成されており、その貫通孔２０４１Ａの内側に、その貫通孔２０
４１Ａの側壁２０５１Ａに接触するようにレンズ樹脂部２０４２Ａが形成されている。
【０９１１】
　貫通孔２０４１Ａの側壁２０５１Ａは、光入射側（図中上側）から光出射側（図中下側
）に向かって広がるようなテーパー形状に形成されている。その側壁２０５１Ａには、遮
光膜２０４３が成膜されている。遮光膜２０４３は、光を吸収し、遮光性を有し、光の反
射を抑制する性質の材料からなる薄膜である。遮光膜２０４３の膜厚は任意であるが、例
えば、１μｍ程度としてもよい。例えば、遮光膜２０４３は、黒色材料により構成される
。この黒色材料は、任意であるが、例えば、カーボンブラックやチタンブラック等の顔料
であってもよい。また、遮光膜２０４３は、例えば、金属により構成される金属膜として
もよい。この金属は、任意であるが、例えば、タングステン（Ｗ）やクロム（Ｃｒ）等で
あってもよい。さらに、遮光膜２０４３は、CVD（Chemical Vapor Deposition：化学気相
成長）により成膜されるCVD膜であってもよい。例えば、カーボンナノチューブ等を用い
たCVD膜であってもよい。また、複数の材料を積層するようにしてもよい。
【０９１２】
　遮光膜２０４３の成膜方法は任意である。例えば、黒色の顔料等の黒色材料を遮光膜２
０４３の材料として用いる場合、スピンやスプレー塗布等により成膜するようにしてもよ
い。さらに、必要に応じてパターニングして除去する等のリソグラフィを行うようにして
もよい。また、インクジェットにより遮光膜２０４３を成膜するようにしてもよい。また
、例えば、遮光膜２０４３の材料としてタングステン（Ｗ）やクロム（Ｃｒ）等といった
金属を用いる場合、PVD（Physical Vapor Deposition：物理気相成長法）により成膜し、
表面を研磨加工するようにしてもよい。さらに、例えば、遮光膜２０４３の材料としてカ
ーボンナノチューブ等を用いる場合、CVDにより成膜し、表面を研磨加工するようにして
もよい。
【０９１３】
　貫通孔２０４１Ａの側壁２０５１Ａにこのような遮光膜２０４３を成膜することにより
、側壁２０５１Ａにおける光の反射や透過を抑制することができ、ゴーストやフレアの発
生を抑制することができる。つまり、レンズ付き基板２０１１Ａ（積層レンズ構造体２０
１２）による画質の低減を抑制することができる。
【０９１４】
　また、この遮光膜２０４３に、側壁２０５１Ａとレンズ樹脂部２０４２Ａとの接触性を
向上させる密着助剤が添加されているようにしてもよい。この密着助剤の材料は、任意で
ある。例えばレンズ樹脂部２０４２Ａの材料（の特性）に応じた材料が用いられるように
してもよい。例えばレンズ樹脂部２０４２Ａが親水性の材料（例えばOH基を多く有する材
料）よりなる場合、添加する密着助剤にも親水性の材料が用いられるようにしてもよい。
また、例えばレンズ樹脂部２０４２Ａが疎水性の材料よりなる場合、添加する密着助剤に
も疎水性の材料が用いられるようにしてもよい。例えば、シランカップリング剤が密着助
剤として用いられるようにしてもよい。
【０９１５】
　このように、遮光膜２０４３の材料に密着助剤が添加されるようにすることにより、側
壁２０５１Ａとレンズ樹脂部２０４２Ａとの接触性を向上させることができる。これによ
りレンズ樹脂部２０４２Ａの保持安定性が向上するため、側壁２０５１Ａとレンズ樹脂部
２０４２Ａとの接触面積が小さくても十分な安定性を得ることができる。つまり、両矢印
２０６１Ａで示される「側壁２０５１Ａの長さ（遮光膜２０４３の幅）」よりも、両矢印
２０６２Ａで示される「側壁２０５１Ａ（遮光膜２０４３）とレンズ樹脂部２０４２Ａと
が接触する部分の幅」を狭く（短く）することができる。したがって、レンズ樹脂部２０
４２Ａの厚さの増大を抑制することができ、例えば担体基板２０４０Ａの厚さよりも薄く
することができる。そのため、レンズ付き基板２０１１を積層化する際に、スペーサー基
板等を介さずにレンズ付き基板２０１１同士を貼り合せることができる。これにより、光
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軸ズレの悪化(解像度低下)や、フレア悪化等を抑制することができ、画質の低減を抑制す
ることができる。
【０９１６】
　なお、上述したように密着助剤の材料は、レンズ樹脂部２０４２Ａの材料に応じたもの
を用いるようにすることができるので、より多様な材料のレンズ樹脂部２０４２Ａに対し
て接触性を向上させることができる。したがって、レンズ樹脂部２０４２Ａの材料によっ
て担体基板２０４０Ａの材料の選択肢が限定されることを抑制することができる。
【０９１７】
　また、図１１５のAに示されるように、最も光入射側に積層されるレンズ付き基板２０
１１Ａの場合、レンズ樹脂部２０４２Ａの担持部９２の光入射側表面（図中上側の表面）
２０５２Ａに、遮光膜２０４３が成膜されているようにしてもよい。この遮光膜２０４３
は絞りとして作用する。
【０９１８】
　さらに、レンズ樹脂部２０４２Ａのレンズ部９１の光入射側表面２０５３Ａに、上側表
面層２０４４が成膜されているようにしてもよい。この上側表面層２０４４は、他の実施
の形態において上述した上側表面層１２２に対応する。この上側表面層２０４４は、例え
ば反射防止膜等として成膜される。
【０９１９】
　また、レンズ樹脂部２０４２Ａの光出射側表面（図中下側の表面）２０５４Ａに、下側
表面層２０４５が成膜されているようにしてもよい。この下側表面層２０４５は、他の実
施の形態において上述した下側表面層１２３に対応する。この下側表面層２０４５は、例
えば反射防止膜等として成膜される。
【０９２０】
　さらに、担体基板２０４０Ａの光入射側表面２０５５Ａに、上側表面層２０４４が成膜
されているようにしてもよい。また、担体基板２０４０Ａの光出射側表面２０５６Ａに、
下側表面層２０４５が成膜されているようにしてもよい。
【０９２１】
＜レンズ付き基板２０１１Ｂの構成＞
　図１１５のBは、レンズ付き基板２０１１Ｂの主な構成の例を説明するための概略的な
断面図である。レンズ付き基板２０１１Ｂの構成は、基本的にレンズ付き基板２０１１Ａ
の場合と同様である。図１１５のBに示されるように、レンズ付き基板２０１１Ｂは、担
体基板２０４０Ｂおよびレンズ樹脂部２０４２Ｂにより構成される。担体基板２０４０Ｂ
は、他の実施の形態において上述した担体基板８１ｂに対応する。レンズ樹脂部２０４２
Ｂは、他の実施の形態において上述したレンズ樹脂部８２ｂに対応する。担体基板２０４
０Ｂには貫通孔２０４１Ｂが形成されており、その貫通孔２０４１Ｂの内側に、その貫通
孔２０４１Ｂの側壁２０５１Ｂに接触するようにレンズ樹脂部２０４２Ｂが形成されてい
る。
【０９２２】
　貫通孔２０４１Ｂの側壁２０５１Ｂは、光入射側から光出射側に向かって広がるような
テーパー形状に形成されている。その側壁２０５１Ｂには、遮光膜２０４３が成膜されて
いる。これにより、レンズ付き基板２０１１Ａの場合と同様に、レンズ付き基板２０１１
Ｂ（積層レンズ構造体２０１２）による画質の低減を抑制することができる。
【０９２３】
　また、レンズ付き基板２０１１Ａの場合と同様に、この遮光膜２０４３に、例えばシラ
ンカップリング剤等の、側壁２０５１Ｂとレンズ樹脂部２０４２Ｂとの接触性を向上させ
る密着助剤が添加されているようにしてもよい。これにより、レンズ付き基板２０１１Ａ
の場合と同様に、側壁２０５１Ｂとレンズ樹脂部２０４２Ｂとの接触面積が小さくても十
分な安定性を得ることができる。つまり、両矢印２０６１Ｂで示される「側壁２０５１Ｂ
の長さ（遮光膜２０４３の幅）」よりも、両矢印２０６２Ｂで示される「側壁２０５１Ｂ
（遮光膜２０４３）とレンズ樹脂部２０４２Ｂとが接触する部分の幅」を狭く（短く）す
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ることができる。したがって、レンズ樹脂部２０４２Ｂの厚さの増大を抑制することがで
き、例えば担体基板２０４０Ｂの厚さよりも薄くすることができる。そのため、積層レン
ズ構造体２０１２において、光軸ズレの悪化(解像度低下)や、フレア悪化等を抑制するこ
とができ、画質の低減を抑制することができる。
【０９２４】
　そして、レンズ付き基板２０１１Ａの場合と同様に、この密着助剤の材料は、レンズ樹
脂部２０４２Ｂの材料に応じたものを用いるようにすることができるので、より多様な材
料のレンズ樹脂部２０４２Ｂに対して接触性を向上させることができる。したがって、レ
ンズ樹脂部２０４２Ｂの材料によって担体基板２０４０Ｂの材料の選択肢が限定されるこ
とを抑制することができる。
【０９２５】
　また、図１１５のBに示されるように、レンズ樹脂部２０４２Ｂの担持部９２の光入射
側表面２０５２Ｂ、レンズ樹脂部２０４２Ｂのレンズ部９１の光入射側表面２０５３Ｂ、
および、担体基板２０４０Ｂの光入射側表面２０５５Ｂに、上側表面層２０４４が成膜さ
れているようにしてもよい。
【０９２６】
　さらに、レンズ樹脂部２０４２Ｂの光出射側表面２０５４Ｂ、および担体基板２０４０
Ｂの光出射側表面２０５６Ｂに、下側表面層２０４５が成膜されているようにしてもよい
。
【０９２７】
＜レンズ付き基板２０１１Ｃの構成＞
　図１１５のCは、レンズ付き基板２０１１Ｃの主な構成の例を説明するための概略的な
断面図である。レンズ付き基板２０１１Ｃの構成は、基本的にレンズ付き基板２０１１Ａ
の場合と同様である。図１１５のCに示されるように、レンズ付き基板２０１１Ｃは、担
体基板２０４０Ｃおよびレンズ樹脂部２０４２Ｃにより構成される。担体基板２０４０Ｃ
は、他の実施の形態において上述した担体基板８１ｃに対応する。レンズ樹脂部２０４２
Ｃは、他の実施の形態において上述したレンズ樹脂部８２ｃに対応する。担体基板２０４
０Ｃには貫通孔２０４１Ｃが形成されており、その貫通孔２０４１Ｃの内側に、その貫通
孔２０４１Ｃの側壁２０５１Ｃに接触するようにレンズ樹脂部２０４２Ｃが形成されてい
る。
【０９２８】
　貫通孔２０４１Ｃの側壁２０５１Ｃは、光入射側から光出射側に向かって広がるような
テーパー形状に形成されている。その側壁２０５１Ｃには、遮光膜２０４３が成膜されて
いる。これにより、レンズ付き基板２０１１Ａの場合と同様に、レンズ付き基板２０１１
Ｃ（積層レンズ構造体２０１２）による画質の低減を抑制することができる。
【０９２９】
　また、レンズ付き基板２０１１Ａの場合と同様に、この遮光膜２０４３に、例えばシラ
ンカップリング剤等の、側壁２０５１Ｃとレンズ樹脂部２０４２Ｃとの接触性を向上させ
る密着助剤が添加されているようにしてもよい。これにより、レンズ付き基板２０１１Ａ
の場合と同様に、側壁２０５１Ｃとレンズ樹脂部２０４２Ｃとの接触面積が小さくても十
分な安定性を得ることができる。つまり、両矢印２０６１Ｃで示される「側壁２０５１Ｃ
の長さ（遮光膜２０４３の幅）」よりも、両矢印２０６２Ｃで示される「側壁２０５１Ｃ
（遮光膜２０４３）とレンズ樹脂部２０４２Ｃとが接触する部分の幅」を狭く（短く）す
ることができる。したがって、レンズ樹脂部２０４２Ｃの厚さの増大を抑制することがで
き、例えば担体基板２０４０Ｃの厚さよりも薄くすることができる。そのため、積層レン
ズ構造体２０１２において、光軸ズレの悪化(解像度低下)や、フレア悪化等を抑制するこ
とができ、画質の低減を抑制することができる。
【０９３０】
　そして、レンズ付き基板２０１１Ａの場合と同様に、この密着助剤の材料は、レンズ樹
脂部２０４２Ｃの材料に応じたものを用いるようにすることができるので、より多様な材
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料のレンズ樹脂部２０４２Ｃに対して接触性を向上させることができる。したがって、レ
ンズ樹脂部２０４２Ｃの材料によって担体基板２０４０Ｃの材料の選択肢が限定されるこ
とを抑制することができる。
【０９３１】
　また、図１１５のCに示されるように、レンズ樹脂部２０４２Ｃの担持部９２の光入射
側表面２０５２Ｃ、レンズ樹脂部２０４２Ｃのレンズ部９１の光入射側表面２０５３Ｃ、
および、担体基板２０４０Ｃの光入射側表面２０５５Ｃに、上側表面層２０４４が成膜さ
れているようにしてもよい。
【０９３２】
　さらに、レンズ樹脂部２０４２Ｃの光出射側表面２０５４Ｃ、および担体基板２０４０
Ｃの光出射側表面２０５６Ｃに、下側表面層２０４５が成膜されているようにしてもよい
。
【０９３３】
＜レンズ付き基板２０１１Ｄの構成＞
　図１１６のAは、レンズ付き基板２０１１Ｄの主な構成の例を説明するための概略的な
断面図である。レンズ付き基板２０１１Ｄの構成は、基本的にレンズ付き基板２０１１Ａ
の場合と同様である。図１１６のAに示されるように、レンズ付き基板２０１１Ｄは、担
体基板２０４０Ｄおよびレンズ樹脂部２０４２Ｄにより構成される。担体基板２０４０Ｄ
は、他の実施の形態において上述した担体基板８１ｄに対応する。レンズ樹脂部２０４２
Ｄは、他の実施の形態において上述したレンズ樹脂部８２ｄに対応する。担体基板２０４
０Ｄには貫通孔２０４１Ｄが形成されており、その貫通孔２０４１Ｄの内側に、その貫通
孔２０４１Ｄの側壁２０５１Ｄに接触するようにレンズ樹脂部２０４２Ｄが形成されてい
る。
【０９３４】
　貫通孔２０４１Ｄの側壁２０５１Ｄは、光入射側から光出射側に向かって広がるような
テーパー形状に形成されている。その側壁２０５１Ｄには、遮光膜２０４３が成膜されて
いる。これにより、レンズ付き基板２０１１Ａの場合と同様に、レンズ付き基板２０１１
Ｄ（積層レンズ構造体２０１２）による画質の低減を抑制することができる。
【０９３５】
　また、レンズ付き基板２０１１Ａの場合と同様に、この遮光膜２０４３に、例えばシラ
ンカップリング剤等の、側壁２０５１Ｄとレンズ樹脂部２０４２Ｄとの接触性を向上させ
る密着助剤が添加されているようにしてもよい。これにより、レンズ付き基板２０１１Ａ
の場合と同様に、側壁２０５１Ｄとレンズ樹脂部２０４２Ｄとの接触面積が小さくても十
分な安定性を得ることができる。つまり、両矢印２０６１Ｄで示される「側壁２０５１Ｄ
の長さ（遮光膜２０４３の幅）」よりも、両矢印２０６２Ｄで示される「側壁２０５１Ｄ
（遮光膜２０４３）とレンズ樹脂部２０４２Ｄとが接触する部分の幅」を狭く（短く）す
ることができる。したがって、レンズ樹脂部２０４２Ｄの厚さの増大を抑制することがで
き、例えば担体基板２０４０Ｄの厚さよりも薄くすることができる。そのため、積層レン
ズ構造体２０１２において、光軸ズレの悪化(解像度低下)や、フレア悪化等を抑制するこ
とができ、画質の低減を抑制することができる。
【０９３６】
　そして、レンズ付き基板２０１１Ａの場合と同様に、この密着助剤の材料は、レンズ樹
脂部２０４２Ｄの材料に応じたものを用いるようにすることができるので、より多様な材
料のレンズ樹脂部２０４２Ｄに対して接触性を向上させることができる。したがって、レ
ンズ樹脂部２０４２Ｄの材料によって担体基板２０４０Ｄの材料の選択肢が限定されるこ
とを抑制することができる。
【０９３７】
　また、図１１６のAに示されるように、レンズ樹脂部２０４２Ｄの担持部９２の光入射
側表面２０５２Ｄ、レンズ樹脂部２０４２Ｄのレンズ部９１の光入射側表面２０５３Ｄ、
および、担体基板２０４０Ｄの光入射側表面２０５５Ｄに、上側表面層２０４４が成膜さ
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れているようにしてもよい。
【０９３８】
　さらに、レンズ樹脂部２０４２Ｄの光出射側表面２０５４Ｄ、および担体基板２０４０
Ｄの光出射側表面２０５６Ｄに、下側表面層２０４５が成膜されているようにしてもよい
。
【０９３９】
＜レンズ付き基板２０１１Ｅの構成＞
　図１１６のBは、レンズ付き基板２０１１Ｅの主な構成の例を説明するための概略的な
断面図である。レンズ付き基板２０１１Ｅの構成は、基本的にレンズ付き基板２０１１Ａ
の場合と同様である。図１１６のBに示されるように、レンズ付き基板２０１１Ｅは、担
体基板２０４０Ｅおよびレンズ樹脂部２０４２Ｅにより構成される。担体基板２０４０Ｅ
は、他の実施の形態において上述した担体基板８１ｅに対応する。レンズ樹脂部２０４２
Ｅは、他の実施の形態において上述したレンズ樹脂部８２ｅに対応する。担体基板２０４
０Ｅには貫通孔２０４１Ｅが形成されており、その貫通孔２０４１Ｅの内側に、その貫通
孔２０４１Ｅの側壁２０５１Ｅに接触するようにレンズ樹脂部２０４２Ｅが形成されてい
る。
【０９４０】
　貫通孔２０４１Ｅの側壁２０５１Ｅは、光入射側から光出射側に向かって広がるような
テーパー形状に形成されている。その側壁２０５１Ｅには、遮光膜２０４３が成膜されて
いる。これにより、レンズ付き基板２０１１Ａの場合と同様に、レンズ付き基板２０１１
Ｅ（積層レンズ構造体２０１２）による画質の低減を抑制することができる。
【０９４１】
　また、レンズ付き基板２０１１Ａの場合と同様に、この遮光膜２０４３に、例えばシラ
ンカップリング剤等の、側壁２０５１Ｅとレンズ樹脂部２０４２Ｅとの接触性を向上させ
る密着助剤が添加されているようにしてもよい。これにより、レンズ付き基板２０１１Ａ
の場合と同様に、側壁２０５１Ｅとレンズ樹脂部２０４２Ｅとの接触面積が小さくても十
分な安定性を得ることができる。つまり、両矢印２０６１Ｅで示される「側壁２０５１Ｅ
の長さ（遮光膜２０４３の幅）」よりも、両矢印２０６２Ｅで示される「側壁２０５１Ｅ
（遮光膜２０４３）とレンズ樹脂部２０４２Ｅとが接触する部分の幅」を狭く（短く）す
ることができる。したがって、レンズ樹脂部２０４２Ｅの厚さの増大を抑制することがで
き、例えば担体基板２０４０Ｅの厚さよりも薄くすることができる。そのため、積層レン
ズ構造体２０１２において、光軸ズレの悪化(解像度低下)や、フレア悪化等を抑制するこ
とができ、画質の低減を抑制することができる。
【０９４２】
　そして、レンズ付き基板２０１１Ａの場合と同様に、この密着助剤の材料は、レンズ樹
脂部２０４２Ｅの材料に応じたものを用いるようにすることができるので、より多様な材
料のレンズ樹脂部２０４２Ｅに対して接触性を向上させることができる。したがって、レ
ンズ樹脂部２０４２Ｅの材料によって担体基板２０４０Ｅの材料の選択肢が限定されるこ
とを抑制することができる。
【０９４３】
　また、図１１６のBに示されるように、レンズ樹脂部２０４２Ｅの担持部９２の光入射
側表面２０５２Ｅ、レンズ樹脂部２０４２Ｅのレンズ部９１の光入射側表面２０５３Ｅ、
および、担体基板２０４０Ｅの光入射側表面２０５５Ｅに、上側表面層２０４４が成膜さ
れているようにしてもよい。
【０９４４】
　さらに、レンズ樹脂部２０４２Ｅの光出射側表面２０５４Ｅ、および担体基板２０４０
Ｅの光出射側表面２０５６Ｅに、下側表面層２０４５が成膜されているようにしてもよい
。
【０９４５】
　以下において、担体基板２０４０Ａ乃至担体基板２０４０Ｅを互いに区別して説明する
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必要が無い場合、担体基板２０４０と称する。また、貫通孔２０４１Ａ乃至貫通孔２０４
１Ｅを互いに区別して説明する必要が無い場合、貫通孔２０４１と称する。さらに、レン
ズ樹脂部２０４２Ａ乃至レンズ樹脂部２０４２Ｅを互いに区別して説明する必要が無い場
合、レンズ樹脂部２０４２と称する。また、側壁２０５１Ａ乃至側壁２０５１Ｅを互いに
区別して説明する必要が無い場合、側壁２０５１と称する。さらに、光入射側表面２０５
２Ａ乃至光入射側表面２０５２Ｅを互いに区別して説明する必要が無い場合、光入射側表
面２０５２と称する。また、光入射側表面２０５３Ａ乃至光入射側表面２０５３Ｅを互い
に区別して説明する必要が無い場合、光入射側表面２０５３と称する。さらに、光出射側
表面２０５４Ａ乃至光出射側表面２０５４Ｅを互いに区別して説明する必要が無い場合、
光出射側表面２０５４と称する。また、光入射側表面２０５５Ａ乃至光入射側表面２０５
５Ｅを互いに区別して説明する必要が無い場合、光入射側表面２０５５と称する。さらに
、光出射側表面２０５６Ａ乃至光出射側表面２０５６Ｅを互いに区別して説明する必要が
無い場合、光出射側表面２０５６と称する。また、両矢印２０６１Ａ乃至両矢印２０６１
Ｅを互いに区別して説明する必要が無い場合、両矢印２０６１と称する。さらに、両矢印
２０６２Ａ乃至両矢印２０６２Ｅを互いに区別して説明する必要が無い場合、両矢印２０
６２と称する。
【０９４６】
＜積層レンズ構造体の構成＞
　以上のような構成のレンズ付き基板２０１１Ａ乃至レンズ付き基板２０１１Ｅが積層さ
れて貼り合わせされて図１１４の積層レンズ構造体２０１２が形成される。このレンズ付
き基板２０１１同士の貼り合わせの方法は任意である。例えば、プラズマ接合によりレン
ズ付き基板２０１１同士を接合するようにしてもよいし、接着剤を用いてレンズ付き基板
２０１１同士を貼り合わせるようにしてもよい。
【０９４７】
　図１１５および図１１６に示されるような構成のレンズ付き基板２０１１を用いること
により、積層レンズ構造体２０１２は、上述したレンズ付き基板２０１１と同様の効果を
得ることができる。
【０９４８】
　例えば、積層レンズ構造体２０１２は、貫通孔２０４１内における光の反射等の発生を
抑制することができ、ゴーストやフレアの発生を十分に抑制し、画質の低減を抑制するこ
とができる。また、例えば、積層レンズ構造体２０１２は、レンズ樹脂部２０４２の保持
安定性を向上させることができる。さらに、スペーサー基板などを用いずにレンズ付き基
板同士を貼り合わせることができ、光軸ズレの悪化(解像度低下)や、フレア悪化等を抑制
することができ、画質の低減を抑制することができる。また、担体基板２０４やレンズ樹
脂部２０４２としてより多様な材料を用いることができる。
【０９４９】
　なお、積層レンズ構造体２０１２を構成するレンズ付き基板２０１１の数（層数）は任
意である。また、積層レンズ構造体２０１２を構成するレンズ付き基板２０１１の内、一
部のレンズ付き基板２０１１のみが、図１１５や図１１６を参照して説明したような構成
を有するようにしてもよい。つまり、積層レンズ構造体において、貫通孔が形成されてお
り、その貫通孔の側壁に遮光膜が成膜されている基板と、その基板の貫通孔の内側に形成
されたレンズ樹脂部とを備えるレンズ付き基板を含む複数のレンズ付き基板が積層されて
いるようにしてもよい。
【０９５０】
＜３６．側壁の形状例＞
　なお、レンズ樹脂部２０４２の保持安定性を向上させることができるので、レンズ付き
基板２０１１（積層レンズ構造体２０１２）は、側壁２０５１の形状を上述したテーパー
形状以外の形状にすることもできる。
【０９５１】
　例えば、図１１７に示されるように、各レンズ付き基板２０１１の貫通孔２０４１の側
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壁２０５１が、光出射側から光入射側に向かって広がるような逆テーパー形状に形成され
ているようにしてもよい。また、例えば、図１１８に示されるように、各レンズ付き基板
２０１１の貫通孔２０４１の側壁２０５１が、光出射側から光入射側まで垂直な垂直形状
に形成されているようにしてもよい。
【０９５２】
　さらに、例えば、図１１９に示されるように、各レンズ付き基板２０１１の貫通孔２０
４１の側壁２０５１が、貫通孔２０４１の中央部から光出射側と光入射側との両方に向か
って広がるような両テーパー形状に形成されているようにしてもよい。このように側壁２
０５１の形状を両テーパー形状にすることにより、遮光膜２０４３をより容易に成膜する
ことができるようになる。また、この場合、側壁２０５１のレンズ樹脂部２０４２との接
触部分が突起形状となるので、レンズ樹脂部２０４２の保持安定性を向上させることがで
きる。また、この場合、担体基板２０４０の両面からエッチングを行って貫通孔２０４１
を形成するので、側壁２０５１が他の形状の場合よりも、そのエッチングの処理時間を短
くすることができる。
【０９５３】
　また、例えば、図１２０に示されるように、各レンズ付き基板２０１１の貫通孔２０４
１の側壁２０５１が、貫通孔２０４１の途中で段差が形成されるような段差形状に形成さ
れているようにしてもよい。
【０９５４】
　もちろん、側壁２０５１の形状は任意であり、これらの例に限定されない。例えば、図
１２１において点線円２０７１乃至点線円２０７４に示されるように、レンズ樹脂部２０
４２を成型する際に生じる余分なレンズ樹脂部２０４２の材料（樹脂）の退避場所となり
得るスペースを、側壁２０５１に設けるようにしてもよい。このスペースの形状は任意で
ある。また、このスペースは、積層レンズ構造体２０１２を構成する全てのレンズ付き基
板２０１１に設けられるようにしてもよいし、一部のレンズ付き基板２０１１にのみ設け
られるようにしてもよい。
【０９５５】
　このような側壁２０５１の形状に応じて遮光膜２０４３の成膜方法（および材料）を選
択するようにしてもよい。例えば、例えば、側壁２０５１が垂直形状の場合、スピンやス
プレー塗布では、レジストを塗ることが困難であることがあるので、CVDを採用するよう
にしてもよい。
【０９５６】
　また、例えば、積層レンズ構造体２０１２が、側壁２０５１の形状が異なるレンズ付き
基板２０１１を有するようにしてもよい。つまり、積層レンズ構造体２０１２を構成する
全てのレンズ付き基板２０１１において、側壁２０５１の形状が統一されていなくてもよ
い。例えば、テーパー形状の側壁２０５１を有するレンズ付き基板２０１１と逆テーパー
形状の側壁２０５１を有するレンズ付き基板とを積層するようにしてもよい。
【０９５７】
＜３７．電子機器への適用例＞
　上述したカメラモジュール１は、デジタルスチルカメラやビデオカメラ等の撮像装置や
、撮像機能を有する携帯端末装置や、画像読取部に固体撮像装置を用いる複写機など、画
像取込部（光電変換部）に固体撮像装置を用いる電子機器に組み込んだ形で使用すること
が可能である。
【０９５８】
　図１２２は、本技術を適用した電子機器としての、撮像装置の構成例を示すブロック図
である。
【０９５９】
　図１２２の撮像装置４０００は、カメラモジュール４００２、およびカメラ信号処理回
路であるDSP(Digital Signal Processor)回路４００３を備える。また、撮像装置４００
０は、フレームメモリ４００４、表示部４００５、記録部４００６、操作部４００７、お
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よび電源部４００８も備える。DSP回路４００３、フレームメモリ４００４、表示部４０
０５、記録部４００６、操作部４００７および電源部４００８は、バスライン４００９を
介して相互に接続されている。
【０９６０】
　カメラモジュール４００２内のイメージセンサ４００１は、被写体からの入射光（像光
）を取り込んで撮像面上に結像された入射光の光量を画素単位で電気信号に変換して画素
信号として出力する。このカメラモジュール４００２として、上述したカメラモジュール
１が採用されており、イメージセンサ４００１は、上述した受光素子１２に対応する。
【０９６１】
　表示部４００５は、例えば、液晶パネルや有機EL(Electro Luminescence)パネル等のパ
ネル型表示装置からなり、イメージセンサ４００１で撮像された動画または静止画を表示
する。記録部４００６は、イメージセンサ４００１で撮像された動画または静止画を、ハ
ードディスクや半導体メモリ等の記録媒体に記録する。
【０９６２】
　操作部４００７は、ユーザによる操作の下に、撮像装置４０００が持つ様々な機能につ
いて操作指令を発する。電源部４００８は、DSP回路４００３、フレームメモリ４００４
、表示部４００５、記録部４００６および操作部４００７の動作電源となる各種の電源を
、これら供給対象に対して適宜供給する。
【０９６３】
　上述したように、カメラモジュール４００２として、高精度に位置決めされて接合（積
層）された積層レンズ構造体１１を搭載した第１乃至第２６の実施の形態に係るカメラモ
ジュール１を用いることで、高画質化及び小型化を実現することができる。従って、ビデ
オカメラやデジタルスチルカメラ、さらには携帯電話機等のモバイル機器向けカメラモジ
ュールなどの撮像装置４０００においても、半導体パッケージの小型化と、撮像画像の高
画質化の両立を図ることができる。
【０９６４】
＜３８．体内情報取得システムへの応用例＞
　本開示に係る技術（本技術）は、様々な製品へ応用することができる。例えば、本開示
に係る技術は、カプセル型内視鏡を用いた患者の体内情報取得システムに適用されてもよ
い。
【０９６５】
　図１２３は、本開示に係る技術（本技術）が適用され得る、カプセル型内視鏡を用いた
患者の体内情報取得システムの概略的な構成の一例を示すブロック図である。
【０９６６】
　体内情報取得システム１０００１は、カプセル型内視鏡１０１００と、外部制御装置１
０２００とから構成される。
【０９６７】
　カプセル型内視鏡１０１００は、検査時に、患者によって飲み込まれる。カプセル型内
視鏡１０１００は、撮像機能及び無線通信機能を有し、患者から自然排出されるまでの間
、胃や腸等の臓器の内部を蠕動運動等によって移動しつつ、当該臓器の内部の画像（以下
、体内画像ともいう）を所定の間隔で順次撮像し、その体内画像についての情報を体外の
外部制御装置１０２００に順次無線送信する。
【０９６８】
　外部制御装置１０２００は、体内情報取得システム１０００１の動作を統括的に制御す
る。また、外部制御装置１０２００は、カプセル型内視鏡１０１００から送信されてくる
体内画像についての情報を受信し、受信した体内画像についての情報に基づいて、表示装
置（図示せず）に当該体内画像を表示するための画像データを生成する。
【０９６９】
　体内情報取得システム１０００１では、このようにして、カプセル型内視鏡１０１００
が飲み込まれてから排出されるまでの間、患者の体内の様子を撮像した体内画像を随時得



(102) JP 6878018 B2 2021.5.26

10

20

30

40

50

ることができる。
【０９７０】
　カプセル型内視鏡１０１００と外部制御装置１０２００の構成及び機能についてより詳
細に説明する。
【０９７１】
　カプセル型内視鏡１０１００は、カプセル型の筐体１０１０１を有し、その筐体１０１
０１内には、光源部１０１１１、撮像部１０１１２、画像処理部１０１１３、無線通信部
１０１１４、給電部１０１１５、電源部１０１１６、及び制御部１０１１７が収納されて
いる。
【０９７２】
　光源部１０１１１は、例えばＬＥＤ（Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｉｏｄｅ）等
の光源から構成され、撮像部１０１１２の撮像視野に対して光を照射する。
【０９７３】
　撮像部１０１１２は、撮像素子、及び当該撮像素子の前段に設けられる複数のレンズか
らなる光学系から構成される。観察対象である体組織に照射された光の反射光（以下、観
察光という）は、当該光学系によって集光され、当該撮像素子に入射する。撮像部１０１
１２では、撮像素子において、そこに入射した観察光が光電変換され、その観察光に対応
する画像信号が生成される。撮像部１０１１２によって生成された画像信号は、画像処理
部１０１１３に提供される。
【０９７４】
　画像処理部１０１１３は、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ
）やＧＰＵ（Ｇｒａｐｈｉｃｓ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）等のプロセッサによ
って構成され、撮像部１０１１２によって生成された画像信号に対して各種の信号処理を
行う。画像処理部１０１１３は、信号処理を施した画像信号を、ＲＡＷデータとして無線
通信部１０１１４に提供する。
【０９７５】
　無線通信部１０１１４は、画像処理部１０１１３によって信号処理が施された画像信号
に対して変調処理等の所定の処理を行い、その画像信号を、アンテナ１０１１４Ａを介し
て外部制御装置１０２００に送信する。また、無線通信部１０１１４は、外部制御装置１
０２００から、カプセル型内視鏡１０１００の駆動制御に関する制御信号を、アンテナ１
０１１４Ａを介して受信する。無線通信部１０１１４は、外部制御装置１０２００から受
信した制御信号を制御部１０１１７に提供する。
【０９７６】
　給電部１０１１５は、受電用のアンテナコイル、当該アンテナコイルに発生した電流か
ら電力を再生する電力再生回路、及び昇圧回路等から構成される。給電部１０１１５では
、いわゆる非接触充電の原理を用いて電力が生成される。
【０９７７】
　電源部１０１１６は、二次電池によって構成され、給電部１０１１５によって生成され
た電力を蓄電する。図１２３では、図面が煩雑になることを避けるために、電源部１０１
１６からの電力の供給先を示す矢印等の図示を省略しているが、電源部１０１１６に蓄電
された電力は、光源部１０１１１、撮像部１０１１２、画像処理部１０１１３、無線通信
部１０１１４、及び制御部１０１１７に供給され、これらの駆動に用いられ得る。
【０９７８】
　制御部１０１１７は、ＣＰＵ等のプロセッサによって構成され、光源部１０１１１、撮
像部１０１１２、画像処理部１０１１３、無線通信部１０１１４、及び、給電部１０１１
５の駆動を、外部制御装置１０２００から送信される制御信号に従って適宜制御する。
【０９７９】
　外部制御装置１０２００は、ＣＰＵ，ＧＰＵ等のプロセッサ、又はプロセッサとメモリ
等の記憶素子が混載されたマイクロコンピュータ若しくは制御基板等で構成される。外部
制御装置１０２００は、カプセル型内視鏡１０１００の制御部１０１１７に対して制御信



(103) JP 6878018 B2 2021.5.26

10

20

30

40

50

号を、アンテナ１０２００Ａを介して送信することにより、カプセル型内視鏡１０１００
の動作を制御する。カプセル型内視鏡１０１００では、例えば、外部制御装置１０２００
からの制御信号により、光源部１０１１１における観察対象に対する光の照射条件が変更
され得る。また、外部制御装置１０２００からの制御信号により、撮像条件（例えば、撮
像部１０１１２におけるフレームレート、露出値等）が変更され得る。また、外部制御装
置１０２００からの制御信号により、画像処理部１０１１３における処理の内容や、無線
通信部１０１１４が画像信号を送信する条件（例えば、送信間隔、送信画像数等）が変更
されてもよい。
【０９８０】
　また、外部制御装置１０２００は、カプセル型内視鏡１０１００から送信される画像信
号に対して、各種の画像処理を施し、撮像された体内画像を表示装置に表示するための画
像データを生成する。当該画像処理としては、例えば現像処理（デモザイク処理）、高画
質化処理（帯域強調処理、超解像処理、ＮＲ（Ｎｏｉｓｅ　ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ）処理及
び／若しくは手ブレ補正処理等）、並びに／又は拡大処理（電子ズーム処理）等、各種の
信号処理を行うことができる。外部制御装置１０２００は、表示装置の駆動を制御して、
生成した画像データに基づいて撮像された体内画像を表示させる。あるいは、外部制御装
置１０２００は、生成した画像データを記録装置（図示せず）に記録させたり、印刷装置
（図示せず）に印刷出力させてもよい。
【０９８１】
　以上、本開示に係る技術が適用され得る体内情報取得システムの一例について説明した
。本開示に係る技術は、以上説明した構成のうち、撮像部１０１１２に適用され得る。具
体的には、撮像部１０１１２として、第１乃至第２６の実施の形態に係るカメラモジュー
ル１を適用することができる。撮像部１０１１２に本開示に係る技術を適用することによ
り、カプセル型内視鏡１０１００をより小型化できるため、患者の負担を更に軽減するこ
とができる。また、カプセル型内視鏡１０１００を小型化しつつも、より鮮明な術部画像
を得ることができるため、検査の精度が向上する。
【０９８２】
＜３９．内視鏡手術システムへの応用例＞
　本開示に係る技術（本技術）は、様々な製品へ応用することができる。例えば、本開示
に係る技術は、内視鏡手術システムに適用されてもよい。
【０９８３】
　図１２４は、本開示に係る技術（本技術）が適用され得る内視鏡手術システムの概略的
な構成の一例を示す図である。
【０９８４】
　図１２４では、術者（医師）１１１３１が、内視鏡手術システム１１０００を用いて、
患者ベッド１１１３３上の患者１１１３２に手術を行っている様子が図示されている。図
示するように、内視鏡手術システム１１０００は、内視鏡１１１００と、気腹チューブ１
１１１１やエネルギー処置具１１１１２等の、その他の術具１１１１０と、内視鏡１１１
００を支持する支持アーム装置１１１２０と、内視鏡下手術のための各種の装置が搭載さ
れたカート１１２００と、から構成される。
【０９８５】
　内視鏡１１１００は、先端から所定の長さの領域が患者１１１３２の体腔内に挿入され
る鏡筒１１１０１と、鏡筒１１１０１の基端に接続されるカメラヘッド１１１０２と、か
ら構成される。図示する例では、硬性の鏡筒１１１０１を有するいわゆる硬性鏡として構
成される内視鏡１１１００を図示しているが、内視鏡１１１００は、軟性の鏡筒を有する
いわゆる軟性鏡として構成されてもよい。
【０９８６】
　鏡筒１１１０１の先端には、対物レンズが嵌め込まれた開口部が設けられている。内視
鏡１１１００には光源装置１１２０３が接続されており、当該光源装置１１２０３によっ
て生成された光が、鏡筒１１１０１の内部に延設されるライトガイドによって当該鏡筒の
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先端まで導光され、対物レンズを介して患者１１１３２の体腔内の観察対象に向かって照
射される。なお、内視鏡１１１００は、直視鏡であってもよいし、斜視鏡又は側視鏡であ
ってもよい。
【０９８７】
　カメラヘッド１１１０２の内部には光学系及び撮像素子が設けられており、観察対象か
らの反射光（観察光）は当該光学系によって当該撮像素子に集光される。当該撮像素子に
よって観察光が光電変換され、観察光に対応する電気信号、すなわち観察像に対応する画
像信号が生成される。当該画像信号は、ＲＡＷデータとしてカメラコントロールユニット
（ＣＣＵ：　Ｃａｍｅｒａ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｕｎｉｔ）１１２０１に送信される。
【０９８８】
　ＣＣＵ１１２０１は、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）や
ＧＰＵ（Ｇｒａｐｈｉｃｓ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）等によって構成され、内
視鏡１１１００及び表示装置１１２０２の動作を統括的に制御する。さらに、ＣＣＵ１１
２０１は、カメラヘッド１１１０２から画像信号を受け取り、その画像信号に対して、例
えば現像処理（デモザイク処理）等の、当該画像信号に基づく画像を表示するための各種
の画像処理を施す。
【０９８９】
　表示装置１１２０２は、ＣＣＵ１１２０１からの制御により、当該ＣＣＵ１１２０１に
よって画像処理が施された画像信号に基づく画像を表示する。
【０９９０】
　光源装置１１２０３は、例えばＬＥＤ（Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｉｏｄｅ）
等の光源から構成され、術部等を撮影する際の照射光を内視鏡１１１００に供給する。
【０９９１】
　入力装置１１２０４は、内視鏡手術システム１１０００に対する入力インタフェースで
ある。ユーザは、入力装置１１２０４を介して、内視鏡手術システム１１０００に対して
各種の情報の入力や指示入力を行うことができる。例えば、ユーザは、内視鏡１１１００
による撮像条件（照射光の種類、倍率及び焦点距離等）を変更する旨の指示等を入力する
。
【０９９２】
　処置具制御装置１１２０５は、組織の焼灼、切開又は血管の封止等のためのエネルギー
処置具１１１１２の駆動を制御する。気腹装置１１２０６は、内視鏡１１１００による視
野の確保及び術者の作業空間の確保の目的で、患者１１１３２の体腔を膨らめるために、
気腹チューブ１１１１１を介して当該体腔内にガスを送り込む。レコーダ１１２０７は、
手術に関する各種の情報を記録可能な装置である。プリンタ１１２０８は、手術に関する
各種の情報を、テキスト、画像又はグラフ等各種の形式で印刷可能な装置である。
【０９９３】
　なお、内視鏡１１１００に術部を撮影する際の照射光を供給する光源装置１１２０３は
、例えばＬＥＤ、レーザ光源又はこれらの組み合わせによって構成される白色光源から構
成することができる。ＲＧＢレーザ光源の組み合わせにより白色光源が構成される場合に
は、各色（各波長）の出力強度及び出力タイミングを高精度に制御することができるため
、光源装置１１２０３において撮像画像のホワイトバランスの調整を行うことができる。
また、この場合には、ＲＧＢレーザ光源それぞれからのレーザ光を時分割で観察対象に照
射し、その照射タイミングに同期してカメラヘッド１１１０２の撮像素子の駆動を制御す
ることにより、ＲＧＢそれぞれに対応した画像を時分割で撮像することも可能である。当
該方法によれば、当該撮像素子にカラーフィルタを設けなくても、カラー画像を得ること
ができる。
【０９９４】
　また、光源装置１１２０３は、出力する光の強度を所定の時間ごとに変更するようにそ
の駆動が制御されてもよい。その光の強度の変更のタイミングに同期してカメラヘッド１
１１０２の撮像素子の駆動を制御して時分割で画像を取得し、その画像を合成することに
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より、いわゆる黒つぶれ及び白とびのない高ダイナミックレンジの画像を生成することが
できる。
【０９９５】
　また、光源装置１１２０３は、特殊光観察に対応した所定の波長帯域の光を供給可能に
構成されてもよい。特殊光観察では、例えば、体組織における光の吸収の波長依存性を利
用して、通常の観察時における照射光（すなわち、白色光）に比べて狭帯域の光を照射す
ることにより、粘膜表層の血管等の所定の組織を高コントラストで撮影する、いわゆる狭
帯域光観察（Ｎａｒｒｏｗ　Ｂａｎｄ　Ｉｍａｇｉｎｇ）が行われる。あるいは、特殊光
観察では、励起光を照射することにより発生する蛍光により画像を得る蛍光観察が行われ
てもよい。蛍光観察では、体組織に励起光を照射し当該体組織からの蛍光を観察すること
（自家蛍光観察）、又はインドシアニングリーン（ＩＣＧ）等の試薬を体組織に局注する
とともに当該体組織にその試薬の蛍光波長に対応した励起光を照射し蛍光像を得ること等
を行うことができる。光源装置１１２０３は、このような特殊光観察に対応した狭帯域光
及び／又は励起光を供給可能に構成され得る。
【０９９６】
　図１２５は、図１２４に示すカメラヘッド１１１０２及びＣＣＵ１１２０１の機能構成
の一例を示すブロック図である。
【０９９７】
　カメラヘッド１１１０２は、レンズユニット１１４０１と、撮像部１１４０２と、駆動
部１１４０３と、通信部１１４０４と、カメラヘッド制御部１１４０５と、を有する。Ｃ
ＣＵ１１２０１は、通信部１１４１１と、画像処理部１１４１２と、制御部１１４１３と
、を有する。カメラヘッド１１１０２とＣＣＵ１１２０１とは、伝送ケーブル１１４００
によって互いに通信可能に接続されている。
【０９９８】
　レンズユニット１１４０１は、鏡筒１１１０１との接続部に設けられる光学系である。
鏡筒１１１０１の先端から取り込まれた観察光は、カメラヘッド１１１０２まで導光され
、当該レンズユニット１１４０１に入射する。レンズユニット１１４０１は、ズームレン
ズ及びフォーカスレンズを含む複数のレンズが組み合わされて構成される。
【０９９９】
　撮像部１１４０２は、撮像素子で構成される。撮像部１１４０２を構成する撮像素子は
、１つ（いわゆる単板式）であってもよいし、複数（いわゆる多板式）であってもよい。
撮像部１１４０２が多板式で構成される場合には、例えば各撮像素子によってＲＧＢそれ
ぞれに対応する画像信号が生成され、それらが合成されることによりカラー画像が得られ
てもよい。あるいは、撮像部１１４０２は、３Ｄ（Ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ）表示に対応
する右目用及び左目用の画像信号をそれぞれ取得するための１対の撮像素子を有するよう
に構成されてもよい。３Ｄ表示が行われることにより、術者１１１３１は術部における生
体組織の奥行きをより正確に把握することが可能になる。なお、撮像部１１４０２が多板
式で構成される場合には、各撮像素子に対応して、レンズユニット１１４０１も複数系統
設けられ得る。
【１０００】
　また、撮像部１１４０２は、必ずしもカメラヘッド１１１０２に設けられなくてもよい
。例えば、撮像部１１４０２は、鏡筒１１１０１の内部に、対物レンズの直後に設けられ
てもよい。
【１００１】
　駆動部１１４０３は、アクチュエータによって構成され、カメラヘッド制御部１１４０
５からの制御により、レンズユニット１１４０１のズームレンズ及びフォーカスレンズを
光軸に沿って所定の距離だけ移動させる。これにより、撮像部１１４０２による撮像画像
の倍率及び焦点が適宜調整され得る。
【１００２】
　通信部１１４０４は、ＣＣＵ１１２０１との間で各種の情報を送受信するための通信装
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置によって構成される。通信部１１４０４は、撮像部１１４０２から得た画像信号をＲＡ
Ｗデータとして伝送ケーブル１１４００を介してＣＣＵ１１２０１に送信する。
【１００３】
　また、通信部１１４０４は、ＣＣＵ１１２０１から、カメラヘッド１１１０２の駆動を
制御するための制御信号を受信し、カメラヘッド制御部１１４０５に供給する。当該制御
信号には、例えば、撮像画像のフレームレートを指定する旨の情報、撮像時の露出値を指
定する旨の情報、並びに／又は撮像画像の倍率及び焦点を指定する旨の情報等、撮像条件
に関する情報が含まれる。
【１００４】
　なお、上記のフレームレートや露出値、倍率、焦点等の撮像条件は、ユーザによって適
宜指定されてもよいし、取得された画像信号に基づいてＣＣＵ１１２０１の制御部１１４
１３によって自動的に設定されてもよい。後者の場合には、いわゆるＡＥ（Ａｕｔｏ　Ｅ
ｘｐｏｓｕｒｅ）機能、ＡＦ（Ａｕｔｏ　Ｆｏｃｕｓ）機能及びＡＷＢ（Ａｕｔｏ　Ｗｈ
ｉｔｅ　Ｂａｌａｎｃｅ）機能が内視鏡１１１００に搭載されていることになる。
【１００５】
　カメラヘッド制御部１１４０５は、通信部１１４０４を介して受信したＣＣＵ１１２０
１からの制御信号に基づいて、カメラヘッド１１１０２の駆動を制御する。
【１００６】
　通信部１１４１１は、カメラヘッド１１１０２との間で各種の情報を送受信するための
通信装置によって構成される。通信部１１４１１は、カメラヘッド１１１０２から、伝送
ケーブル１１４００を介して送信される画像信号を受信する。
【１００７】
　また、通信部１１４１１は、カメラヘッド１１１０２に対して、カメラヘッド１１１０
２の駆動を制御するための制御信号を送信する。画像信号や制御信号は、電気通信や光通
信等によって送信することができる。
【１００８】
　画像処理部１１４１２は、カメラヘッド１１１０２から送信されたＲＡＷデータである
画像信号に対して各種の画像処理を施す。
【１００９】
　制御部１１４１３は、内視鏡１１１００による術部等の撮像、及び、術部等の撮像によ
り得られる撮像画像の表示に関する各種の制御を行う。例えば、制御部１１４１３は、カ
メラヘッド１１１０２の駆動を制御するための制御信号を生成する。
【１０１０】
　また、制御部１１４１３は、画像処理部１１４１２によって画像処理が施された画像信
号に基づいて、術部等が映った撮像画像を表示装置１１２０２に表示させる。この際、制
御部１１４１３は、各種の画像認識技術を用いて撮像画像内における各種の物体を認識し
てもよい。例えば、制御部１１４１３は、撮像画像に含まれる物体のエッジの形状や色等
を検出することにより、鉗子等の術具、特定の生体部位、出血、エネルギー処置具１１１
１２の使用時のミスト等を認識することができる。制御部１１４１３は、表示装置１１２
０２に撮像画像を表示させる際に、その認識結果を用いて、各種の手術支援情報を当該術
部の画像に重畳表示させてもよい。手術支援情報が重畳表示され、術者１１１３１に提示
されることにより、術者１１１３１の負担を軽減することや、術者１１１３１が確実に手
術を進めることが可能になる。
【１０１１】
　カメラヘッド１１１０２及びＣＣＵ１１２０１を接続する伝送ケーブル１１４００は、
電気信号の通信に対応した電気信号ケーブル、光通信に対応した光ファイバ、又はこれら
の複合ケーブルである。
【１０１２】
　ここで、図示する例では、伝送ケーブル１１４００を用いて有線で通信が行われていた
が、カメラヘッド１１１０２とＣＣＵ１１２０１との間の通信は無線で行われてもよい。
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【１０１３】
　以上、本開示に係る技術が適用され得る内視鏡手術システムの一例について説明した。
本開示に係る技術は、以上説明した構成のうち、カメラヘッド１１１０２のレンズユニッ
ト１１４０１及び撮像部１１４０２に適用され得る。具体的には、レンズユニット１１４
０１及び撮像部１１４０２として、第１乃至第２６の実施の形態に係るカメラモジュール
１を適用することができる。レンズユニット１１４０１及び撮像部１１４０２に本開示に
係る技術を適用することにより、カメラヘッド１１１０２を小型化しつつも、より鮮明な
術部画像を得ることができる。
【１０１４】
　なお、ここでは、一例として内視鏡手術システムについて説明したが、本開示に係る技
術は、その他、例えば、顕微鏡手術システム等に適用されてもよい。
【１０１５】
＜４０．移動体への応用例＞
　本開示に係る技術（本技術）は、様々な製品へ応用することができる。例えば、本開示
に係る技術は、自動車、電気自動車、ハイブリッド電気自動車、自動二輪車、自転車、パ
ーソナルモビリティ、飛行機、ドローン、船舶、ロボット等のいずれかの種類の移動体に
搭載される装置として実現されてもよい。
【１０１６】
　図１２６は、本開示に係る技術が適用され得る移動体制御システムの一例である車両制
御システムの概略的な構成例を示すブロック図である。
【１０１７】
　車両制御システム１２０００は、通信ネットワーク１２００１を介して接続された複数
の電子制御ユニットを備える。図１２６に示した例では、車両制御システム１２０００は
、駆動系制御ユニット１２０１０、ボディ系制御ユニット１２０２０、車外情報検出ユニ
ット１２０３０、車内情報検出ユニット１２０４０、及び統合制御ユニット１２０５０を
備える。また、統合制御ユニット１２０５０の機能構成として、マイクロコンピュータ１
２０５１、音声画像出力部１２０５２、及び車載ネットワークＩ／Ｆ（ｉｎｔｅｒｆａｃ
ｅ）１２０５３が図示されている。
【１０１８】
　駆動系制御ユニット１２０１０は、各種プログラムにしたがって車両の駆動系に関連す
る装置の動作を制御する。例えば、駆動系制御ユニット１２０１０は、内燃機関又は駆動
用モータ等の車両の駆動力を発生させるための駆動力発生装置、駆動力を車輪に伝達する
ための駆動力伝達機構、車両の舵角を調節するステアリング機構、及び、車両の制動力を
発生させる制動装置等の制御装置として機能する。
【１０１９】
　ボディ系制御ユニット１２０２０は、各種プログラムにしたがって車体に装備された各
種装置の動作を制御する。例えば、ボディ系制御ユニット１２０２０は、キーレスエント
リシステム、スマートキーシステム、パワーウィンドウ装置、あるいは、ヘッドランプ、
バックランプ、ブレーキランプ、ウィンカー又はフォグランプ等の各種ランプの制御装置
として機能する。この場合、ボディ系制御ユニット１２０２０には、鍵を代替する携帯機
から発信される電波又は各種スイッチの信号が入力され得る。ボディ系制御ユニット１２
０２０は、これらの電波又は信号の入力を受け付け、車両のドアロック装置、パワーウィ
ンドウ装置、ランプ等を制御する。
【１０２０】
　車外情報検出ユニット１２０３０は、車両制御システム１２０００を搭載した車両の外
部の情報を検出する。例えば、車外情報検出ユニット１２０３０には、撮像部１２０３１
が接続される。車外情報検出ユニット１２０３０は、撮像部１２０３１に車外の画像を撮
像させるとともに、撮像された画像を受信する。車外情報検出ユニット１２０３０は、受
信した画像に基づいて、人、車、障害物、標識又は路面上の文字等の物体検出処理又は距
離検出処理を行ってもよい。
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【１０２１】
　撮像部１２０３１は、光を受光し、その光の受光量に応じた電気信号を出力する光セン
サである。撮像部１２０３１は、電気信号を画像として出力することもできるし、測距の
情報として出力することもできる。また、撮像部１２０３１が受光する光は、可視光であ
っても良いし、赤外線等の非可視光であっても良い。
【１０２２】
　車内情報検出ユニット１２０４０は、車内の情報を検出する。車内情報検出ユニット１
２０４０には、例えば、運転者の状態を検出する運転者状態検出部１２０４１が接続され
る。運転者状態検出部１２０４１は、例えば運転者を撮像するカメラを含み、車内情報検
出ユニット１２０４０は、運転者状態検出部１２０４１から入力される検出情報に基づい
て、運転者の疲労度合い又は集中度合いを算出してもよいし、運転者が居眠りをしていな
いかを判別してもよい。
【１０２３】
　マイクロコンピュータ１２０５１は、車外情報検出ユニット１２０３０又は車内情報検
出ユニット１２０４０で取得される車内外の情報に基づいて、駆動力発生装置、ステアリ
ング機構又は制動装置の制御目標値を演算し、駆動系制御ユニット１２０１０に対して制
御指令を出力することができる。例えば、マイクロコンピュータ１２０５１は、車両の衝
突回避あるいは衝撃緩和、車間距離に基づく追従走行、車速維持走行、車両の衝突警告、
又は車両のレーン逸脱警告等を含むＡＤＡＳ（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｄｒｉｖｅｒ　Ａｓｓ
ｉｓｔａｎｃｅ　Ｓｙｓｔｅｍ）の機能実現を目的とした協調制御を行うことができる。
【１０２４】
　また、マイクロコンピュータ１２０５１は、車外情報検出ユニット１２０３０又は車内
情報検出ユニット１２０４０で取得される車両の周囲の情報に基づいて駆動力発生装置、
ステアリング機構又は制動装置等を制御することにより、運転者の操作に拠らずに自律的
に走行する自動運転等を目的とした協調制御を行うことができる。
【１０２５】
　また、マイクロコンピュータ１２０５１は、車外情報検出ユニット１２０３０で取得さ
れる車外の情報に基づいて、ボディ系制御ユニット１２０２０に対して制御指令を出力す
ることができる。例えば、マイクロコンピュータ１２０５１は、車外情報検出ユニット１
２０３０で検知した先行車又は対向車の位置に応じてヘッドランプを制御し、ハイビーム
をロービームに切り替える等の防眩を図ることを目的とした協調制御を行うことができる
。
【１０２６】
　音声画像出力部１２０５２は、車両の搭乗者又は車外に対して、視覚的又は聴覚的に情
報を通知することが可能な出力装置へ音声及び画像のうちの少なくとも一方の出力信号を
送信する。図１２６の例では、出力装置として、オーディオスピーカ１２０６１、表示部
１２０６２及びインストルメントパネル１２０６３が例示されている。表示部１２０６２
は、例えば、オンボードディスプレイ及びヘッドアップディスプレイの少なくとも一つを
含んでいてもよい。
【１０２７】
　図１２７は、撮像部１２０３１の設置位置の例を示す図である。
【１０２８】
　図１２７では、車両１２１００は、撮像部１２０３１として、撮像部１２１０１，１２
１０２，１２１０３，１２１０４，１２１０５を有する。
【１０２９】
　撮像部１２１０１，１２１０２，１２１０３，１２１０４，１２１０５は、例えば、車
両１２１００のフロントノーズ、サイドミラー、リアバンパ、バックドア及び車室内のフ
ロントガラスの上部等の位置に設けられる。フロントノーズに備えられる撮像部１２１０
１及び車室内のフロントガラスの上部に備えられる撮像部１２１０５は、主として車両１
２１００の前方の画像を取得する。サイドミラーに備えられる撮像部１２１０２，１２１
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０３は、主として車両１２１００の側方の画像を取得する。リアバンパ又はバックドアに
備えられる撮像部１２１０４は、主として車両１２１００の後方の画像を取得する。撮像
部１２１０１及び１２１０５で取得される前方の画像は、主として先行車両又は、歩行者
、障害物、信号機、交通標識又は車線等の検出に用いられる。
【１０３０】
　なお、図１２７には、撮像部１２１０１ないし１２１０４の撮影範囲の一例が示されて
いる。撮像範囲１２１１１は、フロントノーズに設けられた撮像部１２１０１の撮像範囲
を示し、撮像範囲１２１１２，１２１１３は、それぞれサイドミラーに設けられた撮像部
１２１０２，１２１０３の撮像範囲を示し、撮像範囲１２１１４は、リアバンパ又はバッ
クドアに設けられた撮像部１２１０４の撮像範囲を示す。例えば、撮像部１２１０１ない
し１２１０４で撮像された画像データが重ね合わせられることにより、車両１２１００を
上方から見た俯瞰画像が得られる。
【１０３１】
　撮像部１２１０１ないし１２１０４の少なくとも１つは、距離情報を取得する機能を有
していてもよい。例えば、撮像部１２１０１ないし１２１０４の少なくとも１つは、複数
の撮像素子からなるステレオカメラであってもよいし、位相差検出用の画素を有する撮像
素子であってもよい。
【１０３２】
　例えば、マイクロコンピュータ１２０５１は、撮像部１２１０１ないし１２１０４から
得られた距離情報を基に、撮像範囲１２１１１ないし１２１１４内における各立体物まで
の距離と、この距離の時間的変化（車両１２１００に対する相対速度）を求めることによ
り、特に車両１２１００の進行路上にある最も近い立体物で、車両１２１００と略同じ方
向に所定の速度（例えば、０ｋｍ／ｈ以上）で走行する立体物を先行車として抽出するこ
とができる。さらに、マイクロコンピュータ１２０５１は、先行車の手前に予め確保すべ
き車間距離を設定し、自動ブレーキ制御（追従停止制御も含む）や自動加速制御（追従発
進制御も含む）等を行うことができる。このように運転者の操作に拠らずに自律的に走行
する自動運転等を目的とした協調制御を行うことができる。
【１０３３】
　例えば、マイクロコンピュータ１２０５１は、撮像部１２１０１ないし１２１０４から
得られた距離情報を元に、立体物に関する立体物データを、２輪車、普通車両、大型車両
、歩行者、電柱等その他の立体物に分類して抽出し、障害物の自動回避に用いることがで
きる。例えば、マイクロコンピュータ１２０５１は、車両１２１００の周辺の障害物を、
車両１２１００のドライバが視認可能な障害物と視認困難な障害物とに識別する。そして
、マイクロコンピュータ１２０５１は、各障害物との衝突の危険度を示す衝突リスクを判
断し、衝突リスクが設定値以上で衝突可能性がある状況であるときには、オーディオスピ
ーカ１２０６１や表示部１２０６２を介してドライバに警報を出力することや、駆動系制
御ユニット１２０１０を介して強制減速や回避操舵を行うことで、衝突回避のための運転
支援を行うことができる。
【１０３４】
　撮像部１２１０１ないし１２１０４の少なくとも１つは、赤外線を検出する赤外線カメ
ラであってもよい。例えば、マイクロコンピュータ１２０５１は、撮像部１２１０１ない
し１２１０４の撮像画像中に歩行者が存在するか否かを判定することで歩行者を認識する
ことができる。かかる歩行者の認識は、例えば赤外線カメラとしての撮像部１２１０１な
いし１２１０４の撮像画像における特徴点を抽出する手順と、物体の輪郭を示す一連の特
徴点にパターンマッチング処理を行って歩行者か否かを判別する手順によって行われる。
マイクロコンピュータ１２０５１が、撮像部１２１０１ないし１２１０４の撮像画像中に
歩行者が存在すると判定し、歩行者を認識すると、音声画像出力部１２０５２は、当該認
識された歩行者に強調のための方形輪郭線を重畳表示するように、表示部１２０６２を制
御する。また、音声画像出力部１２０５２は、歩行者を示すアイコン等を所望の位置に表
示するように表示部１２０６２を制御してもよい。
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【１０３５】
　以上、本開示に係る技術が適用され得る車両制御システムの一例について説明した。本
開示に係る技術は、以上説明した構成のうち、撮像部１２０３１に適用され得る。具体的
には、撮像部１２０３１として、第１乃至第２６の実施の形態に係るカメラモジュール１
を適用することができる。撮像部１２０３１に本開示に係る技術を適用することにより、
小型化しつつも、より見やすい撮影画像を得ることができたり、距離情報を取得すること
ができる。また、得られた撮影画像や距離情報を用いて、ドライバの疲労を軽減したり、
ドライバや車両の安全度を高めることが可能になる。
【１０３６】
　また、本技術は、可視光の入射光量の分布を検知して画像として撮像するカメラモジュ
ールへの適用に限らず、赤外線やX線、あるいは粒子等の入射量の分布を画像として撮像
するカメラモジュールや、広義の意味として、圧力や静電容量など、他の物理量の分布を
検知して画像として撮像する指紋検出センサ等のカメラモジュール（物理量分布検知装置
）全般に対して適用可能である。
【１０３７】
　本技術の実施の形態は、上述した実施の形態に限定されるものではなく、本技術の要旨
を逸脱しない範囲において種々の変更が可能である。
【１０３８】
　例えば、上述した複数の実施の形態の全てまたは一部を組み合わせた形態を採用するこ
とができる。
【１０３９】
　なお、本明細書に記載された効果はあくまで例示であって限定されるものではなく、本
明細書に記載されたもの以外の効果があってもよい。
【１０４０】
　なお、本技術は以下のような構成も取ることができる。
（１）
　基板に形成された貫通孔の内側にレンズが配置されたレンズ付き基板どうしが直接接合
により接合されて積層されている積層レンズ構造体と、
　前記積層レンズ構造体と受光素子との間の距離を調整する第１駆動部と
　を備えるAFモジュール。
（２）
　前記第１駆動部は、AF用コイルとAF用マグネットで構成され、
　前記AF用コイルは、前記積層レンズ構造体と一体とされ、
　前記第１駆動部は、前記積層レンズ構造体を光軸方向に移動させて、前記積層レンズ構
造体と前記受光素子との間の距離を調整する
　前記（１）に記載のAFモジュール。
（３）
　前記AF用コイルは、前記積層レンズ構造体と接着されて、前記積層レンズ構造体と一体
とされている
　前記（２）に記載のAFモジュール。
（４）
　前記AF用コイルは、前記積層レンズ構造体の外周に巻き付けられており、
　前記積層レンズ構造体を構成する複数枚の前記レンズ付き基板の平面形状は略八角形と
されている
　前記（２）または（３）に記載のAFモジュール。
（５）
　前記AF用コイルは、前記積層レンズ構造体の外周に巻き付けられており、
　前記積層レンズ構造体を構成する複数枚の前記レンズ付き基板の平面形状は角丸の略四
角形とされている
　前記（２）または（３）に記載のAFモジュール。
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（６）
　前記積層レンズ構造体を収納するレンズバレルをさらに備え、
　前記AF用コイルは、前記レンズバレルと接着されて、前記積層レンズ構造体と一体とさ
れている
　前記（２）のいずれかに記載のAFモジュール。
（７）
　前記レンズバレルは、内周側に張り出した第１の張り出し部を有し、
　前記積層レンズ構造体は、前記第１の張り出し部に突き当てて位置合わせするように構
成される
　前記（６）に記載のAFモジュール。
（８）
　前記レンズバレルは、外周側に張り出した第２の張り出し部をさらに有し、
　前記AF用コイルは、前記第２の張り出し部に突き当てて位置合わせするように構成され
る
　前記（７）に記載のAFモジュール。
（９）
　前記積層レンズ構造体の最上層の前記レンズ付き基板の上面に、絞り板またはカバーガ
ラスを備え、
　前記AF用コイルは、前記絞り板またはカバーガラスに突き当てて位置合わせするように
構成される
　前記（２）乃至（５）のいずれかに記載のAFモジュール。
（１０）
　前記積層レンズ構造体の最上層の前記レンズ付き基板の平面形状が、その他の前記レン
ズ付き基板の平面形状よりも大きく形成されており、
　前記AF用コイルは、最上層の前記レンズ付き基板に突き当てて位置合わせするように構
成される
　前記（２）乃至（５）のいずれかに記載のAFモジュール。
（１１）
　前記AF用マグネットは、略四角形の前記レンズ付き基板の四隅と対向する位置に配置さ
れている
　前記（２）に記載のAFモジュール。
（１２）
　前記第１駆動部は、AF用コイルとAF用マグネットで構成され、
　前記AF用マグネットは、前記積層レンズ構造体と一体とされ、
　前記第１駆動部は、前記積層レンズ構造体を光軸方向に移動させて、前記積層レンズ構
造体と前記受光素子との間の距離を調整する
　前記（１）に記載のAFモジュール。
（１３）
　前記積層レンズ構造体を収納するレンズバレルをさらに備え、
　前記AF用マグネットは、前記レンズバレルと接着されて、前記積層レンズ構造体と一体
とされている
　前記（１２）に記載のAFモジュール。
（１４）
　前記AF用マグネットは、前記積層レンズ構造体と接着されて、前記積層レンズ構造体と
一体とされている
　前記（１２）に記載のAFモジュール。
（１５）
　前記AF用マグネットの一部は、前記積層レンズ構造体を構成する複数枚のレンズ付き基
板に埋め込まれている
　前記（１４）に記載のAFモジュール。
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　前記AF用マグネットは、略四角形の前記レンズ付き基板の四隅に配置されている
　前記（１２）に記載のAFモジュール。
（１７）
　前記積層レンズ構造体を光軸方向と直交する方向に移動させる第２駆動部をさらに備え
る
　前記（１）乃至（１６）のいずれかに記載のAFモジュール。
（１８）
　前記第１駆動部は、前記受光素子を光軸方向に移動させて、前記積層レンズ構造体と受
光素子との間の距離を調整する
　前記（１）に記載のAFモジュール。
（１９）
　基板に形成された貫通孔の内側にレンズが配置されたレンズ付き基板どうしが直接接合
により接合されて積層されている積層レンズ構造体と、
　前記レンズにより集光された入射光を受光する受光素子と、
　前記積層レンズ構造体と前記受光素子との間の距離を調整する駆動部と
　を備えるカメラモジュール。
（２０）
　基板に形成された貫通孔の内側にレンズが配置されたレンズ付き基板どうしが直接接合
により接合されて積層されている積層レンズ構造体と、
　前記レンズにより集光された入射光を受光する受光素子と、
　前記積層レンズ構造体と前記受光素子との間の距離を調整する駆動部と
　を有するカメラモジュール
　を備える電子機器。
【符号の説明】
【１０４１】
　１　カメラモジュール，　１１　積層レンズ構造体，　１２　受光素子，　１３　光学
ユニット，　２１　レンズ，　２１V　形状可変レンズ，４１（４１ａ乃至４１ｇ）　レ
ンズ付き基板，　４３　センサ基板，　５１　絞り板，　５２　開口部，　８１　担体基
板，　８２　レンズ樹脂部，　８３　貫通孔，　１２１　遮光膜，　１２２　上側表面層
，　１２３　下側表面層，　１４１　エッチングマスク，　１４２　保護膜，　１５０１
　カバーガラス，　１５０２　遮光膜，　１５０３　開口部，　１５１１,１５１２　基
板，　１５３１　レンズ付き基板，　１５４２　金属膜，　１５５１　第１の領域，　１
５５２　第２の領域，　１５６１W　高濃度ドープ基板，　１６３１ａ１乃至１６３１ａ
３　メモリ領域，　１６４１ａ１乃至１６４１ａ４　ロジック領域，　１６４２ａ１乃至
１６４２ａ４　制御領域，　１７０１　第１の半導体基板，　１７０２　第２の半導体基
板，　１７０３　第３の半導体基板，　２０１１　レンズ付き基板，　２０１２　積層レ
ンズ構造体，　２０４０　担体基板，　２０４１　貫通孔，　２０４２　レンズ樹脂部，
　２０４３　遮光膜，２０４４　上側表面層，　２０４５　下側表面層，　３００１　レ
ンズバレル，　３００２　ＡＦ用コイル，　３００３ａ，３００３ｂ　サスペンション，
　３００５　ＡＦ用マグネット，　３０１３　第１の張り出し部，　３０１４　第２の張
り出し部，　３０２１　ＡＦ駆動部，　３０２２　ＡＦモジュール，　３１２１Ｘ　Ｘ軸
ＯＩＳ駆動部，　３１２１Ｙ　Ｙ軸ＯＩＳ駆動部，　３２１１ａ乃至３２１１ｄ　圧電駆
動部，　３３１３　駆動体，　３３１２　圧電素子，　３３１４　ガイド体，　３３１５
　押し付けバネ，　３４１１　レンズバレル，　３４２２　平行リンク，　３４２３　圧
電アクチュエータ，　４０００　撮像装置，　４００１　イメージセンサ，　４００２　
カメラモジュール
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